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来 歴 

日付 記  事 

2005年 7月 19日 本和文プロジェクト・ドキュメントは 2005年 7月 6日付英文プロジェクト・ドキュメントの和文翻訳
版である。したがって、本和文の記載内容は 2005年 7月 6日付英文と基本的には同じであるが、7月 7
日以降に発生した変更内容も反映している。この 7月 7日以降に発生した変更は以下の通りである。 

No． 英文プロジェクト・ドキュメント

（2005年 7月 6日付） 
本和文プロジェクト・ドキュメン

ト（2005年 7月 19日付） 
変更の原因 

1 Table of Contents, Page iii 
なし 

目次、Page iv 
7.5 自立発展性 
7.6 結論 

英文プロドクの

記入ミス 

2 Abbreviations, Page vi 
Bureau of Investments 

略号、Page vii 
Board of Investments 

Ramonからの 7
月 8日メール 

3 Abbreviations, Page vii 
Navotas-Malabon-Tenejeros-Tullahan 
River Revival Campaign 

略号、Page viii 
Navotas-Malabon-Tullahan-Tenejeros 

Ramonからの 7
月 8日メール 

4 Abbreviations, Page vii 
Philippine Council for Marine and 
Aquatic Research and Development 

略号、Page viii 
Philippine Council for Aquatic and 
Marine Resources Research and 
Development 

Ramonからの 7
月 8日メール 

5 Abbreviations, Page vii 
Philippine 

略号、Page viii 
Philippine Environmental Economics 
and Natural Resources Accounting 

Ramonからの 7
月 8日メール 

6 Abbreviations, Page viii 
Philippines Economic Zone Authority

略号、Page viii 
Philippine Economic Zone Authority 

Ramonからの 7
月 8日メール 

7 Executive Summary, Page 2 
下から第 1パラグラフ 

要約、Page 4、 
下から第 1パラグラフ 
上位目標とプロジェクト目標の文

言を変更 

フィリピン事務

所 7月 10日メー
ル 

8 Executive Summary, Page 4 
Figure ES-2の上位目標 

要約、Page 4 
第 2図の上位目標の文言を変更 

フィリピン事務

所 7月 10日メー
ル 

9 Executive Summary, Page 4 
Figure ES-2のプロジェクト目標 

要約、Page 4 
第 2図のプロジェクト目標の文言
を変更 

フィリピン事務

所 7月 10日メー
ル 

10 Page 2-15, 上から第 3パラグラフ 
Table 2-9 

Page 2-17 
第 2-8表 

英文プロドクの

記入ミス 
11 Page 3-6, 下から第 2パラグラフ 

Figure 2-6 
Page 3-7 
第 2-4図 

英文プロドクの

記入ミス 
12 Page 4-4,  

Figure 4-2の上位目標 
Page 4-3,  
第 4-2図の上位目標の文言を変更 

フィリピン事務

所 7月 10日メー
ル 

13 Page 4-4,  
Figure 4-2のプロジェクト目標 

Page 4-3,  
第 4-2図のプロジェクト目標の文
言を変更 

フィリピン事務

所 7月 10日メー
ル 

14 Page 4-4 
第 4.3.1項の上位目標とプロジェ
クト目標 

Page 4-5 
第 4.3.1項の上位目標とプロジェ
クト目標の文言を変更 

フィリピン事務

所 7月 10日メー
ル 

15 Page 5-1、下から第 2パラグラフ 
成果１の指標 

Page 5-1、 
成果１の指標の文言を変更 

フィリピン事務

所 7月 10日メー
ル 

16 Page 5-9、上から第 2パラグラフ 
成果 2の指標 

Page 5-9、 
成果 2の指標の文言を変更 

フィリピン事務

所 7月 10日メー
ル 

17 Page 5-12、下から第 4パラグラフ
The equipment support requested by 
the CO laboratory is not limited to 
audio-visual training and IEC 
equipment; include are additional 
laboratory equipment to beef up its 
role as a training center. 

Page 5-13、下から第 4パラグラフ 
EMB中央ラボラトリーに供与す
る機材は訓練センターとしての機

能を果たせるように視聴覚、およ

び、情報教育用の機材を含むこと

とする。 

英文プロドクの

記入ミス 

18 Page 5-13、成果 3の指標 
記入なし 

Page 5-1、 
成果 3の指標を追加 

英文プロドクの

記入ミス 
19 Page 5-16、成果 4の指標 

記入なし 
Page 5-18、 
成果 4の指標の追加 

英文プロドクの

記入ミス 
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20 Page 5-16、下から第 1パラグラフ
Under Activity 14 

Page 5-18 
活動 1.4の下に 

英文プロドクの

記入ミス 
21 PDM PDM、Page A1 – A7 

下記を変更： 
上位目標（要約、指標） 
プロジェクト目標（要約、指標） 
成果 1～4（要約、指標） 
活動の要約 

フィリピン事務

所 7月 10日メー
ル 

22 PDM 
なし 

PDM 
活動 4.11追記 

フィリピン事務

所 7月 11日メー
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23 活動計画表 活動計画表、B1, B2 
活動の簡易タイトル 

和文プロドク第

5章の目次タイ
トルに整合させ

た。 
24 活動計画表 

なし 
活動計画表、B2 
活動 4.11追記 

フィリピン事務

所 7月 11日メー
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要 約 

 

1. プロジェクトの背景 

フィリピン国における水質汚染は国民の健康、水産漁獲生産量や観光業等に大きな影響を及ぼし

ており、その経済的損失は年間 13億 USドルにのぼると報告されている（2003年、国連報告）。

2004年、フィリピン国においては新たな政策ツール（例えば市場ベースツール）を導入しつつ既

存の水質管理システムを一つのパーケージに組みこむことによって、水質問題への総合的アプロ

ーチを図ることを目的として水質浄化法が発布された。この水質浄化法は水質関連の諸機関、地

方政府および国民のそれぞれの役割を含めて広範囲の管理システムを構築するものである。 

新たな市場ベースツールにより排水中の汚濁量に応じて料金を算定する排水料金制度が導入され

ることとなる。これは完全に実施されてこなかったとしても、従来の規制型アプローチに慣れて

いる EMBにとっては新たなタスクとなる。水質浄化法によって他機関を含んだ包括的政策フレー

ムワークおよびアクションプランが策定されることとなり、地方政府や他機関との連携・協調が

必要になる。生活排水も含めて EMBが所管する水質管理の範囲が拡大されることとなった。また、

地下水源を分類することに始まる地下水水質管理は EMBにとっては新たな業務となるが、表面水

の分類さえも未だ完了していない状況であるために、これは EMBに重圧を課すこととなる。 

水質浄化法により地域委員会が管理する水質管理地域の設置によって、水質管理に一般市民が関

与することとなる。EMBはこれらの新たな管理組織を支援し、水質管理地域制度に基づいて管理

委員会の組織設立や技術事務を行う機関として行動するスキルを身につけることが求められてい

る。 

水質浄化法によって新規マンデートが EMBに付与されたことは、過去、二つの画期的な法律、す

なわち 1999 年における大気浄化法、ならびに、2000 年における生態固形廃棄物法を実施するマ

ンデートを与えられ時と類似である。水質浄化法の新たなマンデートを実施するためには EMB

の独力では難しく支援が必要であると考えられている。 

フィリピン国政府による技術支援の要請に基づいて、JICA は EMB水質管理体制の能力と弱点を

評価する事前評価調査団を派遣した。EMBの水質管理能力に係わる評価と分析を踏まえてプロジ

ェクト・ドキュメントを作成するために日本側とフィリピン国側との関係者によって参加型討論

がなされた。この協議を踏まえて、本技術協力プロジェクトによって支援されるべき水質浄化法

に基づいた優先すべきアクションを特定した。 

2. フィリピン国水質管理に係わる問題分析 

水質浄化法の目指すものは水質管理の実施方法全体を変えることである。これには長い時間を要

し、この法律の究極的な目標を達成するためには広範囲な活動が必要となる。単一のプロジェク

トのみでは水質浄化法の実施に必要な全てを達成することはできない。本プロジェクトは法の下
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に特定のマンデートを与えられた DPWH のような全ての機関の強化を目指しているものではな

く、EMBの支援に焦点を当てている。水質浄化法は EMBが政策フレームワーク開発や調整メカ

ニズムを通して総合的水質管理において関連機関の役割を調整する方策を述べている。 

このようなことから、プロジェクト戦略は水質浄化法のマンデートを実施する EMBの能力問題に

特に取組む目的で検討されることとなる。JICA や EMB が行った過去の EMB の調査や SEECTA

の関連調査結果も参照して、EMBの能力について次の４つの弱点が明らかにされている。 

 水質管理に係わる総合的政策フレームワーク（実施のための手順やガイドラインを含め

て）、および、協調体制がない。 

 総合的水質管理や水質浄化法の実施に関し地域事務所を主導・支援する EMB本部の能力

が不足している。 

 水質管理地域や関係する参加メカニズムおよび組織を設立・運営する地域事務所の経

験・能力が不足している。 

 水質管理、特に排水許可や排水課徴金制度といった水質浄化法および規則のもとに与え

られたマンデートを実施する地域事務所の技術および管理上の能力が不足している。 

これらの主要な 4つの EMB弱点は第 1図に「原因と結果」の構図で表されている。ここで示され

ている問題と原因は EMB本部職員および地域職員によっても確認されているものである。 

3. プロジェクト戦略および設計 

問題分析を行ったうえでプロジェクト戦略が立案されたが、このプロジェクト戦略は関連する全

ての能力問題に対処するものではない。フォーカスグループ・ディスカッションによる協議の結

果、長期的能力開発にとっての重要性のみではなく、水質浄化法および規則で定められた期限を

守るために必要とする活動の緊急性も優先度付けにおいては考慮されるべきことが確認された。 

EMB への支援における専門家の助言やエンジニアーの見解は単なる技術的なものに留まるわけ

ではない。水質浄化法のタスクは EMBの本部と地域事務所に分かれるが、本部にける総合政策フ

レームワークや実施手順を開発する支援に加えて、本プロジェクトは地域事務所の効果的な支援

者となるべき EMB本部を強化するものである。 

第 2図はプロジェクトの目的、成果ならびに主要活動との関係を現す階層、すなわち、「目的を達

成するための手段」という構図でプロジェクト戦略を要約したものである。プロジェクト設計は

技術支援チームではなくこのプロジェクトの実施主体である EMBの観点からなされている。ここ

で重要なことは、EMBの本プロジェクトに対するオーナーシップ、ならびに、このプロジェクト

を成功に導くための技術支援チームによる支援である。本プロジェクトを通して設計されたプロ

ジェクトに含まれる成果や活動を通して EMBの能力強化を達成するための支援がなされる。 
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第 2図 プロジェクト戦略要素 

 

上位目標は『産業・商業事業者及び自治体その他公的機関が地域アクションプランの水質目標を

達成するために必要な対策を講じる』ことである。プロジェクト目標は『水質浄化法および規則

において付与された優先的活動を実施する EMB本部および地域事務所の能力強化』である。この

成果 1:  

水質浄化法および施行規

則に基づいた総合的水質

管理政策フレームワーク

が策定され、また、関連

するガイドラインが整備

されたうえで、それらに

ついての EMB 職員に対
する訓練がなされる。 

 総合水質管理フレーム
ワークおよび戦略 

 市場ベース手法に関す
る総合的政策 

 水質管理地域および未
達成地域指定ガイドラ

イン 
 地下水分類ガイドライ
ン 

 水質管理地域アクショ
ンプラン作成のガイド

ライン 
 汚染負荷算定および排
水許可のガイドライン

（地面放流を含む） 
 水質管理基金管理およ
び報奨制度ガイドライ

ン 
 水質モニタリングパー
トナーシップのガイド

ライン 
 水質変動（地熱および
エネルギー施設）のガ

イドライン 
 法令遵守検査ガイドラ
イン 

 手続きに係わる訓練 

成果 2: 

EMB 本部の地域事務所
を主導し支援する能力

が強化される。 

成果 3: 

3 ヶ所のパイロット地域
において、EMB地域事務
所の水質管理地域を指

定・管理する能力が備わ

り、また、関連する組織

が構築され運営される。

成果 4: 

3 ヶ所のパイロット地域
において、EMB地域事務
所の水質管理能力、特に

CWA に基づいた排水許
可システムおよび排水課

徴金システムを実施する

能力が強化される。 

 地域における協調の促
進 

 水質管理モデルの科学
的現場調査および開

発・調査 
 水質管理モデルを利用
した利害関係者への
IEC 

 GIS 付属のデータベー
ス 

 広域のデータネットワ
ーク 

 国家水質状況報告 
 国家水質管理基金の管
理 

 中央ラボ職員の能力向
上 

 技術訓練（水質ラボ、
データベース管理、モ

デリング） 

 水質管理地域の指定お
よび水質管理戦略の策

定 
 水質管理地域管理組織
の設立 

 水質管理地域のマルチ
セクターによるアクシ

ョンプランおよびLGU
遵守計画の策定 

 水質モニタリングのパ
ートナーシッププログ

ラム 
 水質管理活動計画に係
わる利害関係者の訓練

（IECを含む） 

 達成地域および未達成
地域の特定 

 負荷量基準の排水許可
および排水課徴金シス

テムの実施 
 排水課徴金および排水
許可料金の徴収および

会計システムの設立 
 法令遵守検査および優
先化プログラム 

 汚染負荷モデリングお
よび必要データの調査

 汚染源インベントリー
の調査 

 現場水質測定機材およ
び車輌の整備 

 水質および規制用デー
タベースの構築 

 地域水質ラボの改善機
材の支援 

 地域水質状況報告書の
作成（IEC用も含めて）

 地域事務所職員のパイ
ロット地域の見学 

水質浄化法・規則の優先活動を実施す

る EMB本部および地域事務所の能力

産業・商業事業者及び自治体その他公

的機関が地域におけるアクションプ

ランで定められた水質目標を達成す

るために必要な対策を講じる 

（上位目標） 

（プロジェクト目標） 

（活動） 

（成果） 
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プロジェクト目標はプロジェクトによる支援の下に、総合的水質管理政策フレームワークおよび

明瞭な手順、職員の訓練、適切な機材と情報システム、ならびに、関連機関や利害関係者との効

果的な連携を通して水質浄化法に求められているマンデートを EMB が実施できたときに達成さ

れる。 

第 2図に示されているようにプロジェクトは一つの成果を発現する 4つの主要活動によって構成

されている。それらの活動は次の内容を含んでいる。 

 総合的水質政策フレームワークの策定、および、そのフレームワークに沿った EMBの役

割を果たすために必要なガイドラインの策定 

 地域事務所を支援し主導する本部の能力強化 

 地域事務所の行う水質管理地域の設定・管理に対する支援 

 地域事務所の行う水質管理、特に法令遵守モニタリングならびに排水許可や排水課徴金

システムに対する支援 

プロジェクトの成果ならびに主要活動の諸元について主要指標を含めて第 1表に示す。 

4. プロジェクト実施の戦略 

パイロット地域の選定 

本プロジェクトは全国の地域事務所や本部を含めて、EMB全体の組織に対して効果があるように

総合的な強化パッケージとして設計されている。3 ヶ所の地域が本部において開発された管理支

援システム（標準的データ管理システム）や水質浄化法の実施政策であるガイドラインの試行・

検証を集中的に行うパイロット地域として選定される。一方では全国の地域事務所もこれらのガ

イドラインや管理ツールを使用する一般的な訓練を受ける。パイロット地域事務所はガイドライ

ンやシステムツールが最初に使用される場であると同時に、他地域の EMB職員がこれを見学し、

教訓を学び取るための学習地域としての役割を持っている。 

パイロット地域は主要島群グループ（ルソン、ビサヤおよびミンダナオ）の各々がパイロット地

域を持つように、また、フィリピン国の水質管理の代表的な側面を有するように選定される。す

なわち、第一に水質が共通的な課題である高度に都市化した市街地を有する地域、第二にエコツ

ーリズムや漁業の保全に対する水質管理が求められている地域、そして第三に鉱山のような産業

を有する地域である。そして、選定された地域は強化されるべき水質管理を実行する適切な職員

が配置されていなければならない。 

他ドナーとの協調 

プロジェクトの目指すものは水質管理の全国的な能力強化であり、パイロット地域のみではこれ

を達成することはできない。3 ヶ所以外の地域が他ドナーの直接的支援によって本プロジェクト

で実施される強化活動がなされることが必要である。他ドナーにより支援される地域は、本プロ

ジェクトで開発された手順やシステムの試行地域として有効か、あるいは、他地域に対しての学
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習場所としての効果があるかなどによって選定されるであろう。 

本プロジェクトによって開発された共通の手順やシステムを使った能力強化において、JICAおよ

び他ドナーが協調することによってより効率的、かつ、効果的な強化が図られる。このような協

調支援によって、他ドナーが別個の技術支援プロジェクトによって調整されずに開発された矛盾

した手順が地域に持ち込まれことを防ぐことができる。このような他ドナーによる支援を促進す

るための活動が本プロジェクトには含まれている。 
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＜
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プロジェクトの全体工程 

地域における水質浄化法の実施を実現するためには成果 1および成果 2の達成が必要である。成

果 1は総合的政策フレームワーク、ならびに、EMB地域事務所による水質浄化法実施のための指

針となるガイドラインからなる。さらに成果 2 は科学的分析ツール、機材、データベース管理、

財政管理、および、報告システムなどの各種手続きを効率的に実施する管理ツールを準備するも

のである。 

このようなことからプロジェクトの実施は二つのフェーズから構成されることになる。第 1期（プ

ロジェクト開始後 2年間）は成果 1および成果 2に集中することとなる。第 2期（プロジェクト

開始後 3～5年）は 3ヶ所のパイロット事務所においてプロジェクトを開始し、他ドナーによる財

政支援によりパイロット地域以外の地域に拡大する。しかし、これはあくまでも大まかな工程で

ある。成果 1および成果 2に関する活動は、開発した手順やツールは 4年目および 5年目に地域

における試行結果に基づいて改訂されるように、2 年次以降も継続される。一方、成果 3 および

成果 4 に係わる一部の活動は、地域事務所が手順やシステムを開発し水質状況報告書作成のため

のデータ調査のように第 2年次に開始される。プロジェクトの全体工程を第 2表に表す。 

第 2表 プロジェクトの全体実施工程 

 第 1年次～第 2年次 第 3年次～第 5年次 

成果 1の活動 

（本部） 

 政策立案における他機関との協調システ
ムの構築 

 総合水質管理政策フレームワークの立案
 総合フレームワークを実施するためのガ
イドライン／マニュアルの開発 

 政策フレームワークおよび手順を実施に
関する地域事務所職員の教育・訓練 

 総合政策に関する他機関による連携・協調
の実行 

 政策レビューおよび精査 

 ガイドライン／マニュアルのレビューおよ
び改訂 

 ガイドライン実施に関する地域事務所職員
に対する訓練の継続 

成果 2の活動
（本部） 

 ガイドラインの開発に関する EMB 地域
事務所との協調 

 水質モデリングのような科学的ツールな
らびにデータベース、ネットワークのよ

うな情報システムの開発 

 水質管理基金の管理システムの開発 

 データ収集を含む水質状況報告作成シス
テムの構築 

 情報公開・教育メカニズムの構築 

 水質ラボ手順の合理化および地域職員の
訓練 

 地域おけるガイドラインの試行に関する協
調ならびにガイドラインの精査 

 水質モデル、データベース、報告システム
のような管理ツールの精査および改良 

 情報公開・教育施策の改善 

成果 3の活動
（地域事務

所） 

 初回の水質管理地域の指定 

 地域管理組織を設立するステークホルダ
ー間の協調の構築 

 地域管理員会を支援する技術事務局の訓
練 

 水質管理地域の追加指定 

 地域の水質管理計画とそれに基づく管理実
施に関するステークホルダーの教育・訓練

 地域管理委員会およびステークホルダーな
ど多分野機関参加による計画立案 

 LGUによるアクションプラン立案 

 地域水質改善計画の実施 

 水質モニタリングに関する協調プログラム
の構築 
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 第 1年次～第 2年次 第 3年次～第 5年次 

成果 4の活動
（地域事務

所） 

 データ調査／まとめ 

 水質状況報告書の作成 

 採水および水質測定機材の整備および訓
練 

 水系分類 

 未達成地域の特定 

 汚染源インベントリーの作成および分類 

 排水許可制度および排水課徴金制度の開始
 水質管理基金の会計および報告 

 法令遵守検査 

 未達成地域を管理するための水質モデルの
運用 

 データベースの構築 

 パイロット地域事務所の見学および学習 

 

5. 投入およびプロジェクト管理 

日本側の投入 

JICAはプロジェクト実施期間に 3人の長期専門家と 4人の短期専門家よりなる技術支援チームを

派遣する。このチームの役割は主にプロジェクト・ドキュメントに述べられている各種の活動を

行うにあたり EMB本部および地域事務所職員を支援し助言することである。 

JICA技術支援チームは現地のコンサルタントを利用する。能力強化のプロジェクトにおいてはフ

ィリピン国の政策、組織・管理制度に関する知識が必要であるが、現地コンサルタントはこのよ

うな知識を有している。日本人専門家、現地コンサルタントは、EMB本部や地域事務所の職員が

成果を達成するための共同作業を行ない、また、訓練のためのワークショップを共同で設計・実

施する予定である。 

JICAは EMB本部と 3ヶ所のパイロット地域事務所に対して本プロジェクトの目的に沿って必要

とする機材を供与する。本プロジェクトの主な目的は総合的な能力強化を図るものであることか

ら、資機材供与は本プロジェクトの主要な要素ではないので、資機材供与は必要最低限の範囲に

限られる。 

また、JICAは水質管理業務に係わる EMB職員に対して、本邦あるいは第 3国における研修機会

を与える。 

フィリピン国側の投入 

DENR-EMBは適切な人員をカウンタパートとして任命する。任命された職員は日本人専門家、現

地コンサルタントと本プロジェクトを共同して実施する。DENR-EMBは現地コンサルタントを含

む JICA技術支援チームが必要とする規模の事務所スペースを提供する。この事務所は事務机、会

議テーブル、空調装置、通信機器や什器類を備えるものとする。その他、DENR-EMBは日本側か

ら供与される以外のプロジェクト実施に必要とする資機材を用意するものとする。 

DENR-EMBはプロジェクト実施期間にカウンターパート・スタッフの移動に必要とする旅費およ

び関連費用を含めてフィリピン国側関係者の給与および手当てを用意・支給することとする。 
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プロジェクト管理 

プロジェクト管理体制（提案）が第 3 図に示されている。合同調整委員会はプロジェクト実施の

ための基本方針を与える機能を有している。委員会は特に総合水質管理フレームワークを作成す

る際に関連する他機関との連携を維持することとし、また、本プロジェクトを成果を利用して行

うパイロット地域以外の地域についての他ドナーの支援を促進する。 

本プロジェクトの実施に関する責任は EMBに帰すものである。EMBディレクターはプロジェク

トの総責任者であり、JICA専門家リーダーの直接的なカウンターパートである。プロジェクトデ

ィレクターはプロジェクト全体の監理を行ない、また、他関連機関や各種の活動を実施する地域

事務所ディレクターとの協調を監理する責任を有する。 

プロジェクト管理室は EMB本部の環境管理部（EQD）を中心に組織される。EQD 部長はプロジ

ェクト・マネージャー（またはプロジェクト管理室長）として合意された年間の作業および予算

計画に沿ってプロジェクト活動を指揮する責任を有し、3 ヶ所の地域事務所のディレクターとプ

ロジェクト活動を調整する。さらに、日本側技術支援チームリーダーの直接のカウンターパート

として業務を行う。日本人コンサルタントおよび現地コンサルタント（または現地サブコントラ

クター）は支援チームリーダーの指揮下において業務を行う。EMB職員や支援チーム員が関係す

る日常的業務はプロジェクト室の管理者として業務する EMB 環境管理部の水質管理（WQMS）

課長の責任に帰し、水質管理課長は EMBを代表してプロジェクト全体の監理を行う。 

3ヶ所のパイロット地域はそれぞれEMB地域事務所水質管理課を中心とするプロジェクト管理ユ

ニットを持つこととなる。これらのユニットは地域事務所水質管理課長であるプロジェクト管理

責任者によって監視される。これら地域プロジェクト管理ユニットはプロジェクト管理室の一機

関と考えることができる。したがって EMB本部のプロジェクト管理者は直接的にはカウンターパ

ートである地域プロジェクト管理者と業務することとなる。 

6. プロジェクトの事前評価 

本プロジェクトはフィリピン国の環境政策・戦略および我が国の援助方針に合致しており、また、

相手国と行ったフォーカスグループ・ディスカッションの結果を良く反映した内容となっている。

PDM は現地のリソースを利用してプロジェクトを効率的かつ効果的に実施し、EMB の能力強化

を達成するように論理的に構成されている。3 ヶ所のパイロット地域以外への波及効果を発揮す

ることが予測でき、また、自立発展性の観点から設計上の考慮も図られている。 

それゆえプロジェクトは我が国の行う技術協力プロジェクトとして適格であると評価される。し

かしながら、EMBがプロジェクトの準備・実施過程において、この大規模なプロジェクトを受け

入れる態勢を整備すれば、効率性および自立発展性がより確実なものとなることに留意すべきで

ある。 
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Join Coordination Committee

Chair: DENR Secretary
Members:
- EMB Director
- JICA Philippine Representative
- NEDA Representative
- DENR FASPO Representative
- TA Project Manager
- JICA Adviser

JICA Philippine Office

JICA Adviser

Project Director
(EMB Director)

Project Manager
(Chief of EQD)

Japanese Expert Team Leader

National Project Coordinator
(Head of WQMS)

Japanese Experts

Local Consultants 
and Local SubcontractorsProject Management Office

EMB-CO Counterparts:

National Technical Working 
Groups

(Inter-Agency)

Regional Project Coordinator

EMB-RO Counterparts

Regional 
TWGs

Regional EMB Directors

 

第 3図 プロジェクト管理組織（提案） 

Joint Coordination Com’ty 
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第 1章 背景 

 

1.1 水質浄化法の意義と DENR-EMBの課題 

2004年 3月 22日、フィリピン水質浄化法（CWA）が大統領により署名され、公布後 15日、すな

わち 2004年 5月 6日に発効した。水質浄化法は従来にはない新たな方策を含めて、水質管理の包

括的取組みを制度化し、1970年代以降の水質管理施策を一つのパッケージに一体化することを目

指したものである。同法は、水質管理に新たな主体、とりわけ指定地域における水質管理活動を

計画・主導する管理委員会を構成する地域の利害関係者（地方自治体の代表および市民）を参画

させるものである。 

大統領令第 984号（1976年）といった従来の水質関連法は、一様の水質基準を用い、違反に対し

て罰金を課す「コマンド・アンド・コントロール」を用いた伝統的な規制に依存していた。水質

浄化法は伝統的な規制制度に加えて、事業者に対して汚染を伴う活動に対する経済的負担を課す

市場ベース手法を導入している。この市場ベース手法は「汚染者負担の原則」に則ったもので排

水中の特定の汚染物質に対する排水料金に係わる制度として始めて実施されるものである。 

さらに、水質浄化法により特定の地域においては排水許可の取引といった他の市場ベース手法が

導入される。同法の下、EMBを通して DENRはこれらの新たな管理手法を実施するマンデートを

付与されている。EMBにとっては、このような業務は、職員が伝統的な規制ベース以外の方策に

対する経験を有していないので困難を伴うタスクである。伝統的な手法と新たな手法とを組み合

わせる手順が、水質浄化法およびその施行規則によって規定される一般的指針を補足するために

開発･整備しなければならない。 

水質浄化法は従来の産業・商業といった点汚染源の規制のみではなく、水域汚染の原因である家

庭からの汚染源をも含むように水質管理の範囲を拡大している。このようなことから、水質浄化

法は実施機関としての DENRだけで実施できるものではない。地域における衛生・下水道施設の

改善を含む汚染源の対策に係わるマンデートは、地方自治体や公共事業機関に委ねられており、

DENR（EMBを通して）は地方自治体や他政府機関を調整する責務を有している。このようなこ

とから、各種機関が参加し、かつ、総合的水資源管理（IWRM）システムの目的に沿う水質管理

の総合的政策フレームワークが策定されなければならない。 

水質浄化法により、DENR の水質管理に係わるマンデートは地下水も含むように拡大した。経済

手法と同じく、表面水と地下水との連動管理は EMBにとっては新たな課題である。現在の水質管

理の基準や手順は、主として表面水水域の水質を規制することを目的としている。水質浄化法に

おいては、地下水の分類や汚染の可能性のある地域を特定する地図の作成が求められている。EMB

による表面水域の分類が未だ完了していない状態で、このような新たなマンデートが EMBに与え

られた。このような地下水に係わる業務は、EMBの水域分類に関係するリソースをさらに逼迫さ

せることとなる。 
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さらに、水質浄化法は水質管理に一般市民や他分野における利害関係者が参画するための組織を

設立することを求めている。このような参画は地方自治体、関係機関や住民組織等より構成され

る地域水質管理委員会によって管理される水質管理地域（WQMA）を創設することによって可能

となる。この目的を達成するために、DENR（EMBを通して）には、この管理地域の設立（公式

に指定することによって）、ならびに、水質管理委員会の運営を支援する責務が水質浄化法によっ

て課されている。このような新たなマンデートに関し、EMBの組織としてこのような能力が乏し

く、また、職員としても組織の設立に係わる訓練の経験がないために新たな課題である。 

水質浄化法の究極的目標である水質の改善というタスクの達成は、EMB地域事務所においてなさ

れる。EMB地域事務所は既に水質浄化法に先立つ二つの画期的法律（1999年フィリピン大気浄化

法（RA8749）、および、2000 年生態学的固形廃棄物管理法（RA9003））においてこのような責務

を課されている。 

これらの二つの法令の実施施策は水質浄化法のそれと類似している（例えば、大気浄化法の指定

大気ゾーンにおける地域委員会の設立、ならびに、総合的政策フレームワークとマスタープラン

の策定）。EMB のこれら法令の実施経験は、水質浄化法の下での新規マンデートを達成するのに

役立つはずである。しかしながら、水質浄化法の含んでいる極めて広大な所掌を考慮すると、EMB

に付与されたマンデートを法の定める期限以内に、また、効果的・持続的な水質改善への成果を

もって成し遂げるためには、直接的な支援が必要とされている。 

1.2 JICAによる支援 

2002年、EMBは水質浄化法の立法を目前にして、その課題の大きさを認識しつつ日本国政府に対

し環境管理のキャパシティーデヴェロップメント・プロジェクトに係わる支援を公式に要請した。 

1.2.1 第 1回調査プロジェクト・ドキュメント（案） 

フィリピン国政府の要請に応えて、JICAはプロジェクト・ドキュメントを作成するための

調査団を派遣した。4人のコンサルタントからなる調査団は 2005年 1月にプロジェクト・

ドキュメント（環境管理能力強化プロジェクトドキュメント）を作成・提出した。その時

点で EMBと JICAは、当該プロジェクトは水質浄化法、および、その施行規則に規定され

る役割を EMBが実施することに関してなされるべきであるとの合意に至った。 

しかしながら、その調査のプロジェクト・ドキュメントは IRR の実質的準備や発布前に完

成したため、実施活動の優先性や予定が反映されていないなど、IRR の諸要求を反映して

いなかった。IRR は「発展の余地を残した内容」であり、すなわち、実施のための詳細事

項や手順は細かくは規定されておらず、このため実際の現場、特に地域において実施され

るには追加の手順書やマニュアルを整備しなければならないものである。第 1 回調査のド

ラフト・プロジェクトドキュメントにおいてはこのような追加のガイドラインや手順マニ

ュアルの必要性に考慮が十分には払われていなかった。 

また、第 1 回プロジェクト・ドキュメントに対して、EMB の水質管理スタッフ、および、
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JICAシニアーアドバイザーからのコメントがあり、重大な変更を必要とした。 

1.2.2 プロジェクト・ドキュメント（案）の改訂 

JICA は新たなコンサルタント（1 名のフィリピン人と日本人）を指名し、必要情報を収集

しプロジェクト戦略やフレームワークをレビューしたうえでプロジェクトの理由付けや目

的・要素を明確化したプロジェクト・ドキュメント（案）を作成することとした。先の調

査の経過から、EMBの本部、および、地域事務所の双方のスタッフが参加してプロジェク

ト戦略や活動項目を選定することが必要と考えられた。 

今回調査は、EMB、JICA フィリピン事務所、および、JICA シニアーアドバイザー、さら

には、水質管理課のカウンターパート職員と緊密な協議を行い、第 1 回調査のドラフト・

プロジェクトドキュメントを修正することを目的としている。 

EMB環境質部のカウンターパートスタッフとコンサルタントは合同で第 1回事前評価調査

の問題分析を見直した。その中で世界銀行の支援による SEECTA調査、JICAフィリピン事

務所が実施した EMBキャパシティーに関するベースライン調査、ならびに、施行規則の作

成過程でなされた EMB地域事務所の調査などによる評価結果も参照した。 

第 2 章においては国家開発計画や最新の中期開発計画の内容に触れつつ、フィリピン国の

水質管理体制について述べている。また、第 2 章では水質の実態、汚染の原因、水質汚染

の経済、公衆の健康、環境保全への影響を説明している。第 3章においては、EMBの能力

が不十分と特定された中心問題、とりわけ水質浄化法・施行規則に基づいて付与された新

たな水質管理マンデートを実施する地域事務所における弱点が評価されている。 

第 4章においては水質浄化法を施行するための能力強化に係わるEMBのニーズに対処する

戦略、および、本プロジェクトの含まれるべき支援の主たる 4 要素を述べている。第 5 章

はプロジェクトの成果、ならびに、成果を発現するために取組まれるべき活動を含めて、

本プロジェクトの設計の詳細を説明している。第 6 章と第 7 章には、それぞれ、プロジェ

クトの実行組織や管理システム、ならびに、プロジェクト実施の理由・根拠に係わる評価

を述べている。 

1.3 プロジェクト・ドキュメント（案）の修正方法 

プロジェクト・ドキュメントの修正にあたり、PCMに基づいた参加型計画手法を用いた。プロジ

ェクトにおいて取組まれるべき活動を特定し優先度付けを検討する課程においては、EMB、およ

び、FASPO のスタッフが参加、また、政策ポリシーについては EMB 地域事務所のディレクター

が参加した。 

PCM 手法は第 1-1 図に要約しているように問題分析とプロジェクト設計の二つの段階からなる。

問題分析段階においては、中心問題、すなわち、水質管理の現状、ならびに、水質浄化法により

新たに追加された要求事項に対する EMBの弱点が特定・検証された。 
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中心的問題に対する戦略立案もこの状況分析の議論に基づいてなされた。プロジェクト設計にお

いては、選定された戦略に基づいてプロジェクトの詳細設計がなされた。問題分析からロジカル

フレームの組み立てまで作業工程を第 1-2図に表した。 

Analysis Phase Design Phase

Problem analysis  water quality 
management problems, institutional 
constraints and weaknesses; identify 
cause-and-effect relationship

Analysis of objectives Develop 
objectives from the identified problems; 
identify means-to-end relationship

Project strategy analysis Identify the 
strategies to achieve objectives; 
determine the overall goal and project 
purpose

Project design matrix Define the 
project structure, test its internal logic and 
formulate objectives in measurable terms

Activity planning and budgeting
Determine sequence and dependency of 
activities; estimate duration, set milestones 
and assign responsibility; estimate budget

Monitoring and evaluation Specify 
performance indicators and measurement 
means

 

第 1-1図 プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法 
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Problem Tree

References:
-  JICA Baseline Study
-  Phil  Env Monitor (WQ)
-  SEECTA Report
-  Other documents

Integrated Objectives 
Tree

(goal, purpose, results)

Draft JICA Project Document

JICA Advisor’s framework and comments on draft PD

EMB comments and suggestions on draft PD

Select specific 
components to include 
in the project design

Priorities and thrusts determined in focus 
group discussions and workshop with 

regional EMB directors

Project framework

Clean Water Act IRR
(New mandates to EMB)

-  Goal, Purpose, Outputs, Activities
-  Performance Indicators
-  Monitoring Means
-  Assumptions and Risks
-  Preconditions

Activities andTasks
Responsibilites

(Japanese and Local 
Consultants)

Terms of Reference
Schedule  and 

milestones

Inputs, unit costs and 
quantities

Project Budget

Monitoring of inputs 
and activities 
(efficiency)

Monitoring of outputs 
(effectiveness)

Evaluation of relevance, 
benefit impact and 

sustainability

Results

Priority 
activities

 

第 1-2図 プロジェクト・ドキュメントの修正プロセス 
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第 2章 組織制度および水質状況 

 

2.1 国家開発戦略 

アロヨ大統領府により主に貧困を克服し持続的発展を図ることを目的とした 10 ヶ条アジェンダ

が策定されたが、これは 2004 年に公表された 2004 年～2010 年フィリピン国中期開発計画

（MTPDP）の基礎をなすものである。MTPDP は、経済的機会を公開し、社会・政治における安

定を図り、かつ、健全な管理の下に国民生活の改善を達成しようとするものである。 

特に地方における貧困の主要な原因として失業、および、当国の豊富な天然資源管理の失敗があ

げられている。たとえば、鉱物資源の利用に対して環境問題や社会的不信が起こっている。一方、

鉱山法においては、その規定の合憲性についての法的問題が生じている。同様に、流域管理にお

いては適切、かつ、持続的管理がなされていないために灌漑、工業用水、生活用水の不足を生じ

ており、将来の開発計画に支障をきたす懸念がある。流域の管理が不十分なことから、流域が本

来有する大気浄化の炭素分沈着、土壌の浸食防止、さらには、洪水の防御などの悪機能が影響を

受けている。 

MTPDPは、その目標を達成するためには次のように資源を適正に管理・使用し、また、保全する

ことの必要性をあげている。 

森林生態系およびその資源 

伐採された山地を再生するための大規模な植林プログラムが行い、また、国の残余の森林保護を

強化する。これにより生産林における材木生産や農林業を促進することにより歳入の増収や雇用

の増大が見込まれる。 

譲渡可能な可処分（A&D）土地資源 

公平な土地所有によって、農業生産の増加と地方における収入を増加し、これによって地方の開

発を促進して経済全体の成長をもたらし、また、多くの人々の福祉向上に貢献する。 

生物多様性 

国の多様な生物資源を利用してエコツーリズム、薬品や工業製品原料の資源、ならびに、穀物や

動物の開発のための遺伝子材料など多くの経済的機会を創出する。 

鉱物資源 

最高裁による鉱業再建に係わる政策決定によって巨大な経済的可能性が開け、また、数百万の雇

用が創出されるとみこまれる。現在、2004 年 1 月 16 日に改正された大統領令第 270 号やフィリ

ピン国鉱山再生に係わる国家政策アジェンダとその鉱物アクションプラン（MAP）に基づいて鉱

山セクターの再興が図られている。 



フィリピン国水質管理能力強化プロジェクト 
プロジェクト・ドキュメント 第 2章 組織制度および水質状況

 

 2-2

－243－

沿岸、および、海洋生態系 

沿岸および海洋生態系はサンゴ礁、海草、藻床、マングローブ、各種の魚類、砂浜、河口、ラグ

ーンを含むが、これらの沿岸および海洋生態系は全国の 70％の自治体の生計を維持する重要な資

源とみるべきである。 

水資源 

増加し続ける水需要に対応するために総合的水資源管理（IWRM）アプローチといった集約的、

かつ、全体的な水資源管理を行う必要がある。 

アロヨ大統領の１０ヶ条アジェンダに呼応して MTPDP の環境天然資源分野においては 5 つの基

本施策があげられている。 

 投資と起業を促進するために天然資源を持続的、かつ、より生産的に利用する。 

 貧困を減らし、地域や原住民コミュニティーが利するように、持続的開発の原則（経済

的成長、環境保護および社会的公平性）を遵守した責任ある鉱山活動を行う。 

 環境影響を受けやすく、また、生態学的に脆弱な地域、特に生物多様性への影響が危惧

される流域や地域に焦点を絞り保護を強化する。 

 人に対してより健康的な環境を創造する。 

 人名や財産の損失を防止する自然災害の発生に対策を講じる。 

 

2.2 社会・経済状況 

不十分な経済成長と関係する貧困はフィリピン国を取り巻く主要な社会経済問題である。ここで

はこの問題の現況について述べる。 

2.2.1 収入 

1995年から 1997年にかけて貧困層に属する人々の割合は大きく減少したが、それでも貧困

はフィリピン国の深刻な問題である。2000年時点において人口の約 30％は一日 2ドル以下

の生活を強いられている。1997 年から 2000 年においては前年に比較し人口当たりの GNP

成長が低く改善はみられない。このような状況で、目下のところ中期開発計画（2004-2010）

において目標とされている GDP を達成することが貧困に対する対策において重要な課題と

なっている。 

貧困層とされる人口の平均的割合は 2000年において 34%である。この割合は NCRにおいて

7.6%であるが、ミンダナオ（第 12地域および第 13地域）においては 50%もの高率となり、

NCR と地方において大きな差がある。このギャップは全国雇用の 40%を占める農業におけ

る極端に低い生産性や賃金に原因している。貧困の絶対的レベルに加えて収入における不均

衡も深刻な問題である。 
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貧困問題は広範囲の生態系に対する環境問題を深刻化している。多くの場合、河川堤に沿っ

て位置しているスラム地区は固形、また、液体廃棄物の主要な発生源となっている。このよ

うなことから環境問題は貧困や収入不均衡と深く関係しており、フィリピン国が現在直面す

る最も重要な社会・経済問題である。 

第 2-1表はフィリピン国における地域の社会・経済状況に関するデータを集約したものであ

る。特に貧困に悩まされる人口割合は南部の第 5地域および第 13地域において高い。貧困

層の割合は地域による差が顕著であるが、このような地域格差の是正も主要な社会・経済に

おける課題である。 

第 2-1表 地域における社会・経済指標  

Region 
Population 

(1000 Person) 
May 2000 

Pop. Density
(Person/km2)

May 2000 

Pop. Growth
(% annually)
(1990 - 2000)

Pop. Rate in 
Poverty (%)

(2000) 

Un- 
employment 

Rate (%) 
(2003) 

GDP 
(1000 

Peso/capita)
(2003) 

NCR 9,933 16,091 2.25 7.6 17 144

CAR 1,365 70 1.76 38.0 7 68

Region I 4,200 318 1.69 35.5 10 28

Region II 2,813 90 1.86 29.7 5 28

Region II 8,030 437 2.62 20.9 11 39

Region IV 11,793 239 3.62 25.9 10 42

Region V 4,687 258 1.83 56.2 7 23

Region VI 6,211 301 1.42 45.7 8 44

Region VII 5,706 359 2.19 37.4 12 49

Region VIII 3,610 155 1.68 45.4 8 27

Region IX 3,091 161 2.31 44.5 6 32

Region X 2,748 170 2.26 38.7 6 52

Region XI 5,189 183 2.62 36.5 9 47

Region XII 2,598 144 2.48 55.3 9 41

Region XIII 2,095 98 1.73 50.2 9 25

ARMM 2,412 95 2.76 62.9 5 12

Others 3 - - - - -

Nationwide 76,488 255 2.34 34.0 10 52.24

Source: 2004 Philippines Statistical Yearbook 

 

2.2.2 経済状況 

フィリピン国経済は 2001 年から 2003 年にかけてわずかながら成長している（第 2-2 表）。

同国経済は財政不足やセプテンバー・イレブン（米国における同時多発テロ）に始まった世

界的な平和・秩序の課題、ツーリズムに影響した混乱、石油価格の上昇から生じる問題を克

服している。 
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同国経済は構造的問題を抱えているために年 5%以上の成長率を維持することは難しい状況

にある。世界銀行による国別報告（報告書 No.23829-PH）によると、経済的問題を解決する

ための施策として、(i) 財政不足の削減、(ii) 公共セクターの管理と効率における改善、(iii) 門

間セクターにおける開発の強化、(iv) 財政セクターの強化、(v) 貧困および貧困層能力の開

発（教育・健康対策）があげられている。また、これら全ての問題の解決なくして中期開発

計画に示された GDP 成長率を達成することは難しいと述べられている。同報告書はこのよ

うな問題に対処すべき政府の改革が進んでいないことが基本的なリスクと指摘している。 

第 2-2表 フィリピン国の主要社会・経済指標 

Indicators 2000 2001 2002 2003 

Nominal Gross Domestic Product (GDP, $ in billion) 74.7 71.4 77.1 80.4 

Nominal Gross National Product (GNP, $ in billion) 79.0 75.7 82.0 86.4 

GNP per capita ($) 1,051 978 1034 864 

Actual GDP growth rate （%） 4.4 3.2 4.6 4.5 

Actual GNP growth rate （%） 4.8 3.4 5.2 5.5 

  Agriculture (%) 3.4 3.7 3.3 3.9 

  Manufacturing (%) 4.9 0.9 3.7 3.0 

  Service (%) 4.4 4.3 5.4 5.9 

Increase in consumer price index （%） 4.4 6.0 3.1 3.1 

Unemployment rate (%) (Annual average) 11.2 11.1 11.4 11.4 

Trade balance ($ in 100 million) 3.59 -0.91 -0.22 -1.70 

  
Exports ($ in billion) 38.08 32.15 35.20 35.75 

Imports ($ in billion) 34.49 33.06 35.43 37.45 

Population （million） 76.3 77.9 79.5 81.1 

  
Population density (people/km2) 254 260 265 270 

Population growth rate (%) 2.1 2.1 2.0 2.0 

  Proportion of urban population (%) 48.1 - - 61 

  Proportion of people in poverty (%) 34       

Exchange rate （Peso/$） 44.2 51.0 51.1 54.2 

Balance of foreign debts ($ in billion) 52.06 52.355 53.874 56.347 

Sources: The Central Bank, National Statistics Bureau, “Economic Outlook, 2004” (The Asia 
Development Bank)  

フィリピン国の GDP年間成長率は 3～4.5 %とアジア諸国では最低であるが、これは主には

投資率（GDP に対する投資額の比率）が低いためである。1990 年代における多くのアジア

諸国の投資率は 30から 40%であったが、フィリピン国においては 20%であり、この投資率

はアジアにおける財政危機以降、さらに低下した。この投資率の低さは貯蓄率が低いことが

原因である。それゆえ、海外直接投資（FDI）が将来においては重要な役割を果たすことに

なるであろう。第 2の原因は生産性成長率が低いことである。フィリピン国の 1990年代に

おける総合生産性は他のアジア諸国よりもはるかに低く、ほぼゼロか、もしくは、マイナス

である。これらの数値はフィリピン国の産業が、このような期間においてほとんど進展して

いないことを示している。 
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しかしながら、同期間における産業の成長率は 3.8％（2004年の四半期においては 5.6%）と

わずかながらの上昇を記録している。公共事業の大幅な削減や世界市場での競争激化によっ

て産業は成長を阻まれている。セクターごとの総付加価値（GVA）成長は 2001年から 2004

年1へと明らかに上昇しており、これにより各種の排水排出量が増加することとなっている。 

世界各国における国民経済と水環境問題・対策についての一般的傾向を見ると、人口当たり

GDPが 1000 USドル以下の場合、政府が水質問題を取り上げることはない。一方、2000 US

ドルを越えた場合には水質問題は政府によって取り上げられている2。 

 

2.3 経済と環境との関連性 

開発は程度の差こそあれ環境への影響を及ぼすのが通常である。開発行為はそれが注意深くなさ

れれば一般的には環境にとって有益であるが、何らかの害を与える可能性はある。一つの悪影響

として、たとえば不快な色、透明観の喪失、不快臭の発生、有毒物質の発生、ならびに、有害な

微生物の出現、レクリエーション、灌漑、飲料、また、その他の生産目的に不適合といった水質

の悪化がある。 

世界銀行はフィリピン国において水質汚染は大きな経済損失を生じているとしており、赤痢、コ

レラ、腸チフス、パラチフス、A型肝炎によって年間 23億ペソの収入減収が生じていると報告し

ている。また、コレラの疫病に伴う加療・入院費用は毎年 10億ペソとされている。 

第 2-3 表は直接的な収入減収を表している。疾患による収入の減収はチフスに対しては一人当た

り 10日間、また、他の水系疾病については 3日間の作業休日として見積もられたものである。死

亡については、早期死亡による 12年間の生産機会が損失するとして見積もられている。 

 

第 2-3表 直接的収入減収 

Water Related Diseases Morbidity Cases 

(15-65 years old) 

Mortality Cases 

(15-65 years old) 

Losses in GDP 

(PhP million) 

Diarrhea 512,527 2,978 1,649.23 

Cholera 179 - 0.04 

Typhoid and Paratyphoid 7,710 663 348.53 

Hepatitis A - 571 296.01 

Total   2,293.81 

Source: WB PEM 2003 

 

水質汚染によって水産漁獲量が減少している。1997 年と 2004 年における自治体や商業漁獲量減

少の年間平均はそれぞれ 15億ペソと 20億ペソであった。フィリピン国は地形的に群島であるた

ことから無数の美しいビーチを有しているが、生活排水の汚染は観光客誘致に影響している。1997

                                                        
1 ：フィリピン国開発 2004における統計指標、国家統計局 
2 ：Mr. Masahiro Ohta (JICA Senior Adviser to EMB)の諸国における観察結果 
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年、ボラカイ島において大腸菌による汚染が広く公表されたことからリゾート施設利用率が 60％

も低下した。世界銀行によれば水質汚染による 2001年と 2004年における観光業の年間損失は 53億

ペソと 25億ペソであった。 

まとめとして、水質汚染により生じた年間経済損失は健康、漁業生産および観光業において 670

億ペソ（13億 USドル）と見積もられている。 

2.4 水資源および水質の現況 

2.4.1 水資源の賦存状況 

フィリピン国は豊富な水資源に恵まれている。同国には 40から 25,469 km2の流域面積をも

つ 421の主要河川、59の自然湖沼（最新の調査によれば 721）、無数の小河川、ならびに、4

つの主地下水湖がある。 

主要河川のうち 19は主河川流域に属する。最長の河川は第２リジョンのカガヤン川であり、

そして、面積 922 km2のラグナ湾が最大の湖である。マニラ湾は最も商業が繁栄している湾

である。同国は 266,000 km2におよぶ湾岸および沿岸水域を有し、1,934,000 km2の海洋水域

を有している。60％の自治体や市、および、10の大規模都市が 36,289 kmの沿岸に沿って位

置している。 

地下水は国の 50％の人口によって飲料水として利用されている。国家水資源局（NWRB）

の統計によると総水資源ポテンシャルの 14％に相当する 20,200 MCM が地下水である（第

2-4 表）。生活飲料分野が最も大きな地下水の消費を占め 49％であり、残りは農業（32％）、

産業（15％）、ならびに、その他の分野（4％）である2。地下水の約 60％は無差別取水であ

る水利許可権なしの利用である。パイプ接続による給水の約 86％もが水源として地下水を

利用している。水需要については農業分野が 85％で産業分野と生活用水分野は 15％に過ぎ

ない（第 2-5表）。 

需要とポテンシャルとの関係についての調査によればフィリピン国においては十分な供給

水量があることは明らかである。このため、増加する需要、一時的な地理的変化のような要

因、土地利用パターンの変動、即ち、急速な都市化や未処理の排水の増加などによって季節

的な水不足を招く可能性があることを人々は気づかない傾向にある。 

                                                        
1 ：SEAFDEC-PCMARD-DA/BFAR Conversation and Ecological management of Philippine Lakes in relation 
to Fisheries and Agriculture, 2001. 
 
2 : Based on the water rights granted by the National Water Resources Board (NWRB) since 2002 



フィリピン国水質管理能力強化プロジェクト 
プロジェクト・ドキュメント 第 2章 組織制度および水質状況

 

 2-7

－248－

第 2-4表  地下水賦存量（MCM） 

Water Resources Region 
Groundwater 

Potential 
Surface Water 

Potential 
Total Water 
Resources 

% Groundwater 
to Total 
Potential 

X Northen Mindanao 2,116 29,000 31,116 6.8 

VI Western Visayas 1,144 14,200 15,344 7.45 

IX Western Mindanao 1,082 12,100 13,182 8.21 

XII Southern Mindanao 1,758 18,700 20,458 8.59 

XI Southeastern Mindanao 2,375 11,300 13,675 17.37 

III Central Luzon 1,721 7,890 9,611 17.91 

IV Southern Tagalog 1,410 6,370 7,780 18.12 

VIII Eastern Visayas 2,557 9,350 11,907 21.47 

II Cagayan Valley 2,825 8,510 11,335 24.92 

V Bicol 1,085 3,060 4,145 26.18 

I Ilocos 1,248 3,250 4,498 27.75 

VII Central Visayas 879 2,060 2,939 29.91 

Total 20,200 125,790 145,990 13.84 

Source: NWRB, 2003.   

 

第 2-5表 フィリピン国水需要（MCM/年） 

Water Demand 1996 
2025 % of total 

(1996) Low High 

Municipalities 2,178 7,430 8,573 7.27 

Industrial 2,233 3,310 4,997 7.46 

Agriculture 25,533 51,920 72,973 85.27 

Irrigation 18,527 38,769 53,546 61.87 

 - Livestock 107 224 309 0.36 

 - Fishery 6,899 14,437 19,939 23.04 

 - Total Demand 29,944 62,660 86,543 100 

Groundwater (GW) Recharge 20,200 20,200 20,200  

% GW Potential/Total Demand 67.46 32.24   

Sources: NWRB(2003) and JICA, Master Plan Study on Water Resources Management in the 
Republic of the Philippines 

 

2.4.2 水質汚染の現況および対策 

(1) 水質 

一般に水汚染源として点源、ならびに、非点源があげられるが、フィリピン国においては点

源汚染源としては生活、および、産業があり、また、非点源汚染源としては農業排水がある。

点源汚染源をモニターし管理する知見は既に確立している一方、非点源汚染源についてはモ

ニターや管理が困難である。固形廃棄物は生物学的分解によって有機物や無機物の高い負荷
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を発生するために主要な非点源汚染源となっている。 

同国の水質汚染をモニターするための主要な指標は、BOD、DO、TSS、TDS、大腸菌、栄養

源（硝酸とリン）、水銀やクロムのような重金属、ならびに、農薬のような有害有機物であ

る。1995 年から 2001 年にかけては BOD と DO については広範囲のデータが沿っているが

他の有毒物質については不完全である。フィリピン国における環境や公衆健康に関係する水

質についての状況は次のとおりである1。 

 河川サンプリング場所の 36％が飲料水として分類されている水域／場所に位置す

る。 

 国の約 60％が沿岸に沿って生活しており、それが未処理の生活排水や工業排水を排

出している。 

 基本データによれば飲料水として利用されている地下水の約 58％が大腸菌によっ

て汚染されている。 

 5年間に発病した疾病の 31％は水に由来している。 

 

EMBは 1996年から 2001年にかけて 141河川についてのモニタリングを行っている。その

期間において 29％が 5 mg/l以下の DOを示し、また、64％が A級水域の基準である BODを

超える値を示しており、有機物による汚染が進行していることを示している。一方同期間に

おけるラグナ湾、タール湖、レイテのダナオの DO、および、BOD は A 級水域基準に適合

している。 

1996年以降、EMBはフィリピン国の 39ヶ所の湾と沿岸において定期的なモニターを実施し

ている。マニラ湾においては一般的には水産用水質基準以内の BODレベルであるが、季節

によっては河川からの汚染負荷の流入によって海洋資源や公衆健康に悪影響を及ぼす有害

藻類（HABs）が発生する。保全地域のプエルとガレリアを除いて、64％の湾と沿岸におい

て観光、水産養殖、遊泳地域としての DO 基準である 5 mg/l を下回っている。セブ（中央

ビサヤ）のミングラニアからマンダウエにいたる沿岸においては DO レベルが０～14 mg/l 

であり定期的な変動を示している。 

地下水給水における細菌汚染は生活排水が主要な原因である。129ヶ所の井戸からの地下水

についての細菌学的検査によれば 75 ヶ所（58％）から大腸菌が検出されている。全体とし

て生活排水分野は有機物負荷の 50％を排出しており、これに続いて 37％の農業分野、15％

の産業分野である。地域ごとにみるとマニラ首都圏が BOD負荷 15％と最も高く、続いて第

4地域（14％）、最も低い CAR（1.8％）となっている。 

産業排水の排出量と性状は産業業種、製造工程や生産量によって異なり、有機物や無機物を

含んでいる。水に依存するする産業は通常大量の排水排出者である。これらの例としては食

品や酪農製品製造業、パルプ・紙、繊維製品などがある。マニラ首都圏、第 4地域は産業に

                                                        
1 : WB PEM 200 
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より排出される BOD のそれぞれ 43％と 14％（全国の 57％に相当）を排出し、高い比率を

示している。 

一方、農場からの排出水を遮断する施設がないことが水質汚染を深刻にしている。圃場は別

にして、家畜業、養鶏場が農業排水の主要な汚染源である。第 1地域、第 4地域が最も高い

農業由来の BODを発生している（第 2-6表）。 

全国の水質を評価するために、世界銀行は表流水と地下水についての「スコアーカード」を

考案している。表流水についての「ホットスポット」が溶存酸素（DO）と生物化学的酸素

要求量（BOD）を使って、また、地下水は全溶解固形物（TDS）と大腸菌を使って県ごとに

評価されている。表流水（淡水の表流水、沿岸水、海洋水）について、次の指標を用いて評

価結果がだされている。 

 

RATING DO (mg/l) RATING BOD (mg/l) 

SATISFACTORY (S) >5 SATISFACTORY (S) <5 

MARGINAL (M)  5 MARGINAL (M)  5 

UNSATISFACTORY (U)  <5 UNSATISFACTORY (U)  >5 

Minimum Requirement  5 Minimum Requirement  5 

全国における水質の「ホットスポット」の特定結果が第 2-1図に表されている。Annex Cは

表流水の評価結果を示している。 
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Source: Philippines Environmental Monitor 2003-Water Quality Report, WB  

第 2-1図 フィリピン国の水質ホットスポット 
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(2) 排水の排出および排水処理の状況1 

衛生問題と下水道はフィリピン国アジェンダ 21（1996 年）においては優先度の高い問題と

してあげられている。しかし、これらに対する実際の投資は給水に比べて少なく2、全人口

の僅かに 7 %のみが下水道を利用しているに過ぎない状況にあり、フィリピン国は衛生・下

水道施設の建設に 2500億ペソ（50億 USドル）を投資する必要があると見積もられている。 

多くの地方自治体は年々悪化する水質問題は認めながらも多額の投資、運転費用、利用者の

支払い意思の低さ、貧困地域における所要スペースの確保の問題などが障害となっている。 

1980 年代初頭、マニラ首都圏においては首都圏水道・下水道システム（MWSS）によって

極限られた地域に下水収集と処理施設が建設された。下水道と衛生施設を改善するプログラ

ムは既に準備されているが、それの実施は予算不足から延期されている。マカチ下水処理場

のみが改善され、6~8ヶ所の処理場が入札中である。処理場の能力はそれぞれが 0.002～0.004 

MCM/day、合計で 0.012～0.048 MCM/dayである。今日まで 0.08 MCM/dayがマニラ水道公

社（MWCI）やマイニラド水道サービス公社（MWSI）の施設によって運転されている。MWSS

の地域をカバーするためには 2.4 MCM/day以上の能力が必要とされている3。第 2-7表はフ

ィリピン国の衛生・下水道に関する歴史を表している。 

 第 2-6表 発生源による排水の排出 

Region 

Volume of Wastewater in 
Region 

% Share of BOD Generation 
in Sector 
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To
ta

l B
O

D
 G

en
er

at
io

n 

%
 S

ha
re

 o
f 

To
ta

l B
O

D
 

G
en

er
at

io
n 

in
 S

ec
to

r 

D
om

es
ti

c 
20

00
 

In
du

st
ri

al
 1

99
8 

A
gr

ic
ul

tu
ra

l 1
99

9 

D
om

es
ti

c 
20

00
 

In
du

st
ri

al
 1

99
8 

A
gr

ic
ul

tu
ra

l 1
99

9 

D
om

es
ti

c 
20

00
 

In
du

st
ri

al
 1

99
8 

A
gr

ic
ul

tu
ra

l 1
99

6 

In '000 m3 per year Percent In '000 metric tons per year  

NCR Metro Manila 430,046 272 - 17.6% 42.5% 0.0% 192 138 - 330 14.8%

IV  Southern Tagalog 406,696 80 7,499 14.6% 14.1% 13.3% 159 46 109 314 14.0%

III  Central Luzon 272,471 49 4,646 9.9% 9.0% 9.1% 108 29 75 213 9.5%

VI  Western Visayas 188,042 55 4,574 7.7% 5.1% 8.1% 84 17 67 167 7.5%

VII Central Visayas 180,065 57 6,394 7.1% 7.4% 10.6% 77 24 87 189 8.4%

XI  Southern Mindanao 160,025 47 4,888 6.4% 6.6% 8.6% 70 22 70 162 7.2%

V   Bicol 128,849 22 3,036 5.8% 3.1% 5.4% 63 10 44 117 5.2%

I    Ilocos 121,268 24 7,260 5.2% 3.3% 11.5% 57 11 95 162 7.3%

X  Northern Mindanao 87,085 15 5,568 3.4% 2.2% 9.1% 37 7 75 119 5.3%

IX  Western Mindanao 88,734 24 3,058 3.8% 3.3% 5.2% 42 11 43 95 4.3%

                                                        
1 ：World Bank, Philippine Environmental Monitor-Water Quality, 2003 
2 ：C. Ancheta, WPEP: Urban and Sanitation-3 years of Experience and Lessons, 2000 
3 ： WB PEM 2003 
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Region 

Volume of Wastewater in 
Region 

% Share of BOD Generation 
in Sector 

BOD Generation 
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In '000 m3 per year Percent In '000 metric tons per year  

II   Cgayan Valley 74,556 1 3,541 3.5% 0.2% 6.1% 38 1 50 89 4.0%

VII Eastern Visayas 101,307 8 1,236 4.5% 1.1% 2.6% 49 4 21 73 3.3%

XII Central Mindanao 74,964 4 2,346 3.2% 0.5% 3.9% 35 2 32 69 3.1%

ARMM 64,402 0.07 1,905 3.0% 0.0% 3.0% 33 0.05 25 57 2.6%

CARAGA 62,311 6 539 2.6% 0.9% 1.2% 28 3 9 41 1.8%

CAR 40,614 4 1,379 1.7% 0.6% 2.3% 18 2 19 39 1.8%

TOTAL 2,481,435 668 57,869 100% 99.9% 100.0% 1,090 327 821 2,236 100%

Source: WB PEM 2003 

 

第 2-7表 下水道プロジェクト一覧表 

Location/Age of  
System 

Population Served 

Technology Legend:  

STP- sewage treatment 
plant CST- communal septic 

tank 

Performance Legend:  

M-Manage, O-Oversight 

Metro Manila 100 + 
years (undergoing 
rehabilitation in 
the ’80s upto the 
present)  

1,010,000 (8% of 
the system 
coverage)  

Collection- conventional 
Treatment- several levels 
(STP)/ partial treatment 
(CST/Imhoff tank) 
Disposal- Marine Outfall 

Environmental Performance: On-going 
rehabilitation & meeting the standards for 
effluent quality; CSTs being upgraded to 
STPs. Institutional Performance: O & M by 
private concessionaires (MWCI & MWSI); 
collection rate is about 97% (50% of the water 
bill).  

Baguio City 75 years 
(rehabilitated in 
1994)  

5,300 (2% of the 
system coverage)  

Collection- conventional 
Treatment- STP (oxidation 
ditch & sludge drying beds) 
Effluent Disposal- River 
Outfall (Balili River); 
sludge disposal- agricultural 
use  

Environmental Performance: Treatment- 94% 
BOD removal (but with low load), with 
effluent testing prior to discharge. Institutional 
Performance: LGU (M/O); 45 staff; collection 
rate = 22% of the connected households (flat 
rate).  

Zamboanga City 70 
years (not much 
improvements) 

3,700 (1% of the 
system coverage1)  

Collection- conventional 
Treatment- None Disposal- 
effluent by marine outfall 
(Basilan Strait); sludge- 
none  

Environmental Performance: Raw sewage 
discharged 40 m. offshore & no effluent 
testing. Institutional Performance: Water 
District (M)/LWUA (O); 14 staff; collection 
rate= 99% of the connected households (50% 
of the water bill).  

Vigan City 70 + 
years (not many 
improvements) 

1,360 (3% of the 
system coverage)  

Collection - conventional 
Treatment- 5 CSTs 
Disposal- effluent to 
rivers/fields; sludge is not 
collected  

Environmental Performance: Partially treated 
effluent prior to river/field disposal & no 
sludge treatment & disposal (No effluent 
testing). Institutional Performance: Water 
District (M)/ LWUA (O); no devoted staff; 
collection rate= 96% of the connected 
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Location/Age of  
System 

Population Served 

Technology Legend:  

STP- sewage treatment 
plant CST- communal septic 

tank 

Performance Legend:  

M-Manage, O-Oversight 

households (percentage billed to water supply 
varies according to category).  

Bacolod City 39 
years in Bgys. 29 & 
20 years in 
Montevista (built by 
National Health 
Administration)  

2,020 (less than 1% 
of the system 
coverage)  

Collection- conventional 
Treatment- individual CSTs 
Disposal- effluent to public 
drain (Bgy. 29) & creek 
(Montevista)  

Environmental Performance: Partially treated 
effluent prior to creek/ public drain & no 
sludge treatment & disposal (No effluent 
testing). Institutional Performance: Bgy. LGU 
(M)/ City LGU(O); no devoted staff; 
collection rate= no user’s fee.  

Cauayan, Isabela 14 
years (built by 
DPWH)  

4,000 (2% of the 
system coverage)  

Collection- small bore 
sewer Treatment- 
stabilization pond 
Disposal-effluent to field  

Non-operational. System failed due to lack of 
funds for operation and maintenance.  

Davao City 29 years  1,161 (less than 1% 
of the system 
coverage)  

Collection- conventional 
Treatment- STP Disposal- 
unknown  

Non-operational. System failed due to lack of 
funds for operation and maintenance.  

Source: WB PEM 2003 

 

2.5 政府の環境管理戦略 

フィリピン国中期開発計画は水資源における水質問題について言及している。同計画は将来の水

需要の増大に対して一層の総合的な水資源管理が重要としており、流域の総合的水資源管理が貧

困の撲滅のためになされるべきであると述べている。具体的に次のようなニーズをあげている。 

  地域当局と自治体のレベルにおける協調を促進する水資源地域協議会（WRRCs）／河川

流域機構（RBOs）の設立 

  環境保護に必要な費用を公平に負担するために環境に影響を及ぼしている企業から排水

料金の徴収する。 

  降雨量、流量、地下水、水質などの水資源に関するデータの収集と関連データベースの管

理 

  1998年に深刻な水不足が予測されると特定された地域における給水および水需要の評価 
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2.6 DENRの環境管理フレームワーク 

2.6.1 背景および歴史 

フィリピン国は 1964年、共和国法第 3931号（RA3931）1に基づく国家水・大気汚染防止委

員会（NWAPCC）の創設以降、環境管理における約 40年間の歴史を有している。この環境

保護に対する最初の取組みは、増大する人口や第 2次大戦後の経済成長によってもたらされ

た大気、水、土壌資源の悪化に対処するものであった。12年後、NWAPCCは廃止され、汚

染防止法と呼ばれている大統領令第 984号（PD984）2により創設された国家汚染防止委員会

（NPCC）に引き継がれた。NPCCのマンデートは水、大気、土壌汚染に関する防止、対策、

管理であった。しかしながら、ほとんどの活動は産業による排水基準への遵守、水域のモニ

タリングや水系分類、汚染負荷の評価やインベントリー作成、排水基準の設定、汚染防止技

術、戦略、代替案の促進といった水質管理であった。 

政府は PD984 が成立後 2 年立った時点で、社会・経済における成長と環境保全とを調和さ

せる必要があると考えた。このことから、フィリピン国環境影響評価（EIS）制度が大統領

令第 1586号3（PD1586）のもとに設けられた。EIS制度は社会・経済における成長と環境保

全とを持続的な利用、開発、管理を行ない、また、現在のみならず将来にわたる環境質の保

全と改善を含めた国の天然資源の再生と保存を通して適正に均衡させることである。

PD1586 において EIS 制度を管理し、また、環境遵守証明書（ECC）の発行する前の環境影

響評価書を検証する事務局として国家環境保全協議会（NEPC）が設立された。 

1987年、大統領令第 192号4（EO192）によって環境・エネルギー・天然資源省（DEENR）

が環境自然資源省（DENR）へと再編された。DENR の所管は、(a) 国の自然資源（森林、

鉱物、沿岸地域など）の持続的な利用、開発、管理、保存 、(b) 環境の保全と改善である。

EO192の第 16項によって NPCCと NEPCの機能を吸収した環境管理局（EMB）が創設され

た。この EMBの主要な役割は次の通りである。 

 EIAの実施とモニタリング、環境管理と汚染管理についての技術的支援、汚染調停

委員会（PAB）事務局の担当、汚染事件に関する公聴会の開催、環境調査プログラ

ムの作成、国民に対する環境情報の作成・普及 

 環境管理や汚染防止（EM-PC）政策実施に関する地域事務所、EM-PCの法的側面に

関する DENR大臣への助言 

 環境基準、環境質、固形廃棄物、毒物、危険物の適正な処分についての実施規則の

策定 

                                                        
1 ：Republic Act No. 3931. 1964. “An Act Creating the National Water and Air Pollution Control Commission” 
2 ：Presidential Decree No. 984. 1976. “Providing for the Revision of Republic Act No. 3931, commonly known as the 
Pollution Control Law and for Other Purposes”. 
3 ：Presidential Decree No. 1586. 1978. “Establishing an Environmental Impact Statement System, including other 
Environmental Management Related Measures and for Other Purposes”. 
4 ：Executive Order No. 192. 1987. “Providing for the Reorganization of the Department of Environment, Energy and 
Natural Resources 
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 EM-PC法令、政策およびプログラム、EIA規則に関する助言 

 環境関連の関係機関による委員会の調整 

EMBの設立以降、４つの新たな環境法が公布され、EMBの役割は次のように更に増加した。 

 1990年の毒物・危険物および核廃棄物管理法として知られる RA6969 

 1999年のフィリピン国大気浄化法として知られる RA8749（1999年） 

 2000年の生態学的固形廃棄物管理法として知られる RA9003 

 2004年のフィリピン国水質浄化法として知られる RA9275 

水質浄化法はコマンド・アンド・コントロール、経済的手法、自己規制と、環境および経済

的目標とを一つに調和させる政策に組み合わせることによってフィリピン国の水質管理の

レベルを引き上げるものである。水質浄化法の特徴を次にあげる。 

 地下水を含めて全ての水域に適用される。 

 全ての地上に位置する汚染源への対策と管理に適用される。 

 水質基準、規制、市民の責任、罰則条項が汚染源に無関係に適用される。 

 各種分野を代表する機関（マルチセクター）が管理する区域に水質管理地域を設立

する。 

 環境利用者税、減税、報奨制度を通して経済的インセンティブを与える。 

 自発的な汚染防止プログラムの導入（自己モニタリング）する。 

水質浄化法の施行規則が起案され、何回ものレビュー、ワークショップ、セミナー、その他

公聴会を通して改定・精査された。施行規則は 2005 年 5 月 16 日に DENR 長官によって承

認されており施行の準備が整っている（2005年 5月 26日公布完了）。 

2.6.2 水質管理の法的枠組み 

水質管理に関する基本的法規は、元々PD984においてあげられていたが、現在は水質浄化法

に代えられている。元の PD984 は汚染管理を目的とした行政体制と規制制度を設けるもの

であり、大気や水質の基準値を定める法律に規則が付属したものであった。 

追加的な法律が水質規制のために公布された。PD979 によって改訂された PD600 は水域に

おける各種の有害物質の排出を禁止した。フィリピン水法（PD1067）は鉱山採掘廃棄物を

含めた水源を汚染する可能性のある下水、産業廃棄物の投棄を禁止する規定を備えている。 

1970 年代に公布されたその他の法律としてはバランガイ長に汚染や環境保護法を執行する

権限を付与した PD1160、また、1977年、探査、開発、天然資源開発やインフラプロジェク

トの建設事業者に対象地域を元の状態に復帰することを求めた PD1198がある。 

1987年、DENRを再編し、関係機関や局を設立する EO192が発行された。EO192は DENR

に開発的機関としての新たな役割をあたえることとなり、環境行政に対して大きな影響を与



フィリピン国水質管理能力強化プロジェクト 
プロジェクト・ドキュメント 第 2章 組織制度および水質状況

 

 2-16

－257－

えた。 

国家環境利用者税（NEUF）として知られる 2002年の DENR省令第 16号が市場ベース手法

や自己規制の導入によって伝統的なコマンド・アンド・コントロールによる水質管理の執行

を更新する目的で発布された。この政令は、(a) 水質汚染を緩和し環境水質を改善する、(b) 

企業に最低コストの汚染削減の実践を奨励し、自己規制の精神を定着させる、(c) 環境利用

者税の考え方を全国的に普及する、といった目的を有している。環境利用者税は産業や商業

事業者に適用され、排水を発生する開発事業、建設工事や活動に適用される。環境利用者税

の規則は 2003年の DENR省令第 39条に規定されている。 

規制されるコミュニティーの参加を促進すための方策がフィリピン国環境パートナーシッ

ププログラム（PEPP）として知られる DAO2003-14において述べられている。PEPPはイン

センティブや規制上の支援を通して環境パーフォマンスの改善につながる自己規制を実践

する企業を奨励・支援するものである。 

水質管理における最新、かつ、包括的法令が水質浄化法である。この法律は経済手法や自己

規制によって従来なされてきたコマンド・アンド・コントロールによる水質管理アプローチ

を変換するものである。第 2-2図は水質浄化法の枠組みを表している。 

 

第 2-2図 水質浄化法の枠組み 

 

2.6.3 DENRの水質管理組織 

EMB 本部は水質管理の政策立案、プログラム／プロジェクトの策定、水質管理実施のため

のガイドライン、水質汚染の調停等を行う。水質浄化法やその規則、DENRの省令（DAO）、

水質管理に係わるガイドラインの実施は地域事務所においてなされる。 

水質管理に係わる業務は環境質部（EQD）の監督下において水質管理課（WQMS）が実行す

る。第 2-3図および第 2-4図は EMB本部と地域事務所の組織構造を表している。 

水質管理に係わる地域事務所の業務は水系分類、水域のモニタリング、排水基準の実行、ラ

ボラトリーにおける分析、汚染調停委員会（PAB）への支援、意識高揚キャンペーンなどで
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ある。 

水質管理に以外に、EMBは水質管理と同様の組織構造により下記の業務を行っている。 

 大気汚染源のモニタリング、規制を含む大気浄化法の施行 

 RA9003の実施に係わる地方自治体へのガイダンスの提供 

 フィリピン国 EIS制度の実施 

 RA6969の実施 

 環境モニタリングおよび分析 

 環境分析方法の開発、評価および適用 

 情報および環境教育 

他の政府機関および行政機関も部分的にフィリピン水質浄化法の役割を担っている。第 2-8

表に他機関の水質管理に関する役割を要約した。 

 

第 2-3図 EMB本部の組織図 
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第 2-4図 EMB地域事務所の組織図 
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第 2-8表 EMBと他政府機関との水質管理における役割分担 

関連機関 水質管理における役割 

国家経済開発庁（NEDA） 
国家開発計画の調整に責任を有し、EMBが環境戦略を立案する作業
を支援する。また、海外ドナーに対する支援および融資の窓口業務

を行う。 

国家水資源局（NWRB） 水資源の利用および管理に責任を有する。 

国家地図・資源情報局 (NAMRIA) 水域に関する地図作成および情報管理 

ラグナ湖開発局 (LLDA) ラグナ湖流域における開発管理 

漁業・水性資源局（BFAR） 漁業権および漁業の管理 

農業省（DA） 
農業に使われる農薬・肥料による土壌汚染、排水、水産養殖に伴う

水質汚染、および、マングローブやサンゴ礁の保全に責任を有する。

公共事業・ハイウエイ省（DPWH） 水供給施設および下水道の建設に責任を有する。 

フィリピン沿岸警備局（PCG） 船舶に起因する水質汚染の管理 

首都圏マニラ開発局（MMDA） 
マニラ首都圏地域における廃棄物、土地利用、河川の管理および開

発計画の立案 

内務地方省（DILG） 
フィリピン環境法（PD1152）によりメトロマニラにおける下水道・
排水処理システムの建設に責任を有する。 

地方自治体（LGUs） 給水施設および下水道の管理 

Sources:   

(a)  Data adopted from OECF data Environmental Profile in the Philippines, 1993 

(b)  Project Document (Draft) of the Technical Cooperation Project for Capacity Development of EMB for 
Water Quality Management, JICA 

 

2.7 EMBの水質管理方針 

EMBは 2005年から 2010年にかけての環境管理アクション総合計画を策定している。同計画にお

いて次のような主要な実施プログラムをかかげている。第 2-5 図はこれらのプログラムをマトリ

ックス形式で表したものである）。法令遵守モニタリングの強化、DENRによるラボラトリー認証

計画、ラボラトリー施設の改善、サンプル収集者の登録などが重要項目としてあげられている。 

また、この総合計画においては水質改善の目的で、「Sagip Ilog」プログラム、水質浄化法の施行規

則の完成、産業エコ・ウオッチプログラムとの組合せによる産業向プログラム、水系分類の完成、

沿岸エコウオッチおよびタップウオッチの実施などがあげられている。 
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                    EMB General Plan of Action Towards Improving Water Quality
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Activities: 1. Mapping out industries, non-point and domestic sources 2. Identification/ Prioritization of Industries, Domestic Sources, 
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1,607 industries (45% of non-
complying industries) to comply w/ 
standards by  EO2007 (total of 
4,216 complying industries

3,214 industries (90% of non-
complying industries) to comply w/ 
standards by EO2010 (total of 5,823 
complying industries

7 priority sectors rated 10 priority sectors rated     All  10 priority sectors rated and published

NOTE:10 sectoral industries to be rated and published.
4 priority sectors: Sugar and Refineries, Beverage, Pulp & Paper, Cement Plants undergoing evaluation as of 2003

81 principal rivers classified 
to a total of 286 classified 

principal rivers

126 principal rivers classified 
to a  total of 387 classified 

principal rivers

All 202 principal 
rivers classified 

Activities: 1. Sample collection and analysis 2. River/Lake/ Bay Surveys 3. Public Hearing 4. Publication of Classified Water bodies       

NOTE:There are 202 remaining unclassified rivers (219 principal rivers are already classified). At the end of 2010, all 421 principal 
rivers will be classified.

50 bathing beaches 
assessed and disclosed     

70 bathing beaches 
assessed and disclosed    

100  bathing beaches 
assessed and disclosed  

Activities: Ocular inspections of the surroundings and monitoring/water sampling of the beaches.

99 poor barangays 
assessed

259 poor barangays 
assessed

All 320 urban 
barangays assessed

Activities: 1. Testing the quality of water in selected poor barangays 2. Test results submitted to concerned LGUs and 
Local Water District 3. Coordination with concerned agencies in the preparation of a Water Supply Improvement Plan.

 

第 2-5図 EMBの水質管理基本方針 



フィリピン国水質管理能力強化プロジェクト 
プロジェクト・ドキュメント 第 2章 組織制度および水質状況

 

 2-21

－262－

2.8 過去・実施中および提案中の支援プロジェクト 

1989 年の G7 サミットにおいて、参加国メンバーによって環境管理を実施する総合的な能力開発

の必要性が認識された。日本は 1992年の国連環境と開発会議において 2国間および多国間の支援

を 5年間で 9000億円から 1兆円に増額することを公表し、環境への支援を強化することをコミッ

トした。これは世界最大の援助ドナーとしての積極的な声明である。このように環境分野におけ

る日本の ODAは急激に増加し、フィリピン国においては既に水質関連の 11のプロジェクトが実

施されている。 

第 2-9 表はフィリピン国における水質管理関係の JICA プロジェクトを、また、第 2-10 表は他の

国際機関の支援による進行中の水資源管理プロジェクトを示している。 

これらの ODA プロジェクトの大部分は下水処理、排水の改善、総合流域管理に集中している。

LISCOP を除いて、水質管理に係わる実施機関の組織能力強化プロジェクトは見当たらない。こ

れは水質浄化法を実施する EMBの能力強化に係わる JICAプロジェクトが緊急に必要となる理由

でもある。水質浄化法のマンデートを実行する EMBの能力強化は、過去および既存の ODAプロ

ジェクトが対象としなかった分野を埋め合わせすることにもなる。 

下表は他国機関により提案された水質関連の提案 ODAである。 

 

Project Name Funding Institution 

Tigum-Aganan Water Quality Management Area 
(WQMA), Iloilo, Region VI 

U.S. Asia Environmental Partnership 
(USAEP) 

MTSP 3 for Laguna, Pasig River, Manila Bay 
Region 

GEF 

Land-based Nutrient Loading Pollution Project World Bank 

 

第 2-9表 水質管理関連の JICA支援プロジェクト 

案件名 実施期間 概  要 

産業環境マネジメント調査 

（BOI/DTI）（JICA開発調査）

2002～2003 企業、投資家に産業環境管理を促進するための、1) アクションプランの策定、

2) BOI他産業環境管理関係機関の能力強化を行う、官民の関係機関の権限、

役割、施策、取り組み等を把握し、これらの関係機関がコストベネフィット

を考慮して、優先して取り組むべき分野を明らかにした上で、優先分野につ

いてのパイロットプロジェクトを実施する。最終的には各関係機関に適した

環境管理施策の今後の推進方法、適切なシステム技術、意識向上のための施

策をアクションプランとして取りまとめる。 

有害産業廃棄物対策調査 

（環境天然資源省）（JICA開

発調査） 

2000～2002 2010年を目標年次とした有害産業廃棄物管理M/P（行政体制の構築方法、処

理事業を担う民間セクターの振興策、短期アクションプランを含む）の策定。

鉱山環境管理計画 

（環境天然資源省（MGB））

（JICAプロ技） 

1999～2002 1)水質、土壌汚染分野における鉱山環境モニタリング機能強化、2)水質、土

壌汚染分野分析技術能力の強化、3)水質、土壌汚染分野に係る環境保全技術

の評価、4)鉱山環境アセスメント報告書の評価機能の強化、5)鉱山環境管理

分野の教育、訓練機能の強化 
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案件名 実施期間 概  要 

南ミンダナオ沿岸地域環境 

（環境天然資源省）（円借款）

1999 本事業は、ミンダナオ島南東部の「サランガニ湾・マトゥトゥム山流域」と

「マララグ湾・バラシオ流域」において、 

河川流域管理の考え方に基づき、海域・陸域双方からの総合的な環境保全事

業を実施するもの。前者の地域においては、植林（マングローブ）、インフ

ラ整備（斜面浸食防止工事）、土砂流出軽減工事、海岸浸食・堆砂防止工事、

下水処理施設建設）、環境保全センター、少数民族の生活向上施策を実施し、

後者の地域においては植林（マングローブ）、インフラ整備（水質モニタリ

ング機器設置、アグロフォレストリー支援のための給水施設の建設）、少数

民族の生活向上施策を実施する。 

地方自治体支援政策金融事

業（フィリピン土地銀行）（円

借款） 

1999 1991年の地方自治体法により、廃棄物処理、保険医療、環境保全、上下水道・

衛生、公営住宅等が LGUsに移管され、併せて地方交付金や地方税徴収の制

度が整備された。しかし、行政サービスに関し、資金的・人的制約があり、

質・量ともに不十分である。資金面においては、民間資金を調達して、これ

らセクターに投資できる信用力を有した LGUsは少数で、政策金融機関に通

じて長期資金をこれら LGUsへ供給することは必要である。同時にフィリピ

ンにおいて地方債制度の整備が進められている。このような状況に対し、フ

ィリピン土地銀行（LBP）を通じた政策金融により低利かつ長期の資金を供

給することで、自治体の自助努力を引き出し、資金調達手段を多様化し、税

収増大までの間の自治体による緊急投資ニーズに応えるものである。対象事

業は、上下水道・衛生施設、洪水制御、植林事業、廃棄物処理施設、保険・

医療施設、低価格住宅等である。また、本事業には、質の良い事業が採択さ

れるよう、LBPによる実施ガイドライン作成、事業実施・監理の補助、自治

体のプロジェクト形成・実施の支援、訓練が含まれている。 

産業公害防止支援政策金融

事業（フェーズⅡ）（フィリ

ピン開発銀行）（円借款） 

2000 本事業は、中小企業を中心とした民間企業に対して、フィリピン開発銀行

（DBP）を通じ、中長期資金を供給するとともに、エンドユーザー、民間金

融機関、DBPを技術的に支援することで、環境を向上させる投資活動を促進

し、産業公害の軽減に寄与することを目的としたツーステップローンであ

る。 

メトロマニラ大気改善セク

ター開発計画 

（環境天然資源省）（円借款）

1999 フィリピンは、ADBの支援を受けて大気浄化行動計画（Ai Quality/年 Action 

Plan）を策定した。具体的な内容は、車検制度改革、ガソリンの無鉛化、老

朽化発電所の操業停止等が含まれている。同計画書により大気中の有害物質

が削減され、住民の健康、福祉の向上に寄与することが期待されている。本

計画では、フィリピンが直面している国際収支上の困難を緩和するととも

に、大気浄化行動計画を支援することを目的としている。 

特別経済区環境整備事業（フ

ィリピン特別経済区）（円借

款） 

1997 本事業は、PEZA 直営の４輸出加工区（バギオ、バターン、カビテ、マクタ

ン）において排水処理、再利用施設、及び固形廃棄物処理施設を整備すると

ともに、PEZA の環境面での組織強化、特別経済区の緊急開発計画の策定を

支援し、周辺環境の汚染防止、並びに投資の促進を図るものである。 

スーピック自由港環境整備

事業（スーピック港都市開発

公社）（円借款） 

1997 1992年に米軍から返還されたスーピック米軍跡地は「スーピック特別経済自

由港」に指定された。ここでは、スーピック港都市開発公社（SBMA）が周

辺自治体と協力し、開発を進めている。本事業は、オロンガボ市で発生する

固形廃棄物の処理施設の整備、環境・森林の自然環境保全を行うことにより、

投資促進を図るものである。具体的には、廃棄物処理場の O＆M訓練、廃棄

物収集・処理体制の検討、自然環境保全のための土地利用・環境管理計画の
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案件名 実施期間 概  要 

策定を行う。 

 

発電所環境測定機器整備事

業（国会電力公社）（円借款）

1995 本事業は、発電所の環境モニタリングの充実を図ることを目的とし、発電所

及びその周辺への大気中の汚染成分の測定機器、騒音測定機器、水質測定機

器等の充実を行うものである。 

地方自治体における環境保

全計画策定と重点施策推進

事業（ダスマリナス市、トリ

アス市、カウィット市、タン

ザ市）（開発パートナー事業）

2001～2004 本事業は、マニラ首都圏の南に位置し、カラバルソン地域を構成するカピテ

州の４地方自治体（ダスマリナス市、トリアス市、カウィット市、タンザ市）

の環境行政官を対象として、各地方自治体の環境対処能力の強化を図ること

を目的とするものである。支援内容として、環境管理体制の確立、環境条例

（案）及び環境保全計画の策定、各地方自治体周辺の河川水質モニタリング、

住民によるゴミの分別・コンポスト化、産業廃水処理施設に係る O＆Mマニ

ュアルの作成、環境教育に係る補助教材の作成及び環境情報ネットワークの

構築（水質データの蓄積、環境活動情報等の交換、公開）が挙げられている。

都市及び産業における環境

管理・環境対処能力向上（環

境天然資源省(EMB)）（国別

特設研修） 

1999～2003 産業公害対策能力の向上を目的として、公害防止管理者制度、自治体による

工場立ち入り検査制度、汚染源モニタリングと環境規制のエンフォースメン

トを主要テーマとして研修を実施。 

マニラ首都圏固形廃棄物処

理計画調査（マニラ首都圏開

発庁）（JICA開発調査） 

1997～1999 2010年を目標年次とし、次の 3つを重点目標としたマス 

タープラン（M/P）の策定。1)住民参加の促進、2)各自治体の廃棄物処理事業

の自立と持続性のある運営計画、3)リサイクル及び資源回収の増進。M/P 実

現に係る包括的な課題として次を提示。1)民間活用、2)MMDA 機能の計画

化・実施能力の強化、3)LGUs 組合結成によるサービスシステムの構築、4)

焼却施設導入の行政準備、5)住民負担制度、6)パイロットプロジェクト成果

の展開。 

Source: Data supplied by JICA (2004) 

 

第 2-10表 他機関による水質管理関連 ODAプロジェクト 

Project Title 
Funding 
Agency 

Project 
Duration 

Project Cost 

(USD ‘000) 
Location 

Southern Mindanao Integrated 
Coastal Zone Mgt Project 
(SMICZMP) 

JBIC 1999-2007 30,340.17 

Malalag Bay-Balasiao Watershed, 
Davao del Sur  

Sarangani Bay-Mt. Matutum Watershed, 
General Santos City, Sarangani, and 
South Cotabato. 

Laguna de Bay Institutional 
Strengthening and Community 
Participation (LISCOP) 

WB/ 

Netherlands 
Gov’t 

2003-2008 12,400.00 Laguna de Bay (Region IV) 

Water Resources Development 
Project-Watershed Management 
Improvement Component 

WB/ 

DANIDA 
1997-2004 8,440.00 

Tanay, Rizal (Region IV) 

Gen. Nakar, Quezon (Region IV) 

Zamboanga del Sur (Region IX) 

San Roque Multi-Purpose 
Project (Itogon Integrated 
Watershed Mgt Project) – 
DENR Component 

ADB 2001-2007 21,532.00 Municipality of Itogon, Benguet (CAR)
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Project Title 
Funding 
Agency 

Project 
Duration 

Project Cost 

(USD ‘000) 
Location 

Southern Philippines Irrigation 
Sector Project-Watershed 
Component Subcomponent 

ADB 2001-2005 1,633.00 

Cebu ((Region VII) 

Agusan del Norte and Agusan del Sur 
(CARAGA) 

Partnership in Environmental 
Mgt. for the Seas of East Asia 

ENDP/GEF/ 

IMO/SIDA/ 

NOAA 

1999-2004 2,639.00 Region III, IV, NCR 

Visayan Sea Coastal Resource 
and Fisheries Mgt. 

GTZ 2003-2005 3,020.00 

Masbate (Region V) 

Iloilo and Negros Occidental (Region 
VI) 

Cebu (Region VII) 

Source: FASPO, 2005 
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第 3章 水質管理についての問題分析 

 

3.1 水質浄化法における DENRのマンデート 

水質浄化法は経済的成長との調和を図りつつ、水域の保護、保全、回復を目指すものである。同

法において DENRに付与（EMBによる実施を通して）されている主要なマンデートは次の通りで

ある。 

 水質管理地域（WQMAs）と水質管理地域管理員会（GBs）の設立 

 未達成地域の指定および水質改善に必要な対策の策定・実施 

 公共事業・ハイウエー省（DPWH）が行う国家下水道・し尿汚泥管理計画（NSSMP）策

定への技術的支援 

 給水、下水施設（下水の収集、処理、処分を含む）の担当機関に対する調整および技術

的支援 

 水質管理基金の運営 

 水質管理地域における排水課徴金制度の設立・実施 

 排水排出者に適用する排水許可制度の企画 

 水質ガイドラインおよび汚染負荷に係わる手順・ガイドラインの策定による排水割当の

実施 

 国家水質状況報告書、総合的水質管理フレームワークおよび 10ヵ年水質管理アクション

プランの作成 

 水質ガイドラインのレビュー・改訂 

 水質汚染の点源あるいは非点源汚染源の分類 

 水系の分類あるいは再分類 

 水質管理制度の適用に係わる民間セクターの促進・奨励 

 地面処分・放流に係わる標準・手順書の策定 

 

水質浄化法のマンデートは EMB本部と地域事務所の双方によって実施される。これらのタスクは

(i) 政策・施策の計画、(ii) 調査・科学的分析、(iii) 法の実施、(iv) 調整、(v) 基金の管理に分け

られる。  

EMB本部と地域事務所の水質浄化法に基づくマンデートを第 3-1図に表した。また、第 3-1表は

同法および施行規則に規定される各種活動の実施期限を示している。 
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 EMB本部 EMB地域事務所 

＜政策・計画＞  総合的水質管理フレームワークの策定
 水質管理地域および未達成地域指定ガ
イドラインの作成 

 水質管理地域アクション策定ガイドラ
インの作成 

 地域水質管理委員会、技術事務局、マ
ルチセクター・グループ運営ガイドラ

インの作成 

 排水許可発行および排水課徴金徴収ガ
イドラインの作成 

 地域事務所が実施する水域および地下
水源の分類プログラムの作成 

 地域水質ラボラトリー改善ガイドライ
ンの作成 

 産業セクター分類の実施 

 地熱および油・ガス開発に適用する特
例水質基準の確立 

 水質管理地域の指定、未達成地域の指
定、水質管理地域アクションプラン、水

域・地下水源の分類に係わる地域事務所

としての基本方針と優先度の設定 

 水域の分類または再分類に係わるプロ
グラムの設定 

 分類された水域の水質モニタリングプ
ログラムの設定 

 産業・商業施設の法令遵守検査プログラ
ムの設定 

＜調査・科学的分析＞  国家水質状況報告書の作成 

 国家地下水脆弱性マップの作成 

 水質ガイドラインのレビュー・改訂 

 排水基準のレビュー・改訂 

 水質ラボラトリーの公定試験方法およ
び認証制度の設立 

 点源・非点源汚染源の分類 

 地下水源の分類 

 排水負荷割当のための現況水質ガイド
ラインと汚染負荷量との相関性を求め

る手順・ガイドラインの作成 

 地域水質状況報告書の作成 

 地域地下水脆弱性マップの作成 

 マルチセクター・グループのプログラム
作成 

 効果的地域水質管理のための地域水質
データベースの整備 

 水域および地下水源の分類 

 上記活動のための現場作業 

＜実施（現場での実践活

動）＞ 

  水質管理地域・未達成地域の計画 

 水質管理アクションプランの作成・実施
 排水許可証の発行 

 排水課徴金の徴収 

 自己モニタリング報告書の受領・検証 

 クリーン･アップ活動の実践（必要に応
じて） 

 排水施設の法令遵守検査 

 法令実施のための地域ラボラトリーの
運営 

＜調整＞  国家下水道およびし尿汚泥管理プログ
ラムの作成 

 生活排水収集・処理・処分ガイドライ
ンの作成 

 企業に対する奨励制度の設立 

 教育省、沿岸警備局、農業省、公共事
業・ハイウエー省、健康省、科学技術

省、内務省、情報省との連携メカニズ

ムの強化 

 他関連機関と共同した水質管理地域ア
クション･プランの実施 

 他機関と連携したマルチセクター・グル
ープによる水質調査・水質モニタリング

プログラムの実施 

 LGUとの連携・協調の強化 

＜基金管理＞  国家水質管理基金の管理  地域水質管理基金の管理 

第 3-1図 水質浄化法における EMB本部と地域事務所のマンデート 
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第 3-1表 水質浄化法および施行規則規定の実施期限 

規定 期限 

IRR 9.2 

 国家水質管理基金年次報告書 

 

会計年度末後 2ヶ月 

CWA Sec. 19 

 国家水質状況報告書の作成 水質浄化法発効後 24ヶ月 

 総合的水質管理フレームワーク

の作成 
国家水質状況報告書の完成後 12ヶ月 

 10ヵ年水質管理地域アクション
プランの作成 

総合的水質管理フレームワーク完了後 12ヶ月、必要な場合
は管理委員会が 5ヵ年ごとに見直し 

 国家地下水脆弱性マップの作

成・公表 
水質浄化法発効後 24ヶ月 

 水質ガイドラインの実施、レビ

ュー、改訂 
水質浄化法発効後 12ヶ月、必要な場合、5ヵ年ごとに関連
他機関との協調により EMBによって見直し 

 排水基準のレビューおよび設定 水質浄化法の発効直後および 5ヵ年ごと、当面、DAO35が
適用される 

 汚染物質の採水および分析に関

する国際的に容認される手順の

確立 

水質浄化法発効後 12ヶ月 

 点源および非点源汚染源の分類 水質浄化法発効後 18ヶ月、その後 2年ごと 

 地下水源の分類 水質浄化法発効後 12ヶ月 

IRR 19.11 

 水域の水系分類および再分類 
IRR発効後 5ヵ年、その後 10ヵ年ごと 

 

3.2 水質管理実施に係わる EMBの能力 

環境管理・遵守能力強化技術支援プロジェクトの報告（SEECCTA、2003年、世界銀行）によれば、

時間的、人的、財政的資源の不足にもかかわらず EMB は法執行において 83％、政策・施策にお

いて 85％、教育において 81％、調査において 71％、および、資金創出・管理において 55％の業

務を実践している。全体として 2391の業務のうち 79％を実施している。 

SEECCTA の報告は、EMB は現存の能力的限界から全てのタスクを実施できていないことを示し

ている。政府の乏しい財政事情からタスクの 21％が実施できていない状況にあるが、水質浄化法

のよる新たなマンデーとはこうした EMBの能力にさらなる負荷を与えることになる。 

 

                                                        
1 ：The activities are across the five environmental laws (PD 984, PD 1586, RA 9003, RA 6969, and RA 

8749) conceived to be as the mandates of the EMB. 
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3.2.1 EMB本部のリソース・能力の不足 

EMB 本部の業務は政策や手順を立案することであるが、地域事務所における水質管理マン

デートの実施を支援できるように、EMB 本部は適切なリソースや人材を備えた強固な組織

を構築することが求められている。 

EMB 職員の見解によれば、求められる全てのタスクを遂行できない 4 つの理由があげられ

ている。それらは、(a) 調整メカニズム、(b) 適切なガイドラインと業務標準・手順、(c) 職

員の能力、(d) リソース1における不足である。 

以前の大気浄化法（CAA、1999年）の発行に際し、EMBのライン部局への変換が効果的に

なされなかった問題があった。大気浄化法において、EMB は大気質を改善する重要な役割

を果たすことを求められているものの、今日まで組織的変換がなされた兆候は明らかではな

い。EMBをライン部局に変更する省令は 2002年に発効されているものの、職員の配置や局

内の組織にはなんらの変化も見られていない。さらには、たとえこのような変更がなされ

EMB に新たな機能や権限が与えられたとしても現下のリソースや能力はライン部局として

多くのタスクを果たすには不十分である。大気浄化法第 34条によれば、EMBのライン部局

への変更は、別の包括的環境管理機関が設立されない場合は、最長 2年間でなされなければ

ならないとされてがいるが、このような機関は今のところ設立されていない。これより現時

点では EMBは元のスタッフ部局に戻ってしまっていることとなる。 

EMB における他の問題は、職員や上層部さえも環境問題に対して熟練していないことであ

る。したがって、EMB 職員に対して環境管理問題の一般的把握手法から水質分析、現場モ

ニタリング、データ加工、排出許可発行手順2などについて技術的ノウハウを含めた広範囲

の訓練を行うことが必要である。 

予算についていえば、EMBに対して 1992年から 2002年にかけて DENR全体予算の僅かに

平均 2.5％しか割り当てられていない（最大では 6.67％、最低では 1％以下の 0.47％）。また、

2002年において EMB本部職員に対する予算割当は全体の僅か 13％に過ぎない3。 

水質データの管理については、EMB 本部は第 3-2 図に示すように地域事務所から提出され

る四半期、および、年次報告を利用している。ここでの情報は多くの場合、手作業により作

成・提出され、標準的な様式ではなされていない。本部は地域事務所からの情報を国家水情

報ネットワーク（NWIN）4に入力しているが、この情報の照合はデータ報告が統一化されて

いないために困難な状況である。EMB 本部の情報管理システム（MIS）部は僅かに 4 人の

職員からなるが、地域事務所から寄せられるデータ処理に責任を有している。 

                                                        
1 ：SEECCTA - Component 1 Strategic Plan for the Environmental Management Bureau, Volume 1, Report No. 1B. 
2 ：Original PD, JICA 
3 ：Legal Framework and Organizational Philippines of the SEECCTA 2nd Progress Report 
4 ：Project Document (Draft) of the Technical Cooperation Project for Capacity Development of EMB for Water Quality 
Management, 2004 
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水質管理に係わるマンデートの実施に関する EMB本部の主要な弱点についての協議・検討

がなされた。本調査のインセプションレポートにおける問題系図に基づいて、本部のリソー

スや能力について次の問題が特定された。 

 予算の不足 

 国家レベルにおける調整能力の不足 

 科学的調査およびモデリング能力の不足 

 技術および管理マニュアルの不備 

 業務に習熟した職員の不足、また、不明瞭な役割分担 

 情報システムが不適切（水質データベース、デジタル基本地図、交信、状況報告） 

 

第 3-2図 EMB水質管理の情報処理フロー 

 
Source: Project Document (Draft) of the Technical Cooperation Project for Capacity Development of EMB for Water 
Quality Management, 2004, JICA. 

 

3.2.2 水質管理政策に係わる問題 

水質管理の実施が効果的・効率的に行われるかどうかは、確かな調査に基づいて策定された

政策や手順によるところが大きい。現況においては、調査および政策立案に関する EMBの

能力は規制基準の設定や施行規則の発効に限られている。公式、かつ、適切な予算措置がな

された調査テーマがないことから、EMB が総合的水質管理フレームワークの策定に関して

他機関を主導することが難しい状況にある1。 

                                                        
1 ：SEECCTA - Component 1 Strategic Plan for the Environmental Management Bureau, Volume 1, Report No. 1B, 2003 
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調査に係わる斬新な考えがないことも水質管理プロジェクトへの外部からの予算や開発へ

の支援を得ることを阻害している。また、環境政策に現実的に貢献する EMBの能力が不足

しているので利害関係者間における良い評価を得るには至っていない。 

また、政策分析や実施手順の立案において中心的な役割を果たしうる本部職員がいない状態

にあり、政策分析や実施管理に係わる職員の訓練が緊急に必要とされている。外部コンサル

タントに依存するよりもインハウスの政策専門家を育成することが、長期的に見ればコスト

的に有利である。 

このような EMB本部における問題を水質浄化法におけるタスクに照らすと次のような立案

や規定の設定に係わる能力強化が必要とされていることになるが明らかにされた。 

 総合的水質管理フレームワーク 

 水質管理地域およびこれらの管理システムの設定に係わる明瞭な手順 

 汚染負荷の算定、汚染料金、排水取引、基金管理、報奨・奨励制度といった市場ベ

ース的手法（MBI）の実施に関する明瞭な手順 

 産業別基準の設定および実施に係わる手順 

 地域事務所およびそのパートナーに対する与えるべき役割 

 産業別基準の設定および実施に係わるフレームワーク 

3.2.3 水質管理と水質浄化法マンデート実施に係わる地域事務所の能力不足 

EMB 地域事務所は水質浄化法に基づいて与えられた多くの新たなマンデートに対して責任

を有している。水質浄化法の実施にあたり、地域事務所は能力強化を必要としていることが

明らかになっている。問題分析系図において明らかなように地域事務所の弱点は次の通りで

ある。 

 手順および技術ガイダンス・マニュアルが不十分 

 ホットスポットの特定やモニタリング・検査に係わる優先度付けを行う能力が不十

分 

 地下水評価についての能力不足 

 水系分類を実施するリソースが不十分 

 現場モニタリングや検査のための機材が未整備 

 ラボラトリー施設や機器が不足 

 水質管理に係わる職員の訓練が不十分 

 意思決定を支援する地域の水質管理データベースがないか、または、不十分 

 地域事務所職員が水質管理の役割を明瞭に把握していない 

 汚染負荷や汚染量割当を算定する能力が不足 

 汚染料金を算定・徴収する能力が不足 

 規制実施用の汚染源データベースがないか、または、不足 

 水質モニタリング用の機器および車輌が不足 

 水質浄化法と環境パートナーシップ・プログラム、環境影響調査との関連付けを行
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うガイダンスがない 

(1) 水質管理に係わる地域事務所の組織構造 

第 2-4図は EMB地域事務所の典型的な組織構造を表している。水質管理は汚染管理部（PCD）

の水質管理課（WQMS）の所掌になっている。目下のところ、この組織構造は地域事務所の

なすべき業務に適合しているように考えられる1。水質管理課の職員は、環境影響評価など

の水質管理以外の他業務を含めて何種類もの業務を行っている2。しかしながら、水質浄化

法の新たなマンデートを考慮すると、このような多重の業務をこなすことはできない。水質

浄化法の業務を行うには水質管理課職員が水質管理を専門的に行う必要がある。それゆえ、

地域事務所の組織、特に水質管理課の能力は強化されなければならない。 

(2) 地域事務所における人的資源 

現在の EMB地域事務所の人的資源が第 3-2表に要約されている。水質管理に従事している

職員は 76名で、これは地域事務所職員の僅かに 9％に過ぎない。第 2、5、13地域事務所は

最も少なく水質管理を行っている職員は僅かに 2名である。 

職員数の適正数を評価する一つの指標は規制されるべきコミュニティーの規模である。規制

されるべきコミュニティーの理論的な規模を全国で登録されている企業の数で決めること

ができる。SEECCTA報告3によれば、EMBは 25,000の企業に関するデータを管理している。

これは 1999 年に全国で登録されている企業の 3％に過ぎず、ほとんどの企業の排出水は監

視されていないことを示している。水質管理に係わっている職員数が本部も含めて 90 名で

あることを考慮すると、一人の職員が毎年の許可証更新のために 278企業を検査しなければ

ならないことになる。 

人員を必要とする他の業務として水質モニタリングと水系分類がある。水質モニタリングを

実施するに要する平均的時間は概ね 8時間である。それゆえ、421の主要河川、71の湖沼、

22,540 kmの沿岸をモニターするに要する人工は 44,514 man-hoursである4。年間 54週、週

40時間労働を仮定するとこれらの年一回のモニタリングを行うのに 21人が必要となる。こ

の 21人が水質モニタリングに専念するとした場合、他の職員は年間 362企業の検査を実施

する必要がある。このような試算から、水質管理実施のためには追加の職員を雇用する必要

があることは明らかである。 

人的資源に係わる他の懸念は、地域事務所職員の養成が軽視され、これが実際の水質管理の

障害になっていることである。水質浄化法を実施するうえで必要とする職員数を補完する目

                                                        
1 ：EMB Capacity Baseline Study Report, JICA, 2004 
2 ：Capacity Assessment and Training Program Volume 2, Study for the Development of the IRR of the 
CWA Phase II, JICA, 2005. 
3 ：SEECCTA Volume 1 Report No. 1A, Assessment of the Legal Framework, Organizational Structure, and Environmental 
Management Function of the Environmental Management Bureau (Component 1) 
, 2003. 
4 ：同上 
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的で職員の養成が求められている。水質浄化法に規定されるタスクは、経験から得られる知

識に加えて水質管理に係わる高度の訓練と教育を必要としている。 

第 3-3表は EMB正規職員の最終学歴を表している。EMB地域事務所の 540名の正規職員の

うち、僅か 1名のみが博士号取得者である1。EMBにおいては 16％が修士号、大部分（39％）

が学士号所得者である。地域事務所職員のほとんどはビジネス管理、社会管理、開発管理、

その他社会科学の修士号を取得していない。 

第 3-2表 EMB本部および地域事務所の職員配置 
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CAR 43 43 0 11 11 0 4 4 0 

NCR 187 187 0 61 61 0 15 15 0 

I 18 16 2 12 9 3 7 4 3 

II 52 52 0 10 6 4 2 2 0 

III 71 32 39 19 6 13 5 4 1 

IV a 79 31 48 22 7 15 5 2 3 

IV b 41 22 19 12 8 4 9 7 2 

V 58 20 38 14 8 6 2 1 1 

VI 19 19 0 13 11 2 9 6 3 

VII 60 20 40 19 10 9 2 1 1 

VIII 24 21 2 8 4 4 3 1 2 

IX 33 11 22 11 5 6 5 3 2 

X 38 18 20 12 8 4 0 0 0 

XI 60 31 29 25 12 13 3 2 1 

XII 11 11 0 4 4 0 3 3 0 

XIII 30 11 19 9 2 7 2 1 1 

RO Total 824 545 278 262 172 90 76 56 20 

CO 217 154 1 39 24 15 14 11 3 

EMB Total 1041 700 279 301 196 105 90 67 23 

Note: EQD for CO; PCD for ROs 
Source: EMB, 2004 

 

(3) 地域事務所における財政源 

地域事務所が水質管理タスクの一部分しか実行できていない実態の主要な原因は財政不足

である。過去 11年、DENRから全地域事務所への予算割当は 2.5％であり、水質管理マンデ

ートが完全に実施されていない状況は驚くべきことではない。一般割当法（GAA）から資金

が支出されるまでは、1.0 億ペソが水質浄化法に対する初期割当金として政府預金から支払

われることになる。大気浄化法の経験から、法的には規定されているが、この資金は保証さ

                                                        
1 ：SEECCTA Volume 1 Report No. 1A, 2003 
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れているわけではない。水質浄化法を開始するには外部からの資金が必要である。国家水質

管理基金（NWQMF）が、水質浄化法の活動を持続させるには時間を必要とする。今後 10

年間において水質浄化法の完全な実施に必要とする資金はインフラストラクチャーだけみ

ても 2500億ペソと見積もられている1。 

第 3-3表 EMB正規職員の最終学歴（2003年 5月 31日現在） 
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CO 0 2 14 36 75 19 12 158 

NCR 0 1 3 21 51 29 4 109 

Region Ⅰ 0 0 4 6 5 0 0 15 

CAR 1 2 5 14 6 1 0 29 

Region Ⅱ 0 0 11 0 0 0 0 11 

Region Ⅲ 0 0 11 7 13 0 0 31 

Region Ⅳ 0 1 4 9 16 13 0 43 

Region Ⅴ 0 2 3 9 5 1 0 20 

Region Ⅵ 0 1 4 6 7 1 0 19 

Region Ⅶ 0 1 2 8 7 1 1 20 

Region Ⅷ 0 0 5 8 2 0 0 15 

Region Ⅸ 0 1 3 5 2 0 0 11 

Region Ⅹ 0 0 3 8 6 0 1 18 

Region XI 0 0 6 10 9 0 0 25 

Region XII 0 0 3 1 6 0 0 10 

Region XIII 0 0 5 1 0 0 0 6 

TOTAL 1 11 86 149 210 65 18 540 

% of Total 0.19% 2.04% 15.93% 27.59% 38.89% 12.04% 3.33% 100.00% 

Source: SEECCTA Volume 1 Report No. 1A 
 

                                                        
1 ：Capacity Assessment and Training Program Volume 2, Study for the Development of the IRR of the CWA Phase II, JICA 
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(4) 地域事務所における水質管理データベース 

全ての EMB地域事務所は水質データを保管し処理する能力を有しているが、データを管理

する方法はそれぞれ異なっている。ほとんどの事務所はハードコピーか、もしくは、電子フ

ァイルの状態でデータを保管している。第 4A地域事務所はデータベースの管理に追加の人

員、ソフトウエアー、ハードウエアーが必要であるとしているが、他の地域事務所において

も、水質浄化法を適切に実施する適切なデータベースシステムの整備が必要とされる。 

異なった要領によるデータ管理や体系的なデータベースがないといった事態は主には技術

的能力、人員不足、さらには、十分な予算がないことに原因している。EMB 地域事務所は

何年にもわたり蓄積された膨大な水質データを処理することの困難さを繰り返し訴えてい

る状況にある。 

地域事務所における水質管理を効果的に実施するには、主要な河川や汚染源に関するデータ

が必要となる。排出許可申請におけるデータは水質管理のために有効に利用できる。これら

は環境使用者税を算定するための情報であり、また、事業者によって提出される自己報告書

（SMR）を検証する際にも利用される。 

しかしながら、どの地域事務所においても意思決定を行う情報に係わるデータベースは整備

されていない状況にある。ハードコピーの状態で収集データ・情報は保管庫にファイルされ

ている。情報普及も地域事務所が行うべき水質管理のひとつの役割ではあるが、そのような

目的でデータを利用する手順が確立されていない。第 3-4 表は 2004 年 5 月、各地域事務所

におけるデータベース管理の実態について、JICA が行ったベースライン調査の結果を示し

ている。 

第 3-4表 EMBのデータ管理システム 

Region 

Data Management System 
Monitoring Data 
and Processing 

and Storing 
Info Dissemination to the Public 

and/or Related Agencies 
Capability Report Preparation for 

EMB Central 

CAR No Response 
 

No Response All monitoring reports are 
endorsed to the Central Office 

NCR Functional On-going Good 
I Data on file Present data for river classification 

purposes 
Training needs for data processing 

II Data banking on 
progress 

None  None 

III On-going manual 
data processing 
and storing 

More IEC is needed Needs improvement 

IV-A On-going 
recording based 
on PO issuances, 
monitoring, etc. 

Conduct of public hearing and 
lectures 

On-going based on Quarterly 
Reports 

IV-B On-going update 
of database but 
lacking in support 
manpower and 
computer 
hardware as well 
as system 
requirements 

Continuing activity but insufficient 
budget allocation to support 
extensive information dissemination.

Regional and field offices staff 
need further and up-to-date training 
programs. 
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Region 

Data Management System 
Monitoring Data 
and Processing 

and Storing 
Info Dissemination to the Public 

and/or Related Agencies 
Capability Report Preparation for 

EMB Central 

V Only storing of 
data 

Every April, June, September and 
November (Earth Day, Environment 
Month, Ozone, Coastal Clean-up 
Day) 

Prepared and submitted to EMB 
Central Office 

VI Manual 
 

Upon Request Reports focus on the results only 
without correlating to the condition 
when the sample was taken due to 
lack of other data from other 
concerned agencies. This can also 
be attributed to the field data form 
which does not require other 
necessary data. 

VII Maintained in 
both hard copy 
and electronic file 
 

Monitoring results provided to 
concerned LGUs 

Adequate capability but the 
completeness of reports is fairly 
adequate due to lack of human 
resources and equipment such as 
GPS and others. 

VIII Data processing 
(not enough) 

Still reactive though there are plans 
conducting it 

Submits results on regular basis, 
sometimes late due to lack of 
personnel. 

IX Data encoded and 
copies produced 
 

Results of WQM activities are 
furnished to concerned LGUs. 

E-mail, Fax and by mail. 

X Processed and 
stored at the 
Laboratory 
Section 
 

Released upon approval of Regional 
Director 

Submitted after the end of each 
activity 

XI Diskettes and hard 
copy 
 

Public hearings for river 
classification, research conducted by 
students and other entities. 

- 

XII Folder Filing 
 

Done by Legal and Information 
Division 

Capable 

XIII Hard copy and 
E-file 
 

Done through public hearings, IEC Quarterly 

Source: JICA Baseline Study, 2004 
 

(5) ラボラトリー施設 

ラボラトリー業務は地域の水質管理においては非常に重要である。ラボラトリー分析の結果

に基づいて、(i) 排水許可証が発行されるべきか否か、(ii) 施設は排水基準に違反していない

か、(iii) 水域の水質は悪化しているか、改善しているか、などが明らかにされる。第 3-5表

は現状における分析可能な水質パラメータ、すなわち EMBラボラトリーの能力を表してい

る。第 2と第 8地域事務所を除いた全ての地域事務所において通常の水質パラメータ（BOD5、

DO、pH、TDS、TSS）を測定できる。第 2および第 8地域事務所はそれぞれ 4～5アイテム

の水質パラメータのみの測定が可能である。主な問題点は次の通りである。 

 地域事務所のラボラトリーは有機物や重金属類を測定する機器や付属品を有してい

ない。 

 ほとんどの地域事務所ラボラトリーにおいて細菌学的分析ができない。 

 pHメータ、電導度計、溶存酸素計、濁度計などの現場測定機器がない。 

 ほとんどの加熱・冷却装置（BOD・細菌学的恒温槽、乾燥器、水温槽）は温度調整

の校正を必要としている。 
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 BOD・細菌学的パラメータ測定用恒温槽、乾燥器、温度計、化学天秤等の重要施設

の予備がない。 

 局所排気装置、緊急用シャワー、換気扇、緊急手当器具、消防器具などの安全装置

が不十分 

 

水質浄化法の実施に当たり、ラボラトリーの分析能力に依存しなければならない新たなタス

クが地域事務所に課されることになる。先に述べたようなラボラトリー能力が改善されなけ

れば地域事務所は水質浄化法に基づいた業務を行うことが難しくなる。 

 

第 3-5表 EMBラボラトリーの能力 

 Regional Office  Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ XI XII XIII NCR CAR CO
WQ Parameter:                 
BOD5                
Boron                
Chloride                
Chromium                
COD                
Coliform, Fecal                
Coliform, Total                
Color                
Cyanide, Free                
Dissolved Oxygen                
Metals:                 
Arsenic                 
Cadmium                
Copper                
Lead                
Mercury                
Nitrate                
Oil and Grease                
OCPs                
OPPs                
pH                
Phenol                 
Phosphate                
PCBs                
Settleable Matter                
Surfactant (MBAS)                 
Temperature                
TDS                
TSS                

Source:  JICA Baseline Study Report, 2004 
 

(6) 水質モニタリングおよび水系分類 

水質モニタリングの業務として、DENR 省令第 34 号に規定された水質基準を評価するため

に、水域から採取した水の定期的なサンプリングや分析を行う。ほとんどの地域事務所にお

いてはこの活動は主要な水域について最低、年に一度行われている。何らかの水質汚染事故

が起こった場合には、このモニタリング頻度が上がることとなる。水質モニタリングの結果

によって水域分類の指定や再指定が行われる。現在、地域事務所および本部によって合計
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118の水域においてモニタリングが実施されている。これは全国の分類済み水域 457の 26％

に相当する。 

サンプリングの頻度は毎月、あるいは、2ヶ月に一度であり統一されていない。第 3-6表は

地域事務所、および、本部において実施されている水質モニタリングの状況を表している。

モニタリングされている水質パラメータは、ほとんどの地域事務所が BOD、DO、pH、糞便

性大腸菌、および、TSSのような基本的項目を実施である。水域の包括的な水質管理を行う

ためのデータとしては水量測定を含めて DENR省令第 34号に規定されている全項目につい

てモニタリングされる必要がある。 

第 3-6表 EMBによる水質モニタリングの状況 

 
Region 

No. of Freshwater 
bodies currently 
being monitored 

No. of coastal 
bodies currently 
being monitored

No. of Station per 
water body 

Sampling Frequency 

CAR 2  3-6 Quarterly 

NCR 5  5-12 Monthly 

I 1 2 6 Quarterly 

II 1  3 Quarterly 

III 3  3 Quarterly 

IV A 3 2 4-5 Quarterly 

IV B 9 2 3-13 Quarterly 

V 5  5-10 Quarterly 

VI 5 3 13-15 Quarterly/Monthly 

VII 14 3 2-21 Monthly 

VIII 1 4 1-6 Quarterly 

IX 13 4 1-8 Monthly 

X 5  2-3 Bi-Annual/Quarterly 

XI 23  3-12 Quarterly 

XII 1 1 5-7 Quarterly 

XIII 3 1 3-7 Quarterly/Monthly 

CO 1 1 8-14 Quarterly 

Total 95 23  Monthly 

Source: Baseline study on EMB region offices for JICA EMB capacity development project on water 
quality management (2004) 

 

水域の水系分類は基本的情報であり、これによって詳細な水質基準を規定することによって

水源とその水の利用者間における問題を回避できる。今日、分類された水域に係わる地域事

務所の活動は排水基準と定期的な水質モニタリングに限定されている。主要河川についてい

えば、現在未だ 184河川（約 56％）についての分類が必要である（第 3-7表）。 
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第 3-7表 フィリピン国河川水系分類の状況 

Region 
Number of 

Classified Principal 
Rivers 

Total Number 
of Principal 

Rivers 

No of Principal
Rivers to be 
Classified 

Percent 
Not 

Classified 

Ⅰ 14 14 0 100.00 

Ⅱ 26 31 5 83.87 

Ⅲ 14 18 4 77.78 

Ⅳ-A 17 40 23 42.50 

Ⅳ-B 21 56 35 37.50 

Ⅴ 29 30 1 96.67 

Ⅵ 25 35 10 71.43 

Ⅶ 19 19 0 100.00 

Ⅷ 4 34 30 11.76 

Ⅸ 11 29 18 37.93 

Ⅹ 12 14 2 85.71 

XI 15 22 7 68.18 

XII 6 32 26 18.75 

CARAGA 11 33 22 33.33 

CAR 11 12 1 91.67 

NCR 2 2 0 100.00 

Total 237 421 184 56.29 

Source: WQMS, EMB Central Office 
 

(7) 排水規制に係わる遵守モニタリング 

法令遵守モニタリングは EMB地域事務所が定期的に排水水質を検査することにより行われ

ている。地域事務所によって実施されている典型的な遵守モニタリングの状況を次に示す。 

 最初の遵守モニタリングが排水基準を超過した場合には、再度採水を実施する。 

 排水基準を超過していることが確定した場合は技術会議が開催され、事業者によっ

て水質超過への対策がコミットされる。 

 事業者が排水基準の遵守に従わない場合には汚染調停委員会（PAB）に提起される。 

 

排水処理施設や排水性状にもよるが、法令遵守モニタリングは年数回実施されるべきである。

しかし、JICA の調査によると各種制約のために遵守モニタリングは排水許可証の更新時の

みであり、すなわち、年一回だけである。排水施設へのクレームが提起された場合、あるい

は、調停委員会における審議がなされている場合にのみ頻度は増加するのが通例である。 

(8) 情報・教育および普及（IEC） 

IECは水質管理の考え方やマンデートに係わる情報、フィードバックを供給する役割を担っ
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ており、水質管理における重要な要素である。これは水質管理についての意識や理解を高揚

させるのみならず、より良い管理や監視をもたらす活動を提案したり、また、奨励すること

にもつながる。 

地域事務所における IECは利用可能なリソースにもよるが、地域事務所によって顕著な差が

ある。IECは環境全般を含むことが通常であり、水質管理は関連セクターから特別に求めら

れない限りは一部分である。地域事務所において実施されている典型的な IEC活動は次の通

りである。 

 
環境意識高揚キャンペーン  説明書、リーフレット、ポスター、パ

ンフレット、ニュースレターの作成 

 TVおよびラジオにおける挿入放送 

 ビデオ CDの作成 

 パワーポイント説明資料の作成 

 地域の実情報告の作成 

 講演、セミナー、フォーラム、報道会

見、一般説明会の開催 

環境関連行事の主催  地球 day 

 世界環境 day 

 フィリピン環境 month 

 クリーンアップ month 

 クリーンエアーmonth 

 オゾン month 

 

3.2.4 水質管理地域設立と関連組織支援に関する地域事務所の能力不足 

既に述べたように、地域事務所は現在のマンデート実施に係わる多くの点で改善を必要とし

ている。主なものをあげると、財政、人員、訓練、機器類、および、ラボラトリー施設の不

足である。このような地域事務所の現状能力において、水質浄化法のマンデートの実施が困

難となるアイテムとして次のようなものがあげられる。 

 地域管理委員会の技術員として活動すべき訓練された職員 

 水質状況報告書や水質管理地域アクションプランの作成における住民参加の実現 

 水質モニタリングや水質管理における産業および利害関係者間のパートナーシッ

プの確立 

 

3.3 EMBの水質管理における弱点の要約 

既に述べたように、水質浄化法の各種規定の実施に当たり現状の EMBの態勢は、人員、リソース、

組織構造において不十分である。水質浄化法では国家財源からそのような予算が支出されことが

明示されているが、各種業務を開始し持続させるために必要とする国家からの予算配分が不確実

であることも問題である。このようなことから、EMBは水質浄化法実施の初期段階において財政
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的支援を必要としている。水質管理地域の設立以降においては、市場ベース手法に基づいて資金

が集まり、これが各種活動の予算として利用されることが望まれている。まとめとして、EMBの

水質管理における弱点は次のように把握されている。 

 EMB本部のリソースおよび能力が不十分である。 

 EMB本部の水質管理政策の内容が不十分である。 

 EMB地域事務所の水質管理や水質浄化法マンデート実施に係わる能力が不十分である。 

 EMB 地域事務所の水質管理地域の設定および関連組織の支援についての能力が不十分

である。 
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第 4章 プロジェクト戦略 

 

第3章において検討されたEMBの水質浄化法実施能力に係わる問題に対処するためにプロジェク

ト戦略が立てられた。本章においては、(i) 能力強化計画を検討するための手法、(ii) 提案するプ

ロジェクト戦略の方針、(iii) 学習地域としてのパイロット地域におけるプロジェクト実施に係わ

る手法、他ドナーとの連携・協調および全体的スケジュールについて述べる。 

 

4.1 プロジェクト戦略の根拠 

他国における経験が示しているように、環境管理への取組みは経済全体における開発と並行する。

経済が改善すると、環境当局への予算も増加し、環境管理を支援する政府によるリソースも同様

に改善される。公的および民間セクターによる汚染対策施設を含めた環境インフラへの投資は経

済成長とともに増加する。フィリピン国における現下の環境管理に係わる政府リソースの不足を

考慮し、本プロジェクトは能力強化を通して、水質改善ニーズに対して直接的な支援を行うこと

を目的としている。 

水質管理に係わる国家的能力開発は他政府機関、地方自治体、NGO、調査機関、および、一般住

民組織といった各種の組織・機関の強化ニーズに対処するものでなければならない。しかし、水

質管理を支援する関連機関の動員を図るべく、先ずは最初に水質管理を主導する機関、すなわち

DENR-EMBの能力強化が重要である。このようなことから、本プロジェクトは EMB本部と EMB

地域事務所の能力強化を主題としている。 

第 3 章において、一般的な意味における水質管理能力、および、特に水質浄化法の下での新たな

マンデートを実施する能力に係わる EMB水質管理の弱点が明らかにされた。これらは次にあげる

4つの弱点である。 

 水質浄化法および施行規則に基づいて、そのフレームワークを実施するための支援手順

およびガイドラインを含めた総合的水質管理フレームワークがない。 

 地域における総合的水質管理や水質浄化法の実施を主導・支援する EMB本部の能力が不

十分である。 

 水質管理地域を設定・管理し関連する参加型制度を運営するに必要とする地域事務所の

経験・能力がない。 

 地域事務所が水質管理、特に水質浄化法・規則に基づく新たなマンデート（排水許可、

排水課徴金制度等）を実施する技術的・管理的能力が不足である。 

第 3章で述べられたこれら 4種類の問題および特定の要素が「原因と結果」のダイアグラム（魚

骨構造図を使って）として第 4-1 図に表されている。これらの問題群はプロジェクト・ドキュメ

ント作成過程における EMB本部職員とのフォーカスグループ・ディスカッション、ならびに、2005

年 6月 9日に開かれた地域事務所ディレクターとの政策ワークショップにおいて協議・確認され
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たものである。 

第 4-1図にまとめられた問題分析において、明らかにされた EMBの技術的・管理的弱点を克服す

べきプロジェクト戦略が検討された。 

この戦略はプロジェクト目標、成果、および、主対策（活動）よりなる階層によって、第 4-2 図

の目的分析系図のように表されている。この戦略は政策と計画、調査と分析、規制の実施、調整

と資金の管理といった多様な活動を含むものであり、これらの多くは互いに関連している。一般

的にいえば、成果 1と成果 2の活動は第 4.6項において述べるように成果 3と成果 4の活動に先

行して実施される。 

 

4.2 プロジェクトの特徴 

能力強化プロジェクトの本質は、単に科学的分析技術、モニタリング要領、データ・情報システ

ムといった純粋な技術的あるいはエンジニアリング的事柄についての専門家による助言に留まる

ものではない。水質浄化法のマンデートの優先すべき事項に係わる組織・制度的強化、さらには、

技術的事項との双方における能力強化を図るものである。 

水質浄化法の目指すものは水質管理の実施方法を全体的に変革することである。これは先ずは総

合的フレームワークを立案することに始まり、次いでそれを運用して水質管理活動の計画・実施

に関係する他機関や利害関係者の参画を図り、新たな管理ツールを導入し（規制ツールに市場ベ

ース手法を追加する等）、水質管理に必要な資金を集め、さらには、それらを実施する各種の組織

を設立することとなる。 

水質浄化法の目指すべき目標には長期間を要し、そのために実施されるべき活動は多様である。

例えば政策の立案やそれを実施するガイドラインの作成といった一つあるいは二つ程度の活動を

選択してプロジェクト支援を行うことも可能ではあるが、政策やガイドラインを実際に実施する

支援がなされなければ、そのようなアプローチによる効果は意味あるものにはならない。一方、

プロジェクトの支援が地域における規制の実施活動といった実践に偏れば連携・協調のフレーム

ワーク、ガイドライン、管理ツール等がないことが重大な障害となる。 

単一のプロジェクトでは水質浄化法に係わる全体的実施を支援するといった目標を達成すること

はできない。本プロジェクトは、例えば下水道インフラを所管する公共事業・ハイウエイ省

（DPWH）のような水資質浄化法に係わる重要なマンデートを有する他の各種機関ではなく、ま

さに EMBを支援することに焦点を当てるものである。 

また、本プロジェクトは EMBが総合的政策フレームワークの立案に始まる他機関との調整メカニ

ズムを構築することを支援するものである。しかしながら、各機関に特有のマンデートの実施に

ついては EMBに集中した支援を行うものである。 

EMB の内部について言えば、水質浄化法マンデーの実施は本部と地域事務所に分担されている。

多くの支援は地域ベースの水質管理制度、規制の実施、新規手法によるモニタリング制度を確立
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するといった地域に向けてのものである。この場合、総合的フレームワークや手順の立案に係わ

る支援を別にすれば、本プロジェクトは本部に対して実際に政策や手順が実行される地域事務所

の効果的な支援者になるための支援を行うこととなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4-2図 プロジェクト戦略要素 

成果 1:  

水質浄化法および施行規

則に基づいた総合的水質

管理政策フレームワーク

が策定され、また、関連

するガイドラインが整備

されたうえで、それらに

ついての EMB 職員に対
する訓練がなされる。 

 総合水質管理フレーム
ワークおよび戦略 

 市場ベース手法に関す
る総合的政策 

 水質管理地域および未
達成地域指定ガイドラ

イン 
 地下水分類ガイドライ
ン 

 水質管理地域アクショ
ンプラン作成のガイド

ライン 
 汚染負荷算定および排
水許可のガイドライン

（地面放流を含む） 
 水質管理基金管理およ
び報奨制度ガイドライ

ン 
 水質モニタリングパー
トナーシップのガイド

ライン 
 水質変動（地熱および
エネルギー施設）のガ

イドライン 
 法令遵守検査ガイドラ
イン 

 手続きに係わる訓練 

成果 2: 

EMB 本部の地域事務所
を主導し支援する能力

が強化される。 

成果 3: 

3 ヶ所のパイロット地域
において、EMB地域事務
所の水質管理地域を指

定・管理する能力が備わ

り、また、関連する組織

が構築され運営される。

成果 4: 

3 ヶ所のパイロット地域
において、EMB地域事務
所の水質管理能力、特に

CWA に基づいた排水許
可システムおよび排水課

徴金システムを実施する

能力が強化される。 

 地域における協調の促
進 

 水質管理モデルの科学
的現場調査および開

発・調査 
 水質管理モデルを利用
した利害関係者への
IEC 

 GIS 付属のデータベー
ス 

 広域のデータネットワ
ーク 

 国家水質状況報告 
 国家水質管理基金の管
理 

 中央ラボ職員の能力向
上 

 技術訓練（水質ラボ、
データベース管理、モ

デリング） 

 水質管理地域の指定お
よび水質管理戦略の策

定 
 水質管理地域管理組織
の設立 

 水質管理地域のマルチ
セクターによるアクシ

ョンプランおよびLGU
遵守計画の策定 

 水質モニタリングのパ
ートナーシッププログ

ラム 
 水質管理活動計画に係
わる利害関係者の訓練

（IECを含む） 

 達成地域および未達成
地域の特定 

 負荷量基準の排水許可
および排水課徴金シス

テムの実施 
 排水課徴金および排水
許可料金の徴収および

会計システムの設立 
 法令遵守検査および優
先化プログラム 

 汚染負荷モデリングお
よび必要データの調査

 汚染源インベントリー
の調査 

 現場水質測定機材およ
び車輌の整備 

 水質および規制用デー
タベースの構築 

 地域水質ラボの改善機
材の支援 

 地域水質状況報告書の
作成（IEC用も含めて）

 地域事務所職員のパイ
ロット地域の見学 

水質浄化法および施行規則施行上の優

先的な活動を行うための EMB本部お
よび EMB地域事務所の水質管理能力

が強化される 

産業・商業事業者及び自治体その他公

的機関が地域におけるアクションプ

ランで定められた水質目標を達成す

るために必要な対策を講じる 
（上位目標） 

（プロジェクト目標） 

（成果） 

（活動） 
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4.3 プロジェクト戦略の主要要素 

4.3.1 上位目標およびプロジェクト目標 

先に述べた問題分析やプロジェクトの性格に基づいて、プロジェクトの上位目標は「産業・

商業事業者及び自治体その他公的機関が地域アクションプランの水質目標を達成するため

に必要な対策を講じる」ことである。この上位目標は DENR-EMBの主導によって地域にお

ける水質管理が自治体他公的関連機関、民間セクター、市民等の連携･協調のもとに水質の

保全・改善のための各種活動を展開している状態を表すものである。  

プロジェクト目標は、「水質浄化法および施行規則施行上の優先的な活動を行うためのEMB

本部および EMB地域事務所の水質管理能力が強化される」ことである。本プロジェクトは

水質浄化法に基づく DENR のマンデートを実行する先導機関である EMB の強化に焦点を

当てている。また、EMBが総合的政策フレームワークを通して関連他機関の役割分担を調

整する業務に対する支援も本プロジェクトで行う。 

4.3.2 プロジェクトに対する EMBのオーナーシップ 

本プロジェクトの戦略は、既に述べた上位目標とプロジェクト目標に沿って、予定される

成果を発現し、EMBの水質管理能力に必要な要素･手段を強化するように設計されている。 

このプロジェクト戦略は、日本側技術支援チームではなくプロジェクトの実施主体である

EMBの立場から述べられていることに留意すべきである。プロジェクトにおいては、EMB

の本プロジェクトに対するオーナーシップと結果についての日本側によるコミットメント

が重要である。このプロジェクトにおいては、予定される成果や活動を通して EMBの能力

強化が達成されるために支援がなされる。それゆえ、プロジェクトの成果が成功裏に発現

するかどうかは EMBとプロジェクト支援側双方のコミットメントによる。 

プロジェクトの活動は、EMB職員（水質管理課職員および地域事務所ディレクターを含む）

や DENR-FASPOとのフォーカスグループ・ディスカッションにおいて検討された優先事項

や考慮事項に基づいて検討・選定されたものである。 

4.3.3 活動の優先度付け 

第 4-1 図において特定された全ての問題に対処することがプロジェクト戦略ではない。フ

ォーカスグループ・ディスカッションの協議を通して能力強化における優先度を考慮して

戦略を検討すべきであることが同意されている。EMB強化に必要な全てをプロジェクトに

含むことは JICA 支援の予算的制限からみて現実的ではない。JICA 支援によるプロジェク

トに含まれない活動は他ドナーによる別のプロジェクトによって支援されるものとする

（例えば地下水脆弱性地図の作成）。 

本プロジェクトに含まれるべき活動は、フォーカスグループ・ディスカッションにおいて
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水質浄化法の実施スケジュールからみて緊急であること、また、EMB本部および地域事務

所における水質管理能力の長期的強化の観点から重要であることを基準に判定した。さら

に、フォーカスグループ・ディスカッションにおいて、選定したリストの見直しを行ない、

また、コンパクトで経済的なプロジェクト設計とするためにいくつかの活動を合体した。

結論として、本プロジェクトの成果、および、活動を第 4-2図に要約した。 

また、フォーカスグループ・ディスカッションにおいて、本プロジェクトにおいて開発さ

れた政策実施手順や管理ツールを 3 ヶ所の地域において試用し、この地域に集中してプロ

ジェクト支援を行うことが同意された。これらの地域は第 4.5項で述べるように他地域に対

する学習地域としての役割を果たすこととなる。 

 

4.4 EMB本部および地域事務所に対する支援フレームワーク 

第 4-3図は各種プロジェクトで選定した活動に係わるEMB本部と地域事務所との関連性を表して

いる。プロジェクトによる支援は EMB本部への系統と地域事務所に対する系統とに分かれる。政

策と実施についていえば、例えば EMB本部への支援は総合的水質管理フレームワークを実施する

ために特定のガイドラインを作成するものである。そして、これらのガイドラインは例えば排水

許可システムの実施といった特定のマンデートを実践する地域事務所によって利用されることと

なる。地域事務所に対する支援は、水質管理の手順やそれらに関連するシステムを構築するため

の試行、および、学習地域として機能する 3ヶ所の地域において集中的に行われる。 

4.5 戦略の構成要素および方針 

本プロジェクト戦略は、(i) 総合的水質管理政策フレームワーク立案と EMB所管業務実施のため

のガイドラインの作成、(ii) 地域事務所を主導し支援する本部の能力強化、(iii) 水質管理地域と

関連する機関を設立・運営する地域事務所への支援、(iv) 法令遵守モニタリング、水質管理、特

に排水許可や排水課徴金制度における地域事務所への支援、など 4項目に分けられる。 

4.5.1 総合水質管理政策フレームワークおよび実施ガイドライン 

(1) 政策フレームワーク 

水質浄化法によれば EMB は総合水質管理フレームワークを立案する責任を付与されてい

る。このフレームワークは水質管理に関係する他の政府機関による全ての既存、あるいは、

提案されているフレームワークを統合するもので、ガイドラインの様式で、(i) 水質管理の

目的と目標、(ii) 遵守期限、(iii) 水質汚染の対策戦略、(iv) 水質情報と教育、(iv) 人的資源

の開発を規定するものである。 
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本部の強化 地域事務所の強化 

水質浄化法を実施する EMB能力の強化 

総合的政策および手

順・マニュアル 

国家レベルの他機関

の調整 

排水許可、自己モニタ

リング報告書 

LGU、他利害関係者と
の調整 

水質管理地域の設定

および関係組織への

支援（管理委員会、技

術事務局、マルチセク

ターグループ） 

地域アクションプラ

ン、パイロットプロジ

ェクト

政策および実施

国家水質管理基金 地域水質管理基金 

水質管理モデル、総合

的国家データベース、

ネットワーク 

国家水質状況報告書 

データ調査、水質管理モ

デル校正、 

排水許可データベース

および地域会計報告 

手順、国家基準および

訓練ラボラトリー 
サンプリング、モニタ

リングおよび測定機

器

EMB職員：規制手順、データ収集・分析、計画 

利害関係者：地域計画、水質管理 

基金管理

モデリング、データベース

および報告

ラボラトリー

訓練および IEC

 

第 4-3図 能力強化プロジェクトのフレームワーク 

 

このフレームワークは水資源管理の次のような原則に沿って策定されるものと予想される。

(i) 流域に基づいた関係機関の調整と権限の分散化を指向する、(ii) 水質管理におけるマル

チセクター参加を奨励し計画策定を行う、(iii) 参加型、および、開かれた意思決定のため

の情報公開に基づいた意識向上を通じてキャパシティーデベロップメントを図る。 

このような原則に基づいて、フレームワークは流域保護や給水管理と一体として水質問題

を扱われなければならない。給水、水質、ならびに、環境に関する問題は相互に関連して

いるため、フレームワークではそのように扱われなければならない。この包括的フレーム

ワークは水生態系の保護のために水質を管理することの重要性も考慮されることとなる。

たとえば、既存の水分類の考え方は野生生物のような水生態系の他の生物をほとんど考慮

することなく、飲料水、洗浄、漁業など人間生活の水利用に偏ったものになっている。 

総合的管理とは水を唯一の資源とみなして管理することを意味している。たとえば、河川

の水質は周辺地域から排出される汚染物質だけではなく流域全体からの排水によっても影

響される。それゆえ、水資源の管理には自然的境界、理想的には水理的流域が望ましいこ
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ととなる。このような地域においては、管理に係わる意思決定、問題解決の同意決定にお

いて水利用者、汚染者、ならびに、ステークホルダーが連携・調整できるシステムを確立

しておくことが重要である。水質管理地域の管理委員会は地域的水質マスタープラン、汚

染負荷の割当、改善プロジェクトの実施をマルチセクターの参加のもとに行うことができ

るようにするものである。 

水の利用や保全といった水資源の実際の管理は、各種分野の機関によってなされているた

めに、EMBが連携・調整の中心的役割を果たすことが求められている。しかしながら、実

際に生じている現象や水質管理問題に直接関係する利害関係者を離れて、問題が国家レベ

ルに限定された場合、連携･協調は難しくなるのが通例である。したがって連携・協調は

EMB地域事務所や水質管理委員会を解して地域に分散化されることとなる。 

(2) 市場ベースの手法 

水質管理フレームワークはコマンド・アンド・コントロールのような伝統的規制手法と市

場ベース手法とを織り交ぜたシステムとなる。排水料金や排水取引などの経済手法は水質

汚染を自主的に減少させしめることをねらっている。経済手法の基本は水資源の価格付け

であるが、適切な価格付けが水質汚染の被害コストを正確に決定するために高度な調査を

行うこと意図しているものではない。総合水質管理フレームワークは、水域の利用が排水

の流し台として使われることになる場合、汚染者によって負担されるべき費用が発生する

といった基本原則を確立することを意図するものである。 

伝統的な規制制度が廃棄されるわけではなく、経済的手法・制度によって補強されること

となる。たとえば水質浄化法に基づく排水許可制度には負荷に見合った排水料金との組み

合わせにおいて排水基準が生かされる。この制度によって汚染者は自らが支払うべき排水

料金を削減するために最適経済の対策を選択することとなり、結果として安価で効率的な

汚染防止対策を促進することとなる。このことは社会的には汚染対策を最小限の費用で済

ませることとなる。 

また、排水基準と罰則といった独立した制度とは異なり、水質料金制度において料金は排

出汚染物質の濃度ではなく物質量として適用されるので、許可されたレベル以下であって

も汚染を削減することを奨励することとなる。さらに基準を超過した場合にのみ適用され

る罰則とは異なり、排水料金は排水が基準に適合している場合でも汚染の全ての量に対し

て適用される。排水が基準に違反した場合でも違反通知は発行され排水料金に加えて行政

措置が課される。このことは排水料金制度が規制的措置の単なる代替ではないことを示し

ている。 

このように、総合的水質管理政策の中心にある枠組みは、水は数次わたり利用する資源で

あり、また、経済的商品であるとみなすことである。すなわち、既存の規制制度を経済的

手法で補強して継続しつつ、水質管理プログラムの計画や実施を通してマルチセクター参

加のための能力強化を行うことである。 
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(3) ガイドラインと訓練 

総合的政策フレームワークが策定されただけでは、地域において水質管理活動が実現する

には不十分である。この総合的管理フレームワークにおける役割を EMB自身が果たすため

には、特に地域事務所においては詳細な手順ガイドラインが必要となる。このガイドライ

ンは、水質浄化法規則に規定される水質管理地域を管理委員会や支援グループを設けなが

らどのように計画するのか、また、どのようにアクションプランや遵守計画を作成するの

か規定しなければならない。 

排水課徴金制度が盛り込まれた排水許可システムを実施するに際しても EMB 地域事務所

は特別なガイドラインを必要とする。このガイドラインは汚染負荷の算定、総汚濁負荷が

水質ガイドラインに適合するように削減が求められる未達成地域での排水負荷の割当、排

水課徴金の算定、ならびに、排水課徴金収入の会計や支出などについて述べるものである。 

新たな排水許可システムが効果的に運用される以前に、水域の分類がなされていることも

必要であり、また、未達成地域も特定されている必要がある。以上のような目的で、これ

らの実施に係わる訓練と合わせて、ガイドラインの作成が必要である。 

4.5.2  EMB本部の地域事務所を主導する水質管理能力の向上 

EMB本部の強化は、本来的には水質浄化法に基づくマンデートを現場で実施している地域

事務所を主導し支援するためのものである。この観点から 4 つの重要アイテムがある。そ

れらは(i) 単なる規制目的から総合的政策決定や計画を監視するプログラムの策定、(ii) 水

質ラボの強化や水質モデリング、GIS マッピングを利用した科学的技術の改善、(iii) 地域

や他機関から収集されるデータの情報管理システムの整備、(iv) 収集データや科学的分析

結果の水質状況報告への利用、および、情報公開や環境教育への利用、などである。 

(1) 科学的分析システム 

従来の水質モニタリングは基本的には水系分類を行うための水域モニタリングや汚染源の

法令遵守モニタリングといった規制実施を支援することを目的としていた。水質浄化法に

おける水質モニタリングの目的は、地域ベースの水質管理や産業ごとの経済的手法の適用、

あるいは、現地ごとの排水基準に係わる政策立案といった政策と計画における必要性に対

処するためへと拡大している。 

例えば、負荷量ベースの排水許可への変更によって EMBは排水の濃度ではなく排水量のモ

ニタリングを実施する必要がある。環境モニタリングは、例えばモデリングによって排水

モニタリングと緊密な関係付けを必要としているが、これによって排出先水域について設

定した水利用に対する受容能力を超過しないようにすることが可能となる。 

(2) 政策、計画およびモニタリングへの支援 

過去 EMBは、例えば下水道整備計画のような水質浄化法がめざしている総合的方策という
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意味での水質管理を直接的に調整する業務を行ってこなかった。したがって、地域計画を

目標としたモニタリングは求められなかった。しかしながら、総合的水質管理フレームワ

ークを実施するには、モニタリングシステムは既に述べたようにフレームワークに対応可

能な適切な科学的ツールやデータ管理システムによって行わなければならない。 

EMB本部への支援を通して、本プロジェクトは、モニタリング範囲を点源汚染源や非点源

汚染源（地域管理において必要となる）、排水の濃度に加えて水量、さらには、地下水へと

次第に拡大するように、水質モニタリングの目的・要領を適切な状態に変換するものであ

る。モニタリングシステムは規制実施以外に政策・計画立案、科学的分析（モデリング）

や情報公開・教育を支援することを目的とする。水質データの様式は時系列、および、汚

染源の空間情報（位置）が把握されるように考慮される必要がある。モニタリングシステ

ムはその結果についての報告が体系的に、かつ、地域ごとに比較対照できるようにキーフ

ァクターを基準にして総合的視点から設計されることが求められる。ここでの指標は他の

全ての地域において使用できるように配慮して選定されなければならない。 

他の機関、市民グループ、地方自治体を含めた共同モニタリングや情報管理のメカニズム

を構築することが求められている。例えば河川流量の監視にあたっては国家水資源局

（NWRB）との連携が必要となる。そして、主指標を用いて表現されたモニタリング結果

の要約はインターネットを介して一般に公開されることとなる。 

4.5.3 水質管理地域と管理員会の設立 

(1) 地域水質管理委員会の指定 

水質浄化法・施行規則においては、EMB地域事務所は EMB本部を介して DENRが定めた

基準を用いて水質管理地域の指定業務を開始し、また、その管理地域の境界を計画する責

任を有する。また、EMB地域事務所職員を配置した技術事務局を組織して水質管理地域の

管理委員会を支援・運営することも EMB地域事務所の所掌である。 

総合的水質管理においては、水資源体系といった観点から水質を管理することが必要とな

り、換言すれば、そのような体系は理想的には自然の水理地形学的境界（流域界）で定め

られるべきである。水質浄化法においては、このような境界において利害関係者が水質計

画や管理に参画する協調システムを確立することが求められている。これを実現するには

EMB地域事務所は地域の多くの利害関係者が必要なプロジェクトを特定し、また、実施上

の問題を解決しつつ地域管理計画を作成する作業に参加できるメカニズムを構築する必要

がある。この技術事務局を通した協調および後方支援が地域機関を支援する EMB地域事務

所の基本的な役割である。 

(2) 参加型管理システム 

目下のところ、EMB地域事務所は地域でのマルチセクターによる管理組織を設立・支援す

る経験を持っていない。本プロジェクトにおいて、3ヶ所の地域事務所がパイロットとして
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選定されることになり、ここでは水質管理地域指定の体系的な手続きが試行・実施され、

水質評価の実施、水質状況報告書の作成、管理員会・技術事務局の設立、地域アクション

プランの策定、水質管理プロジェクトの準備等がなされることとなる。そしてこれらのパ

イロット地域は他の地域事務所の学習地域として機能することになる。このパイロット地

域おいては、他の地域において行われる組織設立や活動計画の参考となるように試行的な

手続きが行われることとなる。 

EMB地域事務所にとって、特に管理委員会が行う効果的地域管理システムの構築を支援す

ることが重要な業務である。このために、特に優先順位を考慮しつつ、産業、コミュニテ

ィー、地方自治体といった利害関係者に対する支援を確実に行うことが求められる。技術

事務局を通して、地域事務所は地域管理委員会がその地域の水環境の保全や公衆衛生に重

大な影響を与える水質問題の特定・分析を実施する作業を支援することとなる。EMB地域

職員は、その地域の最も重要な水質問題に対処し得る能力を有しなければならない。 

この戦略においてパイロット地域に対する支援は、管理員会に対する意思決定の支援シス

テム（例えば地域の水質モデルに基づいた）、計画・予算化システム、管理システムの効果

についてのモニタリング・評価等を含む管理ツール供与することである。 

水質管理地域における活動においては排水課徴金制度による収入を資金源とするため、基

金管理を組織化することは重要である。地域事務所は基金の会計・支出システムを確立す

ることにおいて管理委員会と綿密な連絡のもとに業務しなければならない。資金の使用に

係わる方針は地域事務所の指導の下に決定されることが必要である。管理基金の資金は、

管理委員会の活動や水質改善プロジェクトへの支出以外へもなされなければならない。地

域水質管理基金の規模が拡大した時点においては、水質課徴金制度の長期的な政策目的が

達成されるように産業による汚染防止計画の支援といった革新的な利用が考案されるべき

である（例えば産業による自己規制の促進等）。 

パイロット地域における水質管理地域の計画に係わる活動を標準化する目的で、問題分析、

戦略立案、計画、プログラム・プロジェクトの予算化に関する体系的手順が導入される。

これはプロジェクトサイクル・マネージメント、あるいは、ロジカル・フレームワークに

おいて確立された技法を用いて策定されるものであり、また、利害関係者の参加を容易に

するものである。水質問題は利害関係者によって異なるように考えられがちであるため参

加型に基づいた技法を用いることが大切である。利害関係者を巻き込んだ管理となるには

適用が容易で、かつ、摩擦を回避することが重要となる。パイロット地域における試行と

精査された手順によって、他地域においても使用可能な参加型地域水質管理への標準的な

取組み方法が確立されることとなる。 
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4.5.4 EMB地域事務所の能力強化 

(1) 排水許可および排水課徴金制度 

排水基準および排水課徴金の支払いを組みこんだ排水許可制度を実践するための支援が本

プロジェクト要素の主な目的である。地域事務所が新たな排水許可制度を効果的に実施で

きるように支援するいくつかの重要な活動がある。一つは、例えば生活排水から発生する

し尿汚泥の地上排出に対して排水許可を与えるためのガイドラインが必要である。 

また、汚染源に関するインベントリーを整備する必要もある。水質浄化法・施行規則の公

聴会において、産業の種類ごと（規模別、生産工程別）に適用される排水料金の算出式が

使われるべきであるとの意見も既にでている。多くの小規模な汚染源には、排水許可申請

や法令遵守検査をより簡易に行うために均一な料金制度が用いられる可能性もある。 

(2) 法令遵守モニタリング 

汚染源からの排水に対するモニタリングは、地域事務所に新たな業務を課すことになる。

地域事務所は遵守モニタリングにおいて汚染濃度だけではなく汚染量（例えば BODの kg）

を測定することが求められ、このためには流量の測定を実施する必要がでてくる。これよ

り遵守検査員が移動するための車輌を含めた新たな機材（例えば流量計）が必要である。

仮に新たな機材や車輌が整備されたとしても、汚染源の多さを考慮すると遵守検査を実施

できる範囲が大幅に拡大することは困難である。 

それゆえ、法令遵守検査の実施範囲を優先度付け・選別するプログラムを考案することが

重要になる。検査の優先化を行う際は汚染源の規模のみではなく、周囲環境へ与える影響

度合いも考慮されなければならない。このようなことから、モニタリングは環境水質モニ

タリングと特定の排水源について行うモニタリングとを注意深く考慮した上で計画される

ことが必要となる。 

(3) データベース管理 

現在 EMBによって規制されている企業は、本来規制されるべき汚染源全体の一部に過ぎな

い。より公平な規制を行うためには、最終的には全ての重要な汚染源に適用されなければ

ならない（環境利用者税のもとラグナ湖地域において LLDA が実施しているような段階的

なプロセスで）。そのようなことから、既存の汚染排出者を登録し、現在規制を免れている

企業に対して規制制度を適用できるようにデータベースが必要になる。排水課徴金の評価、

徴収、および、登録は、汚染源データベースと連動した効率的な評価および会計システム

を使うことによってなされることが必要である。 

(4) データ調査および科学的ツールの使用 

特に、未達成地域（または、いわゆるホットスポット）においては、地域事務所は環境水
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質と水質汚染負荷とを関連付ける能力を有していることが求められる。例えば、未達成地

域においては環境へ流出する汚染負荷量は汚染負荷割当てによって削減されることになり、

この割当量は目標とする環境水質に見合うように設定されることとなる。この割当量を計

算する一つの方法は試行錯誤、すなわち、目標とする水質が得られるまで汚染負荷を変化

させて計算を繰り返すことであるが、これは非効率的で時間のかかる作業となる。一方、

産業側としてはしばしば排水基準が変わると汚染処理活動の計画が難しくなる。このため、

モデリングを使うことによって汚染負荷と水質とを関連付けておくことが効率的な方法で

ある。 

先ずは排水課徴金制度において用いられる DO、BOD、および、TSSの水質パラメーターを

使った基本的水質モデルが 3 ヶ所のパイロット地域において設定される。汚染源データベ

ース、および、水域の流量データを含めた環境水質モニタリングのデータを用いて、その

地域の汚染負荷と水質との相関性を評価するモデルの校正が可能となる。このような科学

的手法によって各汚染源に適用されるべき汚染負荷割当が設定されることになる。このよ

うな手法は、特に地域のデータベースシステムが未確立にある初期的段階においては、水

質状況報告の作成にあたっても利用される。 

水質モデルを使うことによって、汚濁負荷削減に係わる代替プログラムの効果を予測でき、

結果を水質状況報告に盛り込むことで内容を充実させることができる。地域水質管理委員

会にとっては、各種政策の効果を予測するのにこのモデルを有効に利用できる。EMB地域

事務所職員は、このような水質モデルを運用・維持するための訓練を受けることが必要と

なる。 

 

4.6 プロジェクトの実施戦略 

4.6.1 パイロット地域の選定 

本プロジェクトは全国の地域事務所や本部を含めて EMB 全体の組織に対して効果がある

ように総合的な強化パッケージとして設計されている。3ヶ所の地域が本部において開発さ

れた管理支援システム（標準的データ管理システム）や水質浄化法に係わる政策実施のた

めのガイドラインの試行・検証を集中的に行うパイロット地域として選定される。一方で

は全国の地域事務所もこれらのガイドラインや管理ツールを使用する一般的な訓練を受け

る。パイロット地域事務所はガイドラインやシステムツールが最初に使用される場である

と同時に、他地域の EMB職員がこれを見学し、教訓を学び取るための学習地域としての役

割を持っている。 

本プロジェクトにおいて 3ヶ所のパイロット地域を選定して成果 3および成果 4 に係わる

能力強化を実施する理由は、主に JICA 技術支援における予算的な制限があるためである。

全国の全ての EMB地域事務所に対して支援を展開することは理論的には可能であるが、プ

ロジェクト戦略要素が相互に関連性があり（それらが水質浄化法で求められる総合的政策
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フレームワークを支援するように設計されているために）、そして、それらが包括的に実施

されなければならない。多くの地域に対して活動が分散すれば強化戦略は分断されること

となり、全体としての効果や持続性が削減される結果となる。 

強化のための活動（政策フレームワークと協調、ガイドライン、計画と管理ツール、訓練、

機材）は一体化されたパッケージとして計画されている。そして、最終的には全国の地域

において支援が展開されるように、他ドナー支援による追加的なリソースを期待するもの

でる。他ドナーは、パイロット地域以外の地域において本プロジェクトにおいて開発・試

行された手順や管理ツールを用いて支援を実施することが求められる。このことは、他ド

ナーによる支援において同じ活動が繰り返されたり、また、相互互換性のない方法が用い

られたりすることがないように、同じ手法を用いて能力強化が実施されることを確実にす

るものである。 

パイロット地域は次のクリテリアを用いて選定される。 

 主要群島グループ（ルソン、ビサヤ、ミンダナオ）のそれぞれに 1ヶ所のパイロッ

ト地域を設ける。 

 DENR および EMB の水質管理における基本方針（例えば都市環境管理、観光や漁

業に利用されている沿岸水域の保全、鉱山の復旧対策）を反映する地域であること。 

 フィリピン国の代表的な水質管理を実施する必要のある地域、すなわち、第 1に水

や衛生問題が継続発生している高度な都市化された市街地を有する地域、第 2にエ

コツーリズムや漁業が危険にさらされている地域、第 3に重要な産業活動（例えば

鉱山業）を有する地域。 

 

2005 年 6 月 9 日に開かれた EMB 地域事務所ディレクター参加による政策ワークショップ

において、パイロット地域の候補として次の地域が確認された。ルソンの第 3 地域は急速

な人口成長とともに高度に都市化された代表的な地域であり、コールディラ自治区（CAR）

は特にバギオ市の周辺において同様の都市化問題抱えた代表的な地域である。ビサヤの第 6

地域は沿岸管理やエコツーリズム開発問題を抱えた代表的な地域である。一方、ミンダナ

オの第 12地域は工業開発（この場合、鉱山）によって影響を受けている代表的地域である。 

JICA は第 12 地域の南部ミンダナオ総合沿岸地域管理プロジェクトを支援している。この

プロジェクトにおいて整備されたインフラストラクチュアー、すなわち環境保全・保護セ

ンターは本プロジェクトの能力強化支援に利用できる可能性がある。しかしながら、第 12

地域については日本人専門家にとっては安全上の問題がある。 

4.6.2 他ドナーとの連携 

プロジェクトの目指す目的は水質管理の全国的な能力強化であり、パイロット地域のみで

はこれを達成することはできない。3ヶ所以外の地域が他ドナーの直接的支援によって本プ

ロジェクトで実施される強化活動がなされることが必要である。他ドナーにより支援され
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る地域は本プロジェクトで開発された手順やシステムの試行地域として有効か、あるいは、

他地域に対しての学習場所としての効果があるかなどによって選定されることになろう。 

本プロジェクトによって開発された共通の手順やシステムを使った能力強化において、

JICAおよび他ドナーが協調することによってより効率かつ効果的な強化が図られる。この

ような協調支援によって他ドナーが別個の技術支援プロジェクトによって調整されずに開

発された矛盾した手順が地域に持ち込まれことを防ぐことができる。 

本プロジェクトには、パイロット地域以外の他地域に拡大するように他ドナーによる支援

を促進するための活動（プロジェクトデザイン・マトリックスの活動 2.10）が含まれてい

る（第 5.2.10項を参照）。 

4.6.3 プロジェクトの全体スケジュール 

地域における水質浄化法の実施を実現するためには成果 1 および成果 2 の達成が必要であ

る。成果 1は総合的政策フレームワークならびに EMB地域事務所による水質浄化法実施の

ための指針となるガイドラインからなる。さらに成果 2 は科学的分析ツール、機材、デー

タベース管理、財政管理、および、報告システムなどの各種手続きを効率的に実施する管

理ツールを準備するものである。 

このようなことからプロジェクトの実施は二つのフェーズから構成されることになる。第 1

期（プロジェクト開始後 2年間）は成果 1および成果 2に集中することとなる。第 2期（プ

ロジェクト開始後 3～5 年）は 3 ヶ所のパイロット事務所においてプロジェクトを実施し、

他ドナーによる財政支援によりパイロット地域以外の地域に拡大する。しかしながら、こ

れはあくまでも大まかな工程である。成果 1 および成果 2 に関する活動は、開発した手順

やツールは 4 年目および 5 年目に地域における試行結果に基づいて改訂されるように、2

年次以降も継続される。一方、成果 3 および成果 4 に係わる一部の活動は、地域事務所が

手順やシステムを開発し水質状況報告書作成のデータ調査のように第 1 年次の初期に開始

される。 

プロジェクトの全体工程を第 4-1表に表す。 

第 4-1表 プロジェクトの全体実施工程 

 第 1年次～第 2年次 第 3年次～第 5年次 

成果 1の活動 

（本部） 

 政策立案における他機関との協調システ
ムの構築 

 総合水質管理政策フレームワークの立案
 総合フレームワークを実施するためのガ
イドライン／マニュアルの開発 

 政策フレームワークおよび手順を実施に
関する地域事務所職員の教育・訓練 

 総合政策に関する他機関による連携・協調
の実行 

 政策レビューおよび精査 

 ガイドライン／マニュアルのレビューお
よび改訂 

 ガイドライン実施に関する地域事務所職
員に対する訓練の継続 

成果 2の活動
（本部） 

 ガイドラインの開発に関する EMB 地域
事務所との協調 

 水質モデリングのような科学的ツールな

 地域おけるガイドラインの試行に関する
協調ならびにガイドラインの精査 

 水質モデル、データベース、報告システム
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 第 1年次～第 2年次 第 3年次～第 5年次 

らびにデータベース、ネットワークのよ

うな情報システムの開発 

 水質管理基金の管理システムの開発 

 データ収集を含む水質状況報告作成シス
テムの構築 

 情報公開・教育メカニズムの構築 

 水質ラボ手順の合理化および地域職員の
訓練 

のような管理ツールの精査および改良 

 情報公開・教育施策の改善 

成果 3の活動
（地域事務

所） 

 初回の水質管理地域の指定 

 地域管理組織を設立するステークホルダ
ー間の協調の構築 

 地域管理員会をサポートする技術事務局
の訓練 

 水質管理地域の追加指定 

 地域の水質管理計画とそれに基づく管理
実施に関するステークホルダーの教育・訓

練 

 地域管理委員会およびステークホルダー
など多機関による計画立案 

 LGUによるアクションプラン立案 

 地域水質改善計画の実施 

 水質モニタリングに関する協調プログラ
ムの構築 

成果 4の活動
（地域事務

所） 

 データ調査／まとめ 

 水質状況報告書の作成 

 採水および水質測定機材の整備および訓
練 

 水系分類 

 未達成地域の特定 

 汚染源インベントリーの作成および分類 

 排水許可制度および排水課徴金制度の開
始 

 水質管理基金の会計および報告 

 法令遵守検査 

 未達成地域を管理するための水質モデル
の運用 

 データベースの構築 

 パイロット地域事務所の見学および学習 
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第 5章 プロジェクトの設計 

 

本章は第 4 章において説明した成果を発現するために、本プロジェクトにおいて取組まれる活動

について述べる。ここに述べられていることは Annex Aにあげている PDMと対応している。PDM

は本能力強化プロジェクトの構造をまとめたもので、上位目標、プロジェクト目標、活動、さら

には、評価指標、外部条件を述べたものである。 

本プロジェクトで実施する活動は４つの成果のもとに以下に述べるようにグループ化されている。

水質浄化法・施行規則の目的に沿って、これらの成果を生み出すための留意事項や取組み方策が

第 4 章に述べられている。ここでは、各々の活動について、総合的戦略、要求されるタスクの範

囲、方法、使用する機材、前提・仮定条件などについて述べる。 

活動内容の記述は本プロジェクトの実施主体である EMBの観点から表現している。技術支援チー

ムの日本側専門家はこの活動の実施に当たって支援、ならびに、指導を行うものである。ここで

はプロジェクトチームがなすべき事項の内容や方向性（例えば評価、技術的指導、訓練、調整、

機材供与）を説明する。 

5.1 総合政策、フレームワーク、ガイドラインおよび訓練 

＜成果 1＞： 水質浄化法に基づいた総合的水質管理政策と施行ガイドラインが整備され、EMB職

員に周知される。 

この成果を発現するための全体的な方策については、既に第 4 章において述べた。ここでの活動

には、政策の立案、ガイドラインの整備、および、それらについての訓練の 3 種類がある。政策

に関する活動は水質浄化法・規則を実施するための水質管理フレームワークを策定するものであ

る。ガイドラインは水質浄化法・規則の特定の条項、例えば排水料金の市場ベース手法、水域分

類、水質管理地域の指定と区域計画、未達成地域の特定、工業分類、遵守モニタリング等の実施

についての手順を示すものである。 

このようなガイドラインの策定において共通してなすべきことは、法規の要求範囲と内容の精査、

これらについての EMBとの合意、他国の経験についての調査、案文の作成、案文を検討するため

のワークショップ、第 1 次の改定、パイロット地域における試行、ならびに、それに基づく第 2

次の改定である。 

成果 1の達成度は、次の指標に基づいて評価することとする。 

 総合的水質管理政策が作成さる。 

 施行ガイドラインが発行される。 

 総合的水質管理政策と施行ガイドラインについて普及・訓練が行われる。 

ここでの外部条件は、他ドナーが本プロジェクトによって策定された手順を適用しつつパイロッ
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ト地域以外の地域おける能力強化の実施に関心を寄せることである。 

5.1.1  水質管理フレームワーク 

活動 1.1： 総合水質管理政策とその施行ガイドラインを策定し、関連機関の連携・協調体制

を設立する。 

水質浄化法に規定される総合政策フレームの目的については第 4章で述べた。フレームワー

クの目指すものは総合的水資源管理（IWRM）の導入、ステークホルダーの参加、ならびに、

規制と市場ベース手法といった革新的管理の導入である。 

フレームワーク、および、アクションプランの作成は水質管理問題に関する二つの重要な課

題に取組むことを意味する。一つは EMBによって規制される産業、および、商業等の点源

汚染源に起因する水質汚染への対処である。フレームワークにおいては規制対象先を増加す

ることによって、点源汚染源に対する規制強化を行う。もう一つは生活排水への対策である

が、これへのマンデートは EMBの権限外であり、衛生問題は地方政府の権限に属し集合型

下水道の場合は水道区（Water District）や公共事業・ハイウエイ省（DPWH）、または、地方

水道局（LWUA）の権限となる。これらの機関に対して EMBは指令を発することはできず

連携・協調に基づく水質管理活動を行うこととなる。 

EMBは上記の家庭排水への対処として、LGU、DPWH、健康省（DOH）、Water District等と

連携・協調を始動する立場にある。下水道開発のマスタープラン自体は本活動の対象ではな

いが、それを策定するための準備を始動させるものである。 

5.1.2  水質管理地域指定のガイドライン 

活動 1.2： CWAに基づき、水質管理地域（WQMA）と未達成地域を指定するためのガイド

ラインを策定する。 

水質浄化法・規則に規定されるように水質管理地域を指定するには二つの方法がある。一つ

は EMB地域事務所が、DENR（実際は EMB本部）の策定する基準に基づいて指定するもの

である。他方は例えば LGU、PAMB、市民団体など機関が一定の地域を提案するものである

が、この場合は提案者がデータや報告書等を収集して関連情報を準備することが求められる。 

双方のケースについて水質管理地域を指定する要領がガイドラインで述べられる。このガイ

ドラインにおいては必要とする技術的調査やステークホルダー間の協議、ならびに、水質管

理地域の提案を裏付ける情報（例えば水質データ、地域境界を表す地形データ）が明らかに

される。さらに、ガイドラインにおいてはこの提案を行う過程での関係機関（EMB 本部、

提案者等）の役割、データ収集、技術的調査、報告書の作成、指定を認可する DENR への

勧告等の内容を明らかにする。 

また、このガイドラインにおいては未達成地域、すなわち、水質ガイドラインを超過して汚

染が進行している水域を指定する要領を明らかにする。この未達成地域の指定は、例えば汚
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染料金の追徴等を含むことになるため関係団体との十分な協議が必要となる。ガイドライン

は水質現況の調査や未達成地域として指定するための協議過程に係わる技術的基礎事項を

明らかにしなければならない。 

5.1.3  市場ベース手法に係わる政策 

活動 1.3： 企業の自主的な水質管理を促進するための総合政策を立案し、施行ガイドライン

を策定する。 

市場ベース手法に係わる総合政策の策定にあたり、その必要性の根拠が明らかにされなけれ

ばならない。市場ベース手法を適用する重要な前提は、これの実施によって排水基準、罰則

金、法的罰則等の規制的手法がなくなるわけではなく、排水料金を支払えば汚染する許可を

付与するわけではないということを明らかにする必要がある。第 4章に述べたように、この

手法は汚染対策・管理に最も経済的な方法を導入することを目的として排水基準を補完する

ものである。 

この政策は、市場ベース手法とコマンド・アンド・コントロールによる規制とを織り交ぜた

ものである。それゆえ、単に資金を得るための手段と誤解され一般国民の反対を招かないよ

うにその目的や内容を明瞭に説明することが肝要である。新たな排水許可制度に基づく排水

料金は市場ベース手法の一つ例に過ぎない。この政策は水質浄化法においてその可能性が示

されている排水割当や排水取引のような他の経済手法についても述べるものとする。 

市場ベース手法は水供給に係わる類似の制度との調整を必要とする。濃度規制に対応するた

めに安価な地下水で排水を希釈することが各地で広く行われているが、水資源に対する適切

な価格付けがなされなければこのような行為を止めることはできない。したがって、排水に

対する市場ベース手法の政策は水供給の価格との関連付けを考慮する必要がある。これにつ

いては、幸いにも参照とすべき地域的調査が既になされているので、プロジェクトチームは

これを利用できる。 

5.1.4  水系分類に係わる手順 

活動 1.4： 内陸水、地下水、海洋水の水系分類ガイドラインおよび地下水脆弱性地図作成ガ

イドラインを策定する。 

フィリピン国の水質標準は水の便益的利用による分類に基づいており、例えば生活用水のよ

うに高い水質が要求されるほど厳しい標準が適用されることとなる。現在、水系分類は完了

していない状況にあるが、このことにより水系分類がなされていない水域においては排水基

準が適切に実施されないといった規制実施に悪影響をもたらしている。 

現在、EMB は河川水質についてのガイドラインはあるものの、水系分類の作業を合理化し

速やかに遂行されるようにこれを改訂する必要がある。水質管理地域や未達成地域の指定手

順に、この水系分類作業が統合されるべきである。基本的手順は双方とも類似しているため
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これらを統合することによって費用と時間を節減できる。水質管理地域や未達成地域の指定

手順のどこに水系分類作業が組み込まれるべきかについて、このガイドラインの改正におい

て明らかにするものとする。 

現在、海水と地下水の分類に関してはガイドラインがないため、始めから整備がなされるこ

ととなる。これらのガイドラインは、総合政策フレームワークが表面水と地下水との組合せ

利用を前提にして策定されると見られるために重要である。また、地下水分類がない限り、

地下水脆弱性マップを地下水質と関連付けるパラメータの基準を定め、また、優先的事項を

決めることができない。 

5.1.5  水質管理地域計画のガイドライン 

活動 1.5：WQMAアクションプランと遵守計画作成ためのガイドラインを策定する。 

この活動は、例えば水質管理地域計画の開始手続き、EMB 地域事務所の技術事務局におけ

る役割、計画改正の方法や計画マニュアルを含んだガイドラインを作成するものである。計

画マニュアルは住民参加を基調とする体系的な地域的計画、すなわち、実質的には地域水質

管理マスタープランを作成するための手法を説明するものである。 

地域アクションプランには直接関係するステークホルダーのみならず、例えば DOH や

DPWH のように地域で活動する他政府関連機関も係わるので、ガイドラインは各参加者を

適切に調整する方策も述べるものとする。目的とする地域計画の範囲を考慮すると、計画自

体は技術作業部会において作成されるべきであろう。したがって、このような作業部会を組

織し管理する方策が述べられるものとする。 

水質浄化法によれば各地域のアクションプランの作成はマルチセクターグループを通じて

管理委員会によってなされる。水質管理地域を管轄する LGU はそのアクションプランを実

施するために遵守計画を作成することが求められ、また、遵守計画の実施状況は管理委員会

によって監理される。ガイドラインは特に EMB 地域事務所が管理委員会や LGU の行う活

動を適切に主導することを目的としているが、管理員会や LGU も、また、計画策定にあた

っては支援を必要とするため、これらについては別途に参照マニュアルが必要である。 

5.1.6 排水料金制度に係わる手順 

活動 1.6：  排水許可システムを実施するための汚染負荷および課徴金算定システムのガイ

ドライン作成を支援する。 

水質浄化法・規則に規定されているように、排水課徴金制度は排水処理施設や下水処理施設

等全ての排水源、ならびに産業、商業施設の排水源に対しても適用される。未達成地域にお

ける新たな汚染源に対しては 20%増しの料金が課されることとなる。 

施行規則においてこの料金制度についての一般的な説明はなされているものの詳しいガイ

ドラインがなければ混乱をきたすものと予測される。排水料金の算定は排水中の汚染負荷と
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用水汚染負荷との差を正味の汚染負荷としているが、負荷の算定は排水量の測定を必要とす

るため、それを特定するにはどのような計測器によって、どのように測定されるべきか定め

られなければならない。 

排出許可を申請する時点において排水料金は算定され徴収されなければならないことにな

っているが、これより汚染負荷を実際の状態に基づくか、あるいは、仮定に基づいて算定す

る手順が必要となる。実際の汚染負荷はサンプルを採水することによって測定されるが、こ

の場合でも採水の時期、ならびに、サンプル収集の要領が適切に定められなければならない。

ガイドラインでは、外部の水質ラボを使ってなされる場合、その結果を EMBが認可するに

はサンプルがどの場所で採取されるべきか定めることが必要となる。汚染負荷の計算を過去

の自己申告報告に基づいて仮定して行う場合は、これら報告書の信頼性に基づいたスクリー

ニング方法、さらには、どのような場合に汚染負荷を BOD、または、TSS に基づいて計算

すべきか明らかにすることが必要である。 

5.1.7  水質管理基金のガイドライン 

活動 1.7： 国家水質管理基金（NWQMF）の管理のためのガイドラインの策定を支援する。 

水質浄化法・規則に基づいて国家財務の特別会計として国家水質管理基金が設けられる。こ

の資金源は、排水料金の他に排水許可料、および、汚染調停委員会（PAB）によって課徴さ

れる違反・罰金である。EMB は水質改善やこれに関連するプロジェクト／活動、特に国家

水質アクションプランに関連したプロジェクト／活動に対し、この資金を投資する詳細基準

を設定する責務を与えられている。この活動は上記の投資基準を策定するとともに、この基

準をどのように適用するかの手順を定めるものである。 

施行規則にあげられているように、この国家基金の投資対象としては水質モニタリングに係

わる機材の購入、住民教育キャンペーンと関係行事の費用、関係する調査、水質汚染で被害

を受けた地域の回復措置、モニタリング計画と実施に係わるスタッフ雇用などである。この

ガイドラインは支出や会計方式を含む資金運用の基準を定めるものとする。 

一部の資金は汚染調停委員会（PAB）によって課徴される環境被害評価からの収入であるた

め、このような被害の算定の手順もガイドラインにおいて述べられるものとする。また、施

行規則が求めているように、このガイドラインは投資がなされた回復措置の現場が環境被害

コスト評価の対象とする実際の現場かを検証する手順についても述べるものとする。 

5.1.8 汚染源分類の手順 

活動 1.8： 水質汚染に関する産業分類を行うためのガイドラインを策定する。 

この活動において規定される分類とは汚染源に係わるものである。一般に水質汚染源は点源

汚染源と非点源汚染源に分類されるが、多くの水質汚染に係わる対策は、容易に発生源を特

定し規制しやすい理由で、従来法によるものであれ、また、新たな市場ベース手法であれ点
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源汚染源に対して行われている。しかしながら、点源汚染源への対策が効果的であったとし

ても非点源汚染源に対する対策が取られない限り水質は改善しない。 

ほとんどの下水は下水施設へは排出されず地下浸透か排水溝へ流入している腐敗槽へ排出

され水域への特定の流出点がないため、このような下水の場合は非点源汚染源に分類される。

都市衛生や下水道施設が不備であるためにパシグ川やラグナ湖の例で明らかなように生活

排水の水質汚染への影響は大きい。企業側は、排水課徴金制度の導入によって生活排水源は

何の影響も受けないのに、汚染者支払いの矢面に立たされているとの不平を表している。非

点源汚染を正確に分類化することは、経済的手法を導入することに関連して、適正な管理方

法を見出すための最初のステップである。例として LLDAは環境使用料金を水使用料金に組

こんだ方式で家庭へも適用することを計画している。 

汚染源の分類には 2種類あるが、一方は点源汚染源と非点源汚染源の分類である。他方は主

に産業や商業施設の点源汚染源において、汚染源や排水性状の種別や大きさに基づいた分類

であが、分類は次の要領によってなされる。 

  汚染源を管理するための政策・プログラムを策定するために非点源汚染源の程度に

関する情報を EMBに供給する。 

  非点源汚染源については目標とする対策が開発されるための優先度付けを進める。 

  点源汚染源については、水質浄化法に規定されている適切な産業別基準が適用され

ように、また、排水課徴金が小規模な産業事業者からの不平に応えるように産業を

主とする汚染源を分類する。 

5.1.9 連携水質モニタリングに係わるガイドライン  

活動 1.9：  WQMA における住民グループおよび他機関との水質モニタリングの連携プロ

 グラムを構築し、ガイドラインを策定する。 

水質浄化法・規則では水質モニタリングや調査を実施するために水質管理地域にマルチセク

ターグループを設置することが謳われている。規則は環境水質モニタリングと企業に対する

法令遵守モニタリングの双方をこれらのグループが行うことを示しているように解釈され

る。 

EMB にとっては水質モニタリングや調査に外部団体が加わることは、人材や機材の不足を

考慮すると良いことである。特に水質状況報告書の初版を発行する期間には、水質データの

乏しい EMB地域事務所にとっては、これらのグループからデータが提供されることになる。

これらのグループには既にデータを所有しているか、または、収集が可能な学術研究機関や

専門家集団も含まれる。 

マルチセクターグループがモニタリング、特に汚染企業の調査をどのように実施するかを明

らかにするためにガイドラインが必要とされる。このようなグループがどの程度まで企業の

敷地に立入りを認可されるかについて明らかにされることが必要であり、排水採取のための



フィリピン国水質管理能力強化プロジェクト 
プロジェクト・ドキュメント 第 5章 プロジェクトの設計

 

5-7 
－304－

立入りから生じるトラブルを未然に防止することが必要となる。これらのグループによるモ

ニタリングが EMBによる通常のモニタリングとの重複や矛盾があってはならない。ガイド

ラインにおいてはモニタリンググループメンバーの資格に基づいた選抜、採水や証拠を収集

する際の標準的な手順が示されるものとする。 

5.1.10 排水基準の流動的適用に係わるガイドライン  

活動 1.10：  特定の産業汚染源に対して流動的な排水基準適用を許容するためのガイドライ

ンを策定し、調整を行う。 

水質浄化法・規則に基づけば、臭素のように自然現象で発生する汚染濃度が水質ガイドライ

ンを超える場合、また地熱施設のような既存施設からの排出が環境に著しく影響せず公衆の

健康を害さない限りは許容される。このガイドラインはそのような流動性（または変動性）

を与えるための条件、ならびに、水質ガイドラインを超える汚染負荷が生態系や公衆の健康

を害さない基準を定めるものである。また、ガイドラインは不測の環境上の障害が発生した

場合、説明責任を果たすためのメカニズムを整えられるように（例えば環境保証資金の拠出

など）、当該流動的適用を必要とする産業（特にエネルギー分野）と協調するための方策を

定めるものとする。 

この業務は最終的には水質浄化法が求める産業分類を策定するための協調メカニズムを包

含することになる。 

5.1.11 法令遵守検査の手順 

活動 1.11：  重要な汚染源を特定するとともに各種汚染源施設の法令遵守検査マニュアルを

策定する。 

EMB は機材やモニタリングを担当する人材において不足であるために、検査対象とする汚

染源を優先度付けすることが必要となる。遵守マニュアルにおいては検査において優先され

るべき各種の施設を区分する必要がある。区分されるべき施設は、(i) 既存の排水基準への

遵守を要求される施設、(ii) 自然的に発生する濃度が高い理由によって水質基準を超えるた

めに流動的適用が確認される施設（地熱開発地域におけるエネルギー分野での臭素）、(iii) 暫

定的に基準を超える流動性敵適用が許可され、基準適合へのデモンストレーションが同意さ

れている施設（PEPP）などである。 

マニュアルにおいては企業が従うべき排水基準に遵守しているかという観点から自己申告

レポート（SMR）の正確性を検証する方策が規定されるものとする。この検査においては、

排水料金の支払額の正確性を検証するために排出水量や BOD、TSS が測定される。また、

汚染を防止、または、抑制に成功した場合に行われる排水料金還付の申請（水質浄化法・規

則の報奨制度に規定される）に対する実際の BOD、TSS負荷の削減も検証される。 

EMB による検査のための汚染源優先度付けは排水の調査を助勢するマルチセクターグルー
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プを動員するガイドラインと調和されていることが必要である。マルチセクターグループに

よる調査は、例えばレストランのような商業施設の定期的、または、任意の検査に絞られる

可能性がある。この場合、EMBは大規模な企業や PABが制裁の対象としている問題のある

汚染源に集中できることとなる。 

5.1.12 水質基準および排水基準のレビュー 

活動 1.12： 水質ガイドラインおよび排水基準をレビューし改定する。 

現在、DAO34、および、DAO35において環境水と排出水とについての水質基準がある。DAO34

は内陸、および、沿岸の水質分類を定めたものである。一方、DAO35 は水系分類に基づい

て汚染物質の排水基準を定めたものであるため、排水基準は受け入れ水域の分類によって異

なる。 

水質浄化法規則は DAO34 と DAO35 との水質、および、排水基準を用いることとしている

ものの、ある時点でこれらを見直すこととしている。最終的には水系分類のみならず産業の

種別に応じた排水基準を設定することを意図している。例えば、汚染対策が少なくて済む近

代的産業はより厳しい排水基準に従う、一方汚染対策に費用を要する旧式の産業はより緩い

排水基準に従う。このような組み合わせによって水質保全地域の目的に到達するための総合

的な汚染対策費用を削減できることとなる。 

この活動の目的は実際に特定の水質標準を設定するのではない。この活動は EMBがどのよ

うな時期に業種ごとの基準を適用するのか、また、これらの基準策定の作業を開始するとい

った手法を述べたガイドラインを策定するものである。 

DAO34 の水質分類基準の改正の目的とするところは、分類を設定するにあたり水域の便益

的利用以外の事項、たとえばその地域の開発程度、地域ステーキホルダーの優先傾向などを

考慮することである。 

5.1.13 ガイドライン・手順に係わる研修 

活動 1.13：  EMB本部および全 EMB地域事務所に対し上記ガイドラインの研修を行う。 

各々のガイドラインが作成された時点でそれらの使用についてのオリエンテーション、およ

び、訓練プログラムが実施される。ほとんどのガイドラインは水質浄化法のもとに付与され

たマンデートを EMB地域事務所が実施するためのものであるので、大多数の参加者は地域

事務所の水質管理部門の関係者である。 

ガイドライン作成の初期において、本活動の一環として訓練の必要についての調査がなされ

る。既に JICAによる水質浄化法施行規則作成の支援過程における地域事務所能力調査にあ

たって訓練の必要性が認められている。この調査結果はレビューされガイドライン作成グル

ープへフィードバックされ、また、この結果に基づいて訓練計画が作成されることとなる。

訓練資料を保管し地域事務所職員が容易に利用できるように、これらは電子ファイル化され
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インターネットを介してアクセスできるプロジェクトのウエブサイトにアップロードされ

ることとなる。 

訓練計画は水質管理モデル、および、それらのシステム、ガイドライン作成に反映されるべ

き教訓を見学・学習するための日本への研修を含むものである。 

5.2 EMB本部の能力強化 

＜成果 2＞： EMB本部の地域事務所を主導し指導する水質管理能力が強化される。 

この成果の全体的方向と戦略は第 4 章において述べられている。以下にあげられた活動は水質浄

化法・規則の実施に係わる EMB本部と地域事務所の連携・協調を強化するものである。すなわち、

水質モデリング、情報公開、データベースシステムとネットワークの整備・開発、水質状況報告

書、国家水質管理基金の運営、さらには、EMB本部ラボの訓練プログラムの支援、本部スタッフ

の情報管理システムに係わる訓練、パイロット地域以外の地域に対する他ドナー支援の促進など

である。 

成果 2の達成状況は、次の指標に基づいて評価される。 

 以下の水質管理システムが、EMB本部による地域事務所との連携の下に構築され稼動す

る 

- 本部が地域事務所間の調整体制が整っている。 

- 水質管理モデルが構築されている。 

- データベースおよび情報管理システムが構築され地方と本部間で共有されている。 

- 国家水質状況報告書が発刊される。 

 本部ガイドラインに沿った活動を 3 パイロット地域で実施するための調整機能を果たし

ている。 

データ管理システムについては、プロジェクトチームが GIS インターフェイス（DENR から

NAMRIAへの）開発のために必要とするベースマップやシェイプファイルを含んだ既存記録やデ

ータベースが利用可能であることが条件となる。さらに、EMBによって、例えば水理学的データ

モデルリングに要するデータ／情報を保有する NWRB のような関係機関とプロジェクトチーム

との協調・連携が促進されることが条件である。 

5.2.1 EMB地域事務所との協調 

活動 2.1：≪ 成果 1≫において策定されたガイドラインの実施について EMB本部と地域事

務所との協調体制を確立する。 

プロジェクト開始後の 2 年間において、EMB 本部と地域事務所のディレクターを集めた 4

半期ごとのワークショップを開催し、完成したガイドラインのレビューを行う。このワーク

ショップによって、ガイドラインについての初期におけるフィードバックが可能となり、ま
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た、パイロット地域での試行結果からの成果や教訓を得ることができる。 

5.2.2 水質モデリング 

活動 2.2： 適切な水質管理モデルを構築し、試行する。 

本活動はその地域に見合った水質管理モデルの条件を評価することから始まる。これによっ

て EMB は、(i) 構成可能な既存モデルの購入、または、(ii)モデルの開発・製作等を含めて

最善の方法を選択することとなる。EMB はダイナミックモデルである MIKE11 を利用した

経験がある。これを使用するためにはプロジェクトは基本的水理学モデルと BOD－DOとの

相関を扱うアドオン水質モジュール（硝酸とバクテリアとの相関も含む）を購入しなければ

ならない。さらに、縣濁物質については対流分散モジュールも必要となる。 

この MIKE11 のようなダイナミックモデルがどの程度利用できるかはデータ賦存状況に左

右される。例えば殆どの主要河川については BOD、硝酸、リンなどの汚染物質の 4 半期ご

とのデータがあるが、このダイナミックモデルが必要とする他のデータ（例えば速度係数）

は存在しない。モデルは初期設定値をもってはいるものの、このモデルに適合するデータ値

は十分には存在しない。 

ダイナミックモデルが利用できない地域においては、代替案として、スプレッドシートベー

ス、ないしは、水理ダイナミックや生物学的関係を用いた数理モデルが開発される。しかし

ながら、潮位の影響を受ける汚染が進行した河川（ほとんどが沿岸の都市圏に位置する）の

場合、複雑な水理ダイナミック関係を扱うモデルが必要であり、最初からモデルを作成する

ことは難しい。 

5.2.3 情報公開 

活動 2.3： 水質管理問題についての住民意識を高めるためのキャンペーンを企画し、試行す

る。 

情報公開プログラムは一般大衆に対する受動的な情報普及のみならず、人々を政策提案やそ

の地域の水質管理に参加を促進させるようにすべきである。 

したがってこの活動はコミュニケーション方法を開発することから開始することとなる。こ

のような戦略は積極的に、かつ、定期的に様々な場所の水質状況を含んだ水質管理の結果に

係わる情報を提供するものであるべきである。この情報公開は水質汚濁物質の環境濃度にお

ける削減やトータル負荷の削減に係わる定期的な更新を行なうことも含まれる。これらは水

系伝染病の減少といった単純な指標へ変換した形でなされるべきである。 

5.2.4 データベースの開発 

活動 2.4：  EMB 地域事務所が利用する水質および汚染源データベースとその報告システ

ムを構築する。 
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データベース管理システムは EMB本部において構造、保守、安全システムなどが設計され

るがその構築は地域において行われる。そのシステムは EMB本部が国家データベースに定

期的に地域からアップロードできるように設計される。機能が十分であること、ならびに、

地域事務所において容易に利用できることが重要な要件である。データベースの内容として

は環境水質条件や汚染源（それらの位置を含めて）などが含まれることとなる。 

EMB データベースシステム（実際は情報管理システム）は自動にて作られる定期報告、主

要指標による報告、情報についての特定の要望に対する対応、例えば特定のパラメータが閾

値を超過するような異常事態に対する例外報告などの処理が可能なものとする。このように、

データベースはデータを単に加工や保管するだけではなくて水質管理業務を支援するもの

である。 

関係型データベースのみが計画、特に情報公開や管理業務の支援にとって必ずしも便利とい

うわけではない。データベースに収容される多くの情報は点源汚染源、河川流路に沿った水

質の変化のように場所ごとの属性を有するので、データベースは情報が視覚的に示されるよ

うに GISとリンクされ、地図情報として報告される必要がある。望ましくは水質管理モデル、

データベース、ならびに、GISにリンクされるべきである。 

EMB のデータベースは他の関連機関とリンクされるように設計されるべきである。水質管

理の水質に影響する生物化学的プロセスを理解することだけでは十分ではなく、それを社

会・経済条件を重ねて検討すべきである。各種の面から社会・経済システムは地域における

水域の開発圧力の源である。人口の増加、分布、家庭や地域社会の状況、収入源、産業と商

業活動、土地利用の変化、あるいは、その他の経済活動などについての NEDA データベー

スと EMBデータベースはリンクされる必要がある。 

5.2.5 データおよび通信ネットワーク 

活動 2.5： EMB 本部と地域事務所間で共有される水質管理情報・システムを構築し、EMB

内での研修を行う。 

前述のようにデータベースそれ自体はEMB本部において開発された標準的データベースを利

用して構築される。地域データベースのコンテンツは定期的にプログラム化されてファイル

移送によってインターネットを経由してアップロードされ、本部に集約される。集約された

データベースはデータ性能の検証がなされるべきである。EMB 本部のデータベースがインタ

ーネットを経由したアクセスが可能になれば地域事務所や他の認定機関の利用者は集約した

データを検索・照会できることとなる（第 5-1 図）。日本側はこのようなデータベースシステ

ムの稼動に必要とするコンピューター装置とソフトウエアーを供与する。 
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第 5-1図 データベースの基本配置 

このような概念の実現をいかに効率よく開発するかはプロジェクトにおいて検討されるこ

ととする。EMB 本部データベースは地域からのデータアップロードを最小のコストで可能

なインターネット上での運用ができるように設計されることが望ましい。EMB 本部データ

ベースはウエブベースのシステムとして設計されるのが良いが、それによってウエブサイト

からのログインによるアクセスが可能となる。EMB 本部のデータベースの開発コストを最

小に済ませるためにはPHPやMySOLのようなオープンソースプログラムが利用されるべき

である。ウエブサイトはプロジェクト期間においてはプロジェクトによって維持管理される。 

ウエブベースのシステムは通信支援が組み込まれるように設計されるべきである。ウエブサ

イトにおいてはメッセージボード、例えば Eメールアドレス一覧、チャットルーム、インタ

ーネット音声会議のような本部と地域事務所との情報交換の手段を組み込むことが可能で

ある。電子学習材料もウエブサイトを経由して利用できるリソースとすることができる（活

動 1.13を参照）。 

5.2.6 国家水質状況報告書 

活動 2.6： 各地域からの報告を元に国家水質状況報告書（初版）を発行する。 

DENR（EMBを通して）は水質浄化法により国家水質状況報告書を発刊することが求められ

ている。この初版状況報告書は水質浄化法が発効（2004年 5月）後、2年以内に発効するよ

うに義務付けられているので、この報告書の期限は 2006 年の中期となる。この報告書は総

合水質管理フレームワークの作成に利用されることとなる。最初の報告書発行の重要性を考

慮して、プロジェクトはその準備を行ない発刊の費用を負担することとする。 

国家水質状況報告書は地域事務所によって提出された報告書の集約版としての意味を持っ

ている。報告書の書式は EMB本部によって企画されが、地域事務所が必要な情報を提供で

きるようにデータ様式については協議することが必要である。プロジェクトチームがパイロ

ット地域のみならず情報を提供するのに問題がある地域を訪れ、また、地方機関（例えば大
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学）のデータ提供を支援することが必要である。 

5.2.7 水質管理基金 

活動 2.7：≪活動 1.7≫にて策定されたガイドラインに基づいて国家水質管理基金の運用手

続きを支援する。 

プロジェクトチームは経験を積み重ねることによって改定が必要になる可能性を含む基金

管理の手順を実施する作業において、EMB 本部を支援する。この基金が無償供与や寄付な

どの多様な出所から成り立っており、また、対策、情報キャンペーン、調査など各種の支出

が想定されているので資金管理、ならびに、会計システムを確立する必要がある。 

会計システムは、資金の重要な出所が排水許可料金であるので地域の標準的なサブ会計シス

テムを考慮して開発されるべきである。また、国家基金の一部は地方におけるプロジェクト

に対する支援や報奨の付与に配分・支出される。それゆえ、管理システムは単なる資金会計

に留まるものではなく、許可料金の徴収や配分資金の用途といった地域にける財源管理記録

を審査し、資金の利用や移動を記録するメカニズムを有しなければならない。 

5.2.8 採水用機材およびラボラトリー業務の訓練 

活動 2.8： 地域事務所支援のための EMB中央検査所の体制を整備する。 

EMB 本部の水質管理課職員は研究用の水質データを収集し（例えば、地域における水質モ

デルの校正など）、また、地域からの水質報告を検証するために採水器、および、現場水質

測定装置を必要としている。 

EMB 本部ラボラトリーは既に重金属類を含む液体、底泥、汚泥、生物体などの有機物を分

析できる十分な装置と技術能力を有している。このラボラトリーは、長年、世界銀行、

DANIDA、JICA などから施設や機材の供給を受け各種の支援を得ている。現在、この本部

ラボラトリーは地域職員に対する訓練を行う機関としての方向付けがなされているが、これ

を行うために機材が必要となる。水質浄化法のもとに規定される水質項目の分析や分析方法

のスクリーンニング、評価など（簡易測定、スクリーンニングテスト、高度な方法）の手順

が主な訓練内容である。 

EMB 中央ラボラトリーに供与する機材は訓練センターとしての機能を果たせるように視聴

覚、および、情報教育用の機材を含むこととする。 

5.2.9 情報システムおよび基金管理に係わる訓練 

活動 2.9： ≪活動 2.5≫において構築された水質管理情報・通信システムの使用について、

EMB本部職員に対する訓練を計画し実施する。 

EMB 本部スタッフ、特に水質管理課の職員に対して、本プロジェクトで構築された水質管理



フィリピン国水質管理能力強化プロジェクト 
プロジェクト・ドキュメント 第 5章 プロジェクトの設計

 

5-14 
－311－

モデル、情報・通信システム、基金管理システムに関する訓練が行われる。ここで重要なこ

とは、最初にプロジェクトチームが開発して、それから、EMB 職員を訓練するというのでは

なく、システムの開発中において訓練を行うことである。これによってツールの開発に EMB

職員が係わることができ、また、より迅速に開発されたツールの運用に習熟できることにな

る。 

5.2.10  他支援機関による追加支援の促進 

活動 2.10：  パイロット地域における成果の他地域事務所への波及を促進し、また他ドナー

による補完的支援を促進する。 

第 4章で述べたように、本プロジェクトへの JICA予算は限られているために、地域事務所

における活動は 3ヶ所のパイロット地域においてのみ行われる。しかし、地域に対する支援

の便益を受けるのはこれらの 3ヶ所だけではない。このパイロット地域は、本プロジェクト

において開発された手順やシステムを試行し、その結果を全国に普及・適用することを目的

とした学習地域である。その地域は高度の都市化地域、沿岸・エコツーリズム地域、あるい

は、工業地域であり、他地域を代表するものである。 

本プロジェクトにおいて開発された手順やシステムを全国的に実施するために、プロジェク

トチームは、WB、ADB、および、EU等の他援助機関からの援助を得るように EMB、およ

び、FASPOに対する支援を行う。このための活動としてガイドライン作成、システム開発、

および、地域における施行についてのプロジェクト進捗状況を定期に報告する。重要なこと

は他ドナーによる重複や不十分な企画を回避し、本プロジェクトと共通した戦略（手順やシ

ステム）に基づいて全国的な能力強化に他ドナーが取組めるようにすることである。 

他の地域がいかに手順やシステムが実際に使われているかを観察する一方、プロジェクトチ

ームはその地域が地域特有のニーズに即した技術支援プロポーザルを作成することを支援

する。主要ドナーが参加するワークショップを毎年開催し、その中で他地域のための開発プ

ロポーザルが提出され、これによって他ドナー支援が得られることになる。 

 

5.3 水質管理地域に係わる支援 

＜成果 3＞： 水質管理地域を指定し、水質管理委員会等を設立・運営するためのＥＭＢ地域事務

所の能力が強化される。 

成果 3の全体的方向性と戦略については既に第 4.5.3項において述べたとおりであり、主要な活動

は水質浄化法のもとに設定された地域ベースの管理を実施するために定められた各種のステップ

を具体化するものである。このステップとは管理委員会の設立、地域ベースのアクションプラン、

および、LGUによる遵守計画書の策定、地域水質管理基金の管理・運営、ならびに、共同で行う

水質モニタリングの開始である。 

ここにおける重要な前提条件は、プロジジェクトの組織設立の支援活動が遅延したり、また、過
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度の時間的制約を受けることのないように、EMBが各パイロット地域において少なくとも一ヶ所

の水質管理地域を適切な時期に指定することである。一方、各パイロット地域の EMB地域事務所

は技術事務局の業務を行う適切な人員の職員を有していなければならず、また、ディレクターが

必要な場合は他機関の職員を事務局の業務に指名しなければならない。また、水質管理地域の関

係機関と LGUは地域管理計画を適切に作成し、実際に実行されるように自らの予算においてその

役割を果たすように準備する必要がある。 

成果 3の達成状況は、次の指標に基づいて評価される。 

 少なくとも１ヶ所の水質管理地域が各パイロット地域に設定される。 

 設定された水質管理地域において水質管理委員会が組織される。 

 水質管理委員会により水質管理アクションプランが策定される。 

5.3.1 水質管理地域の計画 

活動 3.1： ≪活動 1.2≫で策定したガイドラインに基づいて、WQMAの地域の指定を実施す

る。 

＜活動 1.2＞において既に述べたように、水質管理地域は DENR/EMBによる発動、もしくは、

民間グループによってなされる申請に基づいて指定される。プロジェクトチームは EMB地

域事務所がこの二つのアプローチのもとに地域を区画・計画する作業を支援する。 

地域計画のガイドラインは 2種類のクリテリア、すなわち、第一に適切な情報に基づいて正

式に区画された地域とみなせるような情報を含む必要事項に対するチェクリストである。第

二は、DENR長官が提案された地域を指定するために利用するベースとして使われる。これ

ら二つのクリテリアは水質管理地域を指定する際の一連のスクリーニング過程において使

われることとなる。 

プロジェクトチームは、先ず 3ヶ所の地域事務所がそれぞれの地域において水質管理地域の

対象区域のインベントリーを準備する作業を支援する。この候補インベントリーについて、

それらが実際の指定のクリテリアによる最初のスクリーニングをパスするかどうかが審議

される。プロジェクトチームは地域事務所が候補先地区の必要情報を収集し、また、まとめ

る作業（例えば境界地図の作成、データまとめ、報告書の作成）を支援する。 

5.3.2 地域管理組織の設立 

活動 3.2：≪活動 1.2≫で策定したガイドラインに基づいて、指定されたWQMAにおいて水

質管理委員会を設立する。 

プロジェクトチームは各パイロット地域において２ヶ所までの水質管理地域の設立を支援

する。大気浄化法の大気境界ゾーンを設定した EMBの経験によると、水質管理地域管理委

員会は大きなマルチセクターの集まりになり、実際の管理委員会は多分野からの集まりで構
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成されるものと思われる。管理役員会の下で代表部が日常的な活動を実施する。技術作業部

会がテーマごと（例えば河川改善、汚染モニタリング、政策）に計画を行うこととなる。 

技術作業部会はプロジェクトの提案、計画、および、組織上の問題を検討する場になる。こ

の作業部会を通してマルチセクターのモニタリンググループが構成されることとなる。この

ような活動の全てにおいて技術部局の役割が、グループの形成を開始し、あるいは、EMB

と他機関との連携に基づく活動の促進することにおいて重要になる。このようにプロジェク

トチームは技術事務局、すなわち、地域管理の機構を支援することとなる。 

プロジェクトチームはパイロット地域事務所が水質管理地域の技術事務局を組織し、また、

管理機構（管理委員会および代表部）を組織することを支援する。また、この技術事務局を

通してプロジェクトチームは各種の作業部会の形成や地域計画を作成するに必要とする説

明会や訓練の実施を支援する。これには水質汚染管理、管理ツール、および、基礎的な計画

技法に習熟するための訓練も含まれる。 

5.3.3 地域水質管理の計画 

活動 3.3：≪活動 1.5≫で策定したガイドラインに基づいて、水質管理委員会が策定する地

域水質管理アクションプラン、また、地方自治体が策定する遵守計画書の作成を

指導する。 

プロジェクトチームは技術支援の終了後においても機能が継続するように、委員会をサポー

トする技術事務局の役割や責任を強化する業務を行う。技術事務局を通してプロジェクトチ

ームは各種の活動が適切に行われるように地域管理システムを導入する。ここでの活動とは

地域のデータシステム構築の開始、ステークホルダーの動員、マスタープランの作成、LGU

によるマスタープランに基づくアクションプラン作成、地域水質管理基金の管理、EMB と

一体となった水域の水質モニタリングの継続などである。 

5.3.4 地域水質管理基金の管理 

活動 3.4 水質管理委員会の行う地域水質管理基金の設立および管理を支援する。 

水質管理地域において徴収した排水料金は地域水質管理基金において管理されることとな

る。水質浄化法の規定により、この基金は管理地域における水域の維持、特にアクションプ

ランにおいて特定された各種活動を支援するために使われる。たとえば、モニタリング機材

の購入、情報キャンペーンの実施、技術事務局のスタッフの雇用、ならびに、委員会の運営

などである。 

この活動は資金の流れを管理するための水質管理地域の会計システムを構築・管理するもの

である。プロジェクトにおいて開発された資金管理ガイドラインを利用してプロジェクトチ

ーム（技術事務局を通して）は、地域管理委員会が地域資金により支援されるべきプロジェ

クトの選別や評価を行うためのクリテリアの作成、資金運用管理、支出管理、ならびに、資
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金状況の年次報告などの業務を実施することを支援する。 

水質浄化法によれば地域管理委員会が設置されるまでは汚染調停委員会が地域において徴

収された罰則金を保管することになる。プロジェクトチームは水質管理委員会が発足してか

らは委員会活動の資金源として、この罰則金の運用について責任を有することになる。 

5.3.5 地域における連携・協調システム 

活動 3.5： ≪活動 1.9≫で策定したガイドラインに基づいて、地域内での水質モニタリング

の連携体制の構築を支援する。 

指定された水質管理地域においてプロジェクトチーム（技術事務局を通して）は地域の水質

モニタリングを実施する作業部会を支援する。しかしながら水質管理地域が指定されていな

い地域においては、プロジェクトチームは EMB地域事務所が重要な水域、特に未達成地域

において地域の大学、市民団体（産業会も含めて）との協調システムを開始することを支援

する。ここでの協調とは単にモニタリング活動にステークホルダーを巻きこむということで

はなく、モニタリングのための財政的支援（地域からの）を得ることである。 

モニタリングにおける協調システムにはサンプルを採取し現場での試験を行なう団体／グ

ループ、分析を行う団体（ラボラトリー分析を含む）、結果を整理し普及する団体などが含

まれる。プロジェクトチームは EMB地域事務所によるモニタリング要領の作成、モニタリ

ングされるべきパラメータの選定、採水地点の設定（EMB が実施する地点と重複しないよ

うに）、モニタリング報告書の規定、また、水質データベースへの入力作業などを支援する。 

 

5.4 EMB地域事務所の能力強化 

＜成果 4＞： EMB地域事務所の総合的な水質管理能力が強化される。 

この成果を達成するための基本的方向性と戦略については第 4.4.4項において述べた。次にあげた

活動は成果 1および成果 2のもとに開発されたガイドラインや支援システムをパイロット地域に

おいて実行するものである。これらのガイドラインやシステムを運用してプロジェクトチームに

よりサポートされる地域強化活動は、達成地域の特定、水域の分類とそれらのモニタリング、排

水許可と排水課徴金制度の実施、汚染源インベントリー調査の実施、そのデータの地域計画や規

制への運用、データ調査、ならびに、水質管理モデルを利用したデータベースの開発などである。 

パイロット地域において実施されるべきガイドラインの各々についてプロジェクトチームは先ず

地域特性に応じた活動計画を準備する。特に支援において重視される分野はその地域の実態条件

（強みおよび弱点）によって違ってくる。EMB地域事務所において用いられる地域活動計画は次

に述べる各種活動を実行する地域事務所職員の具体的な役割を明らかにする。チームは計画の実

施状況をモニターし、その結果を EMB本部に報告することとなる。 

能力強化プロジェクトであるので、プロジェクトチーム自体は活動実施に対する責任をもつもの
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ではない（以下に述べる活動内容において特に述べない限りにおいて）。チーム員は主に地域の職

員を支援・助言するものである。パイロット地域事務所が活動を実施する適切な職員（既存の水

質管理課内か、あるいは、地域事務所の他の部門）を有することが重要な前提条件である。地域

事務所に適正・適宜な予算があること、また、プロジェクトにおいて訓練された職員がその後職

を離れないように正規の職責を与えられることも前提である。 

成果 4の達成状況は、次の指標に基づいて評価する。 

 排水許可の発行、排水課徴金徴収、自己モニタリング等の汚染源管理が適切に行われて

いる。 

 初版地域水質状況報告書が発刊されている。 

 データベースおよび情報通信を含む情報管理システムが運用されている。 

 現場および水質ラボ機材が整備され職員が採水・測定技術を習熟している。 

5.4.1 達成および非達成地域の計画 

活動 4.1：≪活動 1.2≫で策定したガイドラインに基づいて、達成地域および未達成地域を

特定する。 

極度に汚染された河川のような未達成地域の特定は、このような地域の特定は規制を目的と

しているので水質管理地域の指定とは別途になされる。 

未達成地域を特定することにより、例えば厳しい基準に適合しなければならない企業は、影

響を受けるグループによって、より厳密な調査を受けることになる。したがって水質管理地

域と同時に未達成地域を指定することは、ステークホルダーや水質管理地域の提案者といっ

たより広範な関係者が産業側からの影響に対峙することとなる。このようにして地域アクシ

ョンプランにおいては、その地域の水質問題への対策に焦点が絞られてくることとなる。 

5.4.2 内陸・沿岸・海洋水域の水系分類 

活動 4.2：≪活動 1.12≫で策定したガイドラインに基づいて、必要な水系指定又は再指定を

行う。 

EMB地域事務所は本部が定めた要領に基づいて水系分類の実務を行う。DAO34（活動 1.12

において改訂される予定）に基づいた現在のガイドラインによれば、この業務には 3段階の

作業がある。それらは現在の水質および水利用に関する現場調査、提案する等級とその意義

についての公聴会、ならびに、その水系分類を公式にし排水基準適用の基礎とすることにつ

いての公示である。これらの作業はその規模と重要性にもよるが、一つの水域について数ヶ

月を要する。各パイロット地域においてプロジェクトチームは指定済みと未指定の水域の一

覧表を作成し、地域事務所に対して優先付けと水系指定の予定を助言する。 

活動 1.4で述べたように、水域の水系指定は水質管理地域や未達成地域の指定は、それらが
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相互に補完・関連していることを考慮し、また、活動コストを節減する意味から一体で行わ

れるものである。したがって水系分類が優先してなされるべき水域は水質管理地域として提

案、または、指定されている水域、あるいは、主要な水質項目が既にガイドラインを超過し

ていると疑われる水域である。急速なエコツーリズム開発を受けている地域も優先的に扱わ

れるべきである。水質管理地域における水域の目的とする水利用用途は参加型計画に基づい

た意思決定によって決定されるべきである。 

水系分類のためになされる水質現場調査の結果は、地域事務所のデータベースに入力され位

置や汚染源の種類を比較できるように、その位置が GISマップに記載される。その調査結果

は適用される汚染企業に通知するのに使われる。 

5.4.3 排水許可および排水課徴金制度 

活動 4.3： ≪活動 1.6≫で策定したガイドラインに基づいて、排水許可業務および排水課徴

金制度を支援する。 

活動 1.6において策定されたガイドラインは、EMB地域事務所が濃度ではなく排水負荷量の

限度を定めた排水許可制度への変更実施に関するものである。排水許可制度においては、料

金は BOD、あるいは、TSSを用いた汚染負荷量に基づいて徴収される。 

プロジェクトチームは各地域事務所におけるこれらの制度の実施についての準備状況を評

価し、また、排水許可と排水料金制度を一度に適用にすべきか、あるいは、段階的に適用す

べきかなどの決定にあたって、EMB 地域事務所に助言する。段階的に実施する場合におい

ては、チームは地域事務所が優先的に対象とされるべき企業の特定や引き続いてなされるべ

き対処について助言する。ラグナ湖においては産業施設に先ず適用し、その後商業施設にそ

の制度の適用を拡大したが、チームはこのような環境使用料金を実施している LLDAの経験

をレビューする。 

プロジェクトチームは正味の汚染負荷を算出し、料金と対応させる簡易なスプレッドシート

プログラムを考案する。このプログラムは汚染企業を記録するためのデータベースとリンク

できる。このようなデータベースを使うことによって、以前の許可証、自己申告報告書、実

際の測定結果、過去の記録などを同種の排水を有する他企業と対照することによって排出負

荷を検証することが容易になる。 

5.4.4 排水料金徴収および会計システム 

活動 4.4：排水許可料金および排水料金の徴収・会計システムの構築を支援する。 

この活動は活動 1.7の結果を利用して行なわれる。許可料金は国家水質基金に入金され、ま

た、排水料金は地域水質基金に入金される。これらの基金へ入金される料金は一つの集約的

会計システムによって記録されるべきである。そのような理由で、会計システムは排水許可

申請者によって行われる案件だけを記録するものではない。許可料金の場合は国家基金へ入
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金される金額を、また、排水料金の場合は地域基金へ入金される状況を記録する。地域にお

ける会計を集約して標準化を図るために、審査や定期的報告の手順を含めて基本的な会計シ

ステムが EMB本部において設計される。 

プロジェクトチームは EMB地域事務所が、たとえば人手による会計からコンピュータ化さ

れたシステムへの段階的な移行といったその地域にとって最適な方法を採択することを支

援する。コンピュータ化されたシステムが適切となればプロジェクトチームはそのシステム

を設定し担当職員の訓練を行うこととなる。 

5.4.5 汚染源インベントリー 

活動 4.5 ≪活動 1.8および 1.11≫で策定したガイドラインに基づいて、重要汚染源のイン

ベントリー調査及び水質調査を実施する。 

全ての EMB地域事務所は過去の許可申請書や自己申告報告書に基づいて、管理の対象とし

ている企業のレコードを所有している。ある地域事務所はデータベース方式の規制企業のイ

ンベントリーも所有している。しかしながら、これらのインベントリーは許可申請を行った

企業のみについてのものであり、実際に排水を排出している企業の一部に過ぎない。水質管

理を効果的なものとするには、EMB 地域事務所は点源発生源である工場、商業施設、機関

施設、下水収集・処理施設などの汚染源インベントリーを拡充することが必要であり、これ

によって規制や市場ベース手法による管理が可能となる。 

既に述べたように腐敗槽排水などのような非点源汚染源が水質汚染の重要な原因となって

いるが、EMB はこれについての情報を有していない。水質管理委員会を効果的に助言・支

援するために、EMB は汚染源についての情報を拡張しなければならない。非点源汚染源の

直接的なインベントリーを作成することは可能ではないが、間接的な方法は可能である。例

えば、家屋に関するインベントリー作成することによって排水管理の種類、すなわち腐敗槽

か下水道かの区域特定が可能となり、また、農業資源に関するインベントリー作成によって

穀物地帯・種類や使用されている化学薬品による分類が可能となる。これらのデータは水道

区（Water District）、健康省など他機関により収集されている。このように、この活動の目的

は地域ベースの水質管理に有効なインベントリーへ多機関からのデータを集約することで

ある。 

プロジェクトチームは EMB地域事務所が既存の点源汚染源情報を拡充し、また、あらたに

重要な非点源汚染源のインベントリーを作成する行動計画を実施することを支援するもの

である。 

水質の現場調査は、通常の四半期ごとのモニタリングから得られるデータを検討するために

必要となる。これらの調査は水質状況報告書の作成や水質管理モデルの校正を行うので、プ

ロジェクト実施の第 1年次と第 2年次において重要な業務となる。汚染源インベントリーや

水質調査の結果は地域事務所のデータベースやGISに入力されることとなる（活動 4.8参照）。 
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5.4.6 水質モデリングの利用 

活動 4.6： ≪活動 2.2≫で策定した水質モデルを適用する。 

水質モデリングとその基本的仕様についての方策が活動 2.2で述べたように、EMB本部にお

いて開発される。プロジェクトチームを通して本部は各地域事務所において選定された水域

におけるモデルの校正やテストを支援することとする。選定されるべき水域はできれば水質

管理地域か、または、未達成地域を含むものであることが望ましい。プロジェクトチームは

EMB地域事務所による水質や汚染負荷データのみならず、NWRBや地域の大学からモデル

に入力するための水理データを収集する作業を支援する。データが不十分な場合、チームは

地域事務所が構成やモデルの検証に必要とするデータ（活動 4.7にリンクされるべき）の収

集を行う作業を支援する。 

チームは各パイロット地域において水質モデルを使うためのユーザーズマニュアルを作成

する。モデルの開発や利用に関しては地域の大学と協力し、データ収集や分析に学生や研究

者を巻きこむことを含めて検討される。チームは、また、技術事務局が管理委員会や技術作

業部会によって政策、計画、住民教育の目的にモデルが利用されるようにするための業務を

行うことを支援する。 

水質管理モデルの主要な用途は、特に未達成地域において排出割当（汚染負荷の限界）を算

定することであり、また、政策オプションの検討にあたり地域管理委員会、ステークホルダ

ーを教育することである（第 5-2 図）。このモデルを使うことによって水質への影響に基づ

いて各種の代替案を評価できることになる。たとえば、家庭下水への対策のない管理オプシ

ョンと対策のある案とを比較できる。排出負荷を割当てる各種のオプションが河川の各所に

おける水質の改善という観点から予測できる。GISはモデルの結果を容易に交信できるよう

にリンクが可能であり、また、情報公開や政策決定ツールとしても有効である。 
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第 5-2図 政策評価におけるモデリングの利用 

5.4.7 汚染源の優先度付けおよび法令遵守検査 

活動 4.7： 汚染源の分類、優先化および法令遵守検査を実施する。 
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活動 4.5で得られた汚染源インベントリーに基づいて、汚染源は活動 1.8において開発され

たガイドラインに沿って分類される。汚染源分類は、とりわけ地域事務所が未だ規制システ

ムに登録されていない企業を優先することによって、最終的にはこれらが排水許可や排水料

金システムに従うようにできる。例えば、汚染源分類化においては未達成地域における汚染

源の位置、ならびに、排水負荷の性状が考慮される。プロジェクトチームは地域事務所が汚

染源分類化ガイドラインを実行し、規制制度に登録された汚染源を優先度付けするためのワ

ーク・プランを作成することを支援する。 

規制目的で優先された汚染源については、さらに活動 1.11 において策定されたガイドライ

ンに基づいて遵守検査を実施するためのさらなる優先度付けがなされる。プロジェクトチー

ムは地域事務所が遵守検査に係わる優先度付けを行う業務を支援する。 

5.4.8 データベースの管理 

活動 4.8： 汚染源ならびに水質調査データベースを管理し、EMB本部との情報共有を行う。 

地域を EMB本部にリンクするデータベース管理システムの基本的構成については、活動 2.4、

および、活動 2.5において述べた。汚染源インベントリーや水質データ調査の結果は地域デ

ータベースに入力される。また、このデータベースは規制企業を登録し、排水許可や排水料

金会計システムをサポートするためのサブデータベースを有している。この基本構成を第

5-3図に表した。 

データベースは二つのサブシステムによって構成される。一つは汚染源や水質データを記録

するもので、これはモデリングやマッピングシステムとリンクされる。もう一方は、排水許

可システム、排水料金システム、水質管理基金、および、遵守モニタリングなどを含む地域

における規制業務をサポートするサブシステムである。 

このようなシステムをいかに最適効率的な方法で開発するかはプロジェクトチームによっ

て検討される課題である。インターネットのウエブサイトを経由してアクセス可能な EMB

本部のデータベースとは異なり、地域データタベースは簡単なスタンドアローンシステムと

して設計される（例えばアクセスを用いたプログラムのように）。代案としては中央データ

ベースと同様に総合的オンライン型データベースとして設計されることも可能である。デー

タベースは情報を水質管理モデルに GISを介して送ることが可能である。日本側はこのシス

テムを実行するに必要とするコンピュータ機器、および、ソフトウエアーを供与する。 
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第 5-3図 地域データベース管理システムの基本構造 

5.4.9 ラボラトリーの強化 

活動 4.9： EMB 地域事務所ラボに採水・測定分析機材を整備し訓練を実施するとともに、

地域の分析機関との提携を支援する。 

適切な機器を有するラボラトリーは、地域計画や意思決定に有用な信頼できる情報を水質管

理地域に与えることができることを含めて地域の規制活動の重要な柱である。 

プロジェクトの開始後に、過去の能力評価に基づいて必要とされる機材をプロジェクトチー

ムは検証することとする。プロジェクトにより供与される機材は原子吸光度装置、ガスクロ

マトグラフ、UV－VIS、化学天秤、電導度計、溶存酸素計、pHメーター、BOD恒温槽、水

銀分析計、オーブン、ならびに、オートクレーブなどである。 

現場における採水、および、環境水質モニタリングや法令遵守モニタリングを目的としたモ

ニタリングをサポートするために、プロジェクトはパイロット地域に対して採水器、底泥採

取器、GPS、水質メータ、および、流速系、ならびに、車輌を供与する。 

また、プロジェクトチームは地域事務所が、特に水質モニタリングにおいて EMBをサポー

トする地域の民間、および、公的機関ラボラトリーとの協調を展開することを支援する。 

5.4.10 地域水質状況報告書 

活動 4.10： 地域水質状況報告書（初版）の作成を支援する。 

この活動は各地域事務所の報告の集約である国家水質状況報告書を作成する活動 2.6と密接

に関係している。地域報告の集約を容易にする目的で、EMB 本部（プロジェクトチームに

支援されて）が一定の様式を定めることになる。この様式は先ずは 3ヶ所のパイロット事務

所において試行され、次いで他の地域に普及される。プロジェクトチームは地域水質状況報
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告書の適切な概要を作成し、また、データ収集や地域のレポート作成するための本部と地域

事務所との協調を促進する。 

地域事務所において入手できるデータには限りがあるために、プロジェクトチームは地域の

大学との連携などを含めて、水質状況報告書に必要とする追加データの収集を支援する。 

地域水質状況報告書の作成において、プロジェクトチームは 3ヶ所のパイロット地域におけ

る初版地域水質状況報告書の発刊を支援する。報告書の作成部数は各地域事務所との協議に

おいて決定する。 

5.4.11 パイロット地域の訪問学習 

活動 4.11：  パイロット地域以外の EMB地域事務所職員がパイロット地域を訪問･見学する

計画を作成し実施する。 

3ヶ所のパイロット地域が選定される条件の一つは、他の地域が学習することができる水質

管理上の問題を有していることである。したがってパイロットで得られた教訓が他地域によ

ってよって学ばれることが重要である。 

プロジェクトチームは EMB 本部との協調によってパイロット地域以外の地域の EMB 水質

管理課職員がパイロット地域を訪問し、利用されている手順やシステムを見学できるように

手配する。この訪問の回数はパイロット地域のプログラムの進行状況に合わせてプロジェク

トチームによって検討される。また、チームは学習機会を最大になるように訪問を計画する。

パイロット地域以外の地域は活動 2.10 において他ドナーからの支援に対する提案書準備の

業務において支援されるため、この訪問は他ドナーのプロジェクト開始計画の一部となるよ

うに計画される。 

 

5.5 投入計画 

5.5.1 日本側の投入 

(1) 技術支援チームの長期専門家 

日本側は本プロジェクトの支援・指導を実施する技術支援チームを構成する 3名の長期専門

家（内 1名はプロジェクト管理補佐）を派遣する。長期専門家は、プロジェクトの開始時期

から終了時まで、短期の日本への帰国時期を除いて、原則的として連続的にフィリピン国に

滞在し業務を実施する。これら長期専門家の 5年の合計マンナワーは約 150M/M程度と予定

する。 

長期専門化の業務分野、および、役割は第 5-1表のとおりである。 
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第 5-1表 長期専門家の役割 

業務分野 役割 

専門家リーダ（1名）  本プロジェクトの日本側チームを代表する。 

 フィリピン側マネージャがプロジェクトドキュメントに沿って行う各種
活動に対し支援し助言する。 

 JICAフィリピン事務所が行う財務管理、機材調達、現地コンサルタント
との契約等の本プロジェクトの管理を支援し助言する。 

 短期専門家、現地コンサルタント等日本側チームメンバーを監督する。
 水質管理に関連する他ドナーの活動を調整し、必要に応じて FASPOを支
援する。 

 EMB本部および地域事務所が他の国家および地方政府機関、産業協会、
研究機関、NGO等との連携活動を計画することを支援し助言する。 

 プロジェクトの活動および成果に係わる年間および四半期報告書を作成
し、プロジェクト・マネージャーと JICAフィリピン事務所に提出する。

 プロジェクトの政策レベルの活動に関して EMB 本部および地域事務所
スタッフに対して技術的支援を行ない助言する。 

 EMB本部および地域事務所が各種の訓練活動を実施するにあたり、これ
を支援・助言し、また、必要時に発表を行う。 

 プロジェクト実施のために必要となる他の業務を実施する。 

専門家サブリーダ（1名）  EMB 本部および地域事務所の技術スタッフがプロジェクトドキュメン
トにあげられた各種活動を実施するに当たり、これの技術的側面から支

援し助言する。 

 カウンターパートスタッフと共同して各活動の詳細実行計画を作成し、
また、その実施に際し支援・働きかけを行う。 

 専門家リーダを技術的側面から支援する。 

 EMB 本部および地域事務所がプロジェクトドキュメントにあげられた
各技術的活動を実施するに当たり、これを支援する。 

 現地コンサルタントのための TORを起案しリーダに提出する。 

 EMB本部および地域事務所が各種の訓練活動を実施するにあたり、これ
を支援・助言し、また、必要時に発表を行う。 

 現地コンサルタントが行う業務を監督する。 

 プロジェクト実施のために必要となる他の業務をリーダを補佐する立場
から実施する。 

プロジェクト管理補佐

（1名） 
 チームリーダの行う業務を補佐する。 

 チームリーダの監督の下にプロジェクトの財務管理を行う。 

 チーム内の発注業務に関する管理を行う。 

 公式ドキュメントの記録・保管を行う。 

 プロジェクト実施のために必要となる他の業務をリーダを補佐する立場
から実施する。 

 

(2) 技術支援チームの短期専門家 

日本側は技術支援チームを構成する専門技術分野に係わる支援・指導を実施する 4名の短期

専門家を派遣する。短期専門家の派遣時はプロジェクトの進行状況に合わせて、当該分野の

支援・指導に最も適切な時期に行うこととし、その 1回の派遣期間は概ね 2ヶ月程度とする。

これら 4名の 5年間の合計マンナワーは約 30 M/M程度と予定する。 

短期専門化の業務分野、および、役割は第 5-2表のとおりである。 
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第 5-2表 短期専門家の役割 

業務分野 役割 

水質モニタリング専門家（1名） 水質モニタリング担当は、モニタリング計画の立案、現場にお

ける採水、水質ラボにおける測定・分析、水質ラボの運営・管

理、ならびに、水質報告書作成等について現地コンサルタント

および現地コントラクターに指示を与え、また、カウンターパ

ートに対して支援・助言を行う。 

汚染源管理専門家（1名） 水質モニタリング担当は、モニタリング計画の立案、現場にお

ける採水、水質ラボにおける測定・分析、水質ラボの運営・管

理、ならびに、水質報告書作成等について現地コンサルタント

および現地コントラクターに指示を与え、また、カウンターパ

ートに対して支援・助言を行う。 

情報管理システム専門家（1名） 情報管理システム担当は、水質管理および産業排水源インベン

トリーのデータベースシステム、水質モデリングシステム、な

らびに、情報ネットワークシステムの設計・構築・運転管理に

ついて現地コンサルタントおよび現地コントラクターに指示

を与え、また、カウンターパートに対して支援・助言を行う。。

水質モデリング専門家（1名） 水質モデリング担当は、社会・経済データ、自然条件データ等

の収集を含めて水質モデル構築に必要とする業務について現

地コンサルタントおよび現地コントラクターに指示を与え、ま

た、カウンターパートに対して支援・助言を行う。。 

 

(3) ローカルコンサルタントおよびローカルサブコントラクター 

日本側は日本人専門家の他に、ローカルコンサルタントおよびローカルサブコントラクター

を雇用して、プロジェクトで行う計画・ガイドライン策定、ワークショップによる訓練、パ

イロット地域事務所における OJT による訓練、その他必要業務を遂行する。ローカルコン

サルタントおよびローカルサブコントラクターは日本人専門家の監理のもとに業務を行う。 

(4) 現地業務補助員および事務員 

日本側は現地のプロジェクト業務に必要とする現地業務補助員（現地コンサルタント）およ

び事務員を雇用する。 

(5) 機材の供与 

日本側は本プロジェクトの EMB 本部および選定された 3 ヶ所の EMB 地域事務所で行うパ

イロットプロジェクトの遂行に必要とする機材を供与する。本プロジェクトが水質管理全般

にわたる能力強化を目的としていることを考慮し、その必要性を精査した上で、最低限度の

機材を供与することとする。 

供与を予定する機材の種類は第 5-3表のとおりとし、実情を調査した上で、供与する機材と

数量を決定する。 
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第 5-3表 日本側供与機材 

種別 供与機材例 1) 

現場採水および現場測定用機

材および車両 

採水器具類、採泥器具類、GPS、水質メータ、
流水計、車両等 

水質ラボの分析・測定機材 原子吸光測定器、ガスクロマトグラフ測定器、

化学天秤、ｐＨ計、ＢＯＤ用恒温槽、オーとク

レーブ等 

水質管理情報システム用機材 パソコン、モデム、各種ソフトウエアー等 

1)： 実際に供与される機材およびその数量は供与先の実情を調査した上で決定
する。 

 

(5) 日本および第 3国における研修 

日本側は本プロジェクトにおいて、水質管理分野に関係する EMB職員の日本および第３国

における研修を行う。研修の対象分野、時期、研修者、研修場所の詳細はプロジェクトの実

施過程においてその必要性と予測効果を精査して決める。 

 

5.5.2 フィリピン側の投入 

(1) カウンターパート職員 

フィリピン側は本プロジェクトのカウンターパートとして本プロジェクトを構成する以下

の職員を任命し、指名された職員時に日本側専門家と共同して、本プロジェクトの各種活動

を実施する。 

 合同運営委員会 委員長 

 プロジェクトダイレクター 

 プロジェクト・マネージャー 

 プロジェクト・チーフ 

 プロジェクト・スタッフ 

 ＥＭＢ本部内活動部会の構成員 

 パイロットプロジェクト実施するＥＭＢ地域事務所の各分野担当職員 

(2) 日本側スタッフの施設 

フィリピン側は日本側スタッフが本プロジェクトの実施に必要とする安全が確保された事

務所スペースを提供することとする。この事務所には机、テーブル、空調機、電話等を付帯

させることとする。 

(3) 機材 

フィリピン側は本プロジェクトの実施に必要とし、日本側によって供与される以外の機材を

用意することとする。 
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(4) プロジェクトの運営資金 

フィリピン側は、フィリピン側のスタッフが給与、本プロジェクト実施に必要とする旅費、

交通費、ならびに、フィリピン側のプロジェクト運営費を用意することとする。 
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第 6章 プロジェクトの実施体制 

 

6.1 合同調整委員会 

第 6-1図にプロジェクト管理の組織を提案する。合同調整委員会が組織され、これは EMBディレ

クター、JICAフィリピン事務所長、NEDAの代表、DENR－FASPOの代表、日本側技術支援チー

ムリーダー、および、JICAアドバイザーの恒久的構成員よりなり、DENR大臣が議長をつとめる。 

合同調整委員会はプロジェクト実施に係わる方針を与え、年間計画や予算を承認する役割を果た

し、先ず、プロジェクトの運営方針を策定する。委員会は少なくとも四半期に一度開催し、プロ

ジェクトの結果･成果を検証する。委員会は本プロジェクトに関連する他機関の連携・協調、特に

総合的水質管理フレームワークの策定への参画を促進する。 

また、合同調整委員会は本プロジェクトへの支援、特にパイロット地域以外の地域に対して能力

強化の活動を反復することに関心を有する国際援助関との連携を促進する。政策フレームワーク

策定に係わる国際援助機関を含む他機関の代表は、必要に応じて委員会の協議に招かれる。 

Join Coordination Committee

Chair: DENR Secretary
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- EMB Director
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- DENR FASPO Representative
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6.2 プロジェクト管理室 

本プロジェクトのフィリピン政府側の公式な実施機関は DENRである。しかし、プロジェクトの

実施責任は、本プロジェクトによって支援される水質浄化法に基づく DENRのマンデートを実施

する立場にある EMBにある。その理由で、EMBディレクターが全体のプロジェクトディレクタ

ーとして活動し、JICAアドバイザーの直接的なカウンターパートである。プロジェクトディレク

ターは全体的なプロジェクト管理や総合的水質管理フレームワークの策定（技術作業部会を通し

て）に参加する他機関との調整を行う責任を有する。プロジェクトに係わる各種活動の実施やそ

れらの評価における EMB 地域事務所ディレクターとの調整業務もプロジェクトディレクターの

業務である。 

プロジェクト管理室は EMB 本部の環境質部（EQD）に置かれる。環境質部長はプロジェクトマ

ネージャー（または PMOヘッド）として、定められた年間作業計画や予算計画に沿って本プロジ

ェクトを主導する責任を有しており、日本側技術支援チームリーダー（日本人専門家）の直接的

カウンターパートとしての役割を有する。日本人コンサルタント、および、現地コンサルタント

／サブコントラクターは技術支援チームリーダーの指揮の下に業務を行う。 

EMB職員や技術支援チーム員の共同作業を含む日常業務の調整は、環境質部の水質管理課（EQD）

チーフの責任であり、プロジェクト管理室のプロジェクトコーディネーターとして指名される。

また、水質管理課チーフは EMBを代表してプロジェクトの全体的な結果を監理する。プロジェク

ト管理室の役割を次に述べる。 

 政策や手順の開発、IEC、訓練等の国家的レベルの活動を実施する。 

 プロジェクトの実施状況に関してパイロット地域を監理する。 

 技術作業部会のメンバーとして参加する EMB職員を指名する。 

 必要な場合、他の DENR部署からプロジェクトへの人的支援を仰ぐ。 

 プロジェクトディレクターに対しプロジェクト管理関連事項についてのアドバイスを行

う。 

 技術作業部会が予定通りに業務を完遂することを確認する。 

 地域事務所との調整を行ない、業務や財政計画がプロジェクトの重点方針を反映してい

るかを確認する。 

 本プロジェクトによって開発された情報システムや水質データネットワークを管理する。 

 プロジェクト経過報告を含めて、プロジェクトのモニタリングおよび評価を実施する。 

本プロジェクトの成功はプロジェクトの立案および実施段階における EMB のオーナーシップに

かかっていることは既に述べた。それゆえ、EMBはプロジェクトの実施期間を通して、その役割

を果たすように適切な資格を有する適正数のカウンターパート職員を配置することが求められて

いる。EMBのプロジェクトにおける役割が、技術支援チームが行う活動と合わせて Annex B（活

動計画表）に表されている。 
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技術支援活動の大部分は、地域事務所で利用されるガイドラインや管理ツールが作成される 2 年

目以降に、地域事務所を対象として実施される。3 ヶ所のパイロット地域のそれぞれは水質管理

課をベースとしたプロジェクト管理ユニットを持っており、これらユニットは水質管理課の長で

ある地域プロジェクトコーディネーターの監督下にある。これらの地域プロジェクト管理ユニッ

トはプロジェクト管理室の一部署と考えることができ、それゆえ、EMB本部のプロジェクトコー

ディネーターはカウンターパートである地域プロジェクトコーディネーターと直接的な調整を行

うことになる。 

EMB地域事務所は、地域において業務する技術支援チームのカウンターパートとしての適切な職

員を配置することが求められる。適切な EMB 職員がいない場合には、地域 DENR ディレクター

は配置換え等により地域の他 DENR部署から職員を配置させることとする。 

プロジェクト管理室はプロジェクト実施の最初の 3 ヶ月間に結成され、この期間に合同調整委員

会によって運営方針ガイドラインが立案される。プロジェクト遂行状況のモニタリング方法が目

標とする詳細内容や主要業績指標と合わせて確認される。技術支援チームや EMBカウンターパー

トを含めたワークショップが開催され、プロジェクト目的や活動、ベースラインの再評価、必要

な場合は活動計画の調整を行うこととなる。プロジェクトの全体活動計画が、初年度の詳細活動

や財政計画と合わせて作成される。例えば事務所スペースや機材、既存の書類やデータベースへ

のアクセスといった後方支援関連事項が初年度の 3 ヶ月間に取組まれる。このようなプロジェク

ト立ち上げに係わる結果はインセプション・レポートに述べられることになる。 

 

6.3 プロジェクトのモニタリングおよび評価 

業績管理システム（PMS）の設計と確立がプロジェクト管理室によってなされるべき最初の活動

の一つである。業績管理システムにおいては、PDM（Annex A）によって特定された指標が用い

られる。PDMの評価指標は基本的な定量的目標を与えるものであり、プロジェクト活動とプロジ

ェクト目標やゴールの達成状況との状況を明らかにするための基礎となるものである。 

プロジェクトの業績管理システムは、(i) プロジェクト目標、成果、活動の達成指標を定める基本

情報としての PDM、(ii) 活動計画や予算計画との整合性モニタリングを含めて、プロジェクト管

理室が行う定期的モニタリング、(iii) 指標や目標に対してプロジェクト業績を対比した JICAのプ

ロジェクト評価、(iv) プロジェクト管理室によるプロジェクト完了報告という形式の完了時プロ

ジェクト業績の自己評価、(v) プロジェクト完了後 3～5年後になされるゴールの達成状況を調べ

るための JICAによって行われるプロジェクトの事後評価、などより構成される。 

本プロジェクトの内容が複雑であり（プロジェクトによる活動が 39 アイテム）、また、それらの

活動が相互依存関係にあるので、主要な仮定条件が実現しなかった場合を含めて、条件の変更や

予測されていない障害に対して柔軟に対応することが重要である。プロジェクトモニタリングは、

実施上の問題が発生した場合にプロジェクトマネージャーに警告を発し、プロジェクト目標や能

力強化戦略から逸脱しない範囲において適切な修正を講じるために重要不可欠である。 
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モニタリングにおいては、プロジェクトの進行状況を測定するために評価指標が用いられ、問題

があれば、早急に修正が加えられることになる。この評価指標は、組織的能力強化の指標、調整

に関する指標、および、技術的指標の 3種類に分けられる。 

 組織的指標は水質浄化法・施行規則のマンデートを実施する EMB本部および地域事務所

の能力に係わるものである。この能力は総合的水質管理プログラムの実施に必要とする

機材、手順や実施・管理ツールを使用する訓練された職員、また、プログラムを実践す

るための適切な EMB予算を含めた手順やシステムの整備・賦存によって発現されるもの

である。 

 調整に係わる指標は EMB本部や地域事務所が如何に他機関と共同して水質管理を実践

できるかに関して、そのレベル、規模、および、範囲を測定するものである。プロジェ

クトの開始時点において、技術部会の組織化、および、他関連機関との調整状況が指標

として用いられる。共同にて策定される政策文書、および、報告書も指標として用いら

れることとなる。 

 技術的指標は水質モデリングツール、データベースに係わるデータ調査や開発、水質モ

ニタリング指方書、および、技術支援チームからの技術移転などのプロジェクトにおけ

る能力開発結果を表すものである。 

PDMにおいて特定された各種指標についてのデータ・情報を集積した情報システムが準備される

ことになる。指標のうちあるものは、政策調査、ワークショップ状況・結果、技術部会議事録、

手順マニュアルといった活動成果は、図書類によって直接的に検証することが容易であるが、こ

れらの活動ベースの指標はプロジェクト管理室によって編集される。排水許可制度、課徴金の徴

収、法令遵守モニタリング結果といった他の指標は、データベース管理システムを通して把握さ

れることになる。 

プロジェクト･マネージャーや EMB本部およびパイロット地域のプロジェクト・コーディネータ

ーは、技術支援チームとともにプロジェクト業績に係わる指標を編集し、また、報告を行うこと

に責任を有している。 
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第 76章 事前評価 

 

第 2回事前評価調査において設計された本プロジェクトを JICAの標準的評価法に基づいて、妥当

性、有効性、効率性、インパクト、および、自立発展性の観点から評価した。 

7.1 妥当性 

下記のように本プロジェクトを実施する妥当性は高いと判断される。 

7.1.1 相手国のニーズ 

フィリピン国における水質汚染は、飲料水源の悪化を招き住民の生活に深刻な影響を与え、

都市圏においては都市環境の悪化を生じており、さらに水産業や観光業に対しても大きな影

響を与えている。同国の国民生活、および、社会・経済的基盤を保全する観点から、水質汚

染問題は早急な対策を必要としている。 

フィリピン国において、こうした水質汚染を管理する立場にある EMBは政策立案、ならび

に、政策実施に関するマンデートを有するが、現在、その管理能力は十分ではない。さらに、

2004年水質浄化法の発効により、フィリピン国の水質改善を図るべき多くのタスクが EMB

に与えられている。本プロジェクトは EMBの水質管理能力を強化することによって水質浄

化法の全国的展開を実現することを目的としていることから、同国の抱える水質汚染問題に

係わるニーズに対応している。こうした水環境の保全・改善は、直接的、あるいは、間接的

に水を利用する一般国民、企業・団体、観光客など多様で多大な人々の便益となる。 

7.1.2 相手国の環境政策との整合性 

フィリピン国憲法（第Ⅱ条第 16 節）は、国家は国民が調和した健全な生態環境を享受する

権利を保護することを宣言している。現憲法は 1986 年に制定されたものであるが、環境問

題への取組みにおいて同国は約 1世紀もの長い歴史を有しているといわれている。近年にお

いては大統領令第 984号（汚染防止法、1976年）、大統領令第 1151号（環境政策、1978年）、

大統領令第 1152号（フィリピン環境コード、1978年）など一連の水質問題に直接関係する

法令を発布している。そして 2004年 5月には、水質保全・改善を総合的に推進する目的で

水質浄化法を制定するに至っている。 

一方、2004 年 11 月に公表された新しい中期国家開発計画（2004-2010 年）は、アロヨ大統

領が就任期間の 2010年までの目標を明確にしたもので 10項目の遺産(10-point legacy)を提言

している。この計画の第 3 章「環境と自然資源」では、不十分な流域管理により、飲料水、

工業用水及び灌漑用水の不足が生じているとの認識から流域レベルの統合的流域水資源管

理の重要性を述べており、全国 140の水系で水質管理を含む流域の総合的水管理が必要であ

るとしている。水質問題に関連して、水質汚濁は国全体の河川や湖沼で進んでおり、現在す

でに 457水域に対して類型指定しているがそれは全体の 51%に過ぎず、これらの作業を進め
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る必要があると指摘している。また、環境保全費用を公平に分担させるために環境に影響に

及ぼしている企業からの排水課徴金の徴収を述べている。 

本プロジェクトは、水質の行政管理に責務を有する EMBの強化を図ることによって、フィ

リピン国最新の水質管理政策を包括した水質浄化法自体の実施を全国的に展開することを

目的としているので、上述のフィリピン国の環境政策、ならびに、の一部である水質保全・

改善政策と直結完全に整合している。 

7.1.3 我国援助政策との整合性 

政府開発援助大綱において「環境と開発を両立させる」ことが援助実施の原則の一つとして

挙げられていること、また、「JICA環境社会配慮ガイドライン」が被援助国の適切な環境社

会配慮の実施を要求していることなど、日本政府の援助政策の根幹には環境配慮がある。本

プロジェクトはフィリピン国 EMBの能力強化を通して同国の環境改善に貢献するものであ

るので日本政府の援助政策と合致している。 

日本の対フィリピンの国別援助計画（外務省）・国別事業実施計画（JICA）において環境問

題は「環境保全と防災」という援助の重点分野のひとつである。水質の行政管理能力を目標

とする本プロジェクトは環境保全に直接的に貢献するので、日本の援助政策と整合する。 

本プロジェクトは、EMB の能力強化を目的としているが、能力強化の対象は水質管理に必

要とする要素技術のみならず、EMBのマンデートである水質管理政策の立案も含んでいる。

環境分野における政策立案に対する支援の必要性は、JICA の策定した第 2 次環境分野別援

助研究会報告書（2001 年 5 月）において今後我国がなすべき重要事項としてあげられてい

る。 

7.1.4 我国関連技術の優位性 

公害問題を克服してきた日本は、水質管理分野の政策立案、ならびに、水質管理の実務に係

わる各種の知見やノーハウを蓄積しており技術的優位性は高い。また、本プロジェクトにお

ける能力強化の対象の一部である管理技術面については、JICAは過去、タイ、インドネシア、

メキシコ、チリ、エジプトにおいて環境センタープロジェクトを実施してきているので、こ

れらのプロジェクトで得られた要素技術についての知見・教訓を本プロジェクトに活用でき

る。 

 

7.2 有効性 

EMBは本部と全国 16ヵ所の地域事務所よりなり、EMB本部は水質管理に係わる政策立案を、ま

た、地域事務所は政策実施を所管している。フィリピン国においては 2004 年以降、水質浄化法、

ならびに、その施行細則が制定されたが、これらは水質管理における多くの施策立案やアクショ

ンを含んでいる。こうした情勢を考慮したうえで、プロジェクト目標を「EMB本部および地域事

務所の水質浄化法と施行細則を実施する能力の強化」としている。 
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成果 1および成果 2は EMB本部の政策立案、および、地域事務所を主導する能力の強化を水質浄

化法と細則に規定される優先タスクの実施を通じて図るものである。成果 3と成果４は EMB地域

事務所の地域組織の設立・運営と管理実務における能力向上を、水質浄化法と細則に規定される

優先タスクの実施を通して図るものである。優先タスクとこれらに対応する活動は EMB本部や地

域事務所職員との参加型協議を通して選定されたものであり、カウンターパートの意向を十分に

反映している。 

このように 4つの成果は、EMB本部と地域事務所との双方における能力強化に配慮しており、か

つ、水質浄化法と施行細則にあげられた政策と実務の優先タスクが盛り込まれた論理構成となっ

ており、飛躍・欠損はみられない。これより、4 つの成果を達成することによってプロジェクト

目標が発現する蓋然性が高い。 

以上より、本プロジェクトは高い有効性を有していると判断される。 

 

7.3 効率性 

本件はフィリピン国水質管理行政における政策立案、ならびに、実施に係わる広い業務範囲をカ

バーしており、同時に、EMB 本部と全国 16 ヵ所におよぶ地域事務所の広い地理的範囲を対象と

する大規模プロジェクトである。 

本プロジェクトの日本側の主要な投入はマンパワーであり、従来、これらはほとんどが日本側専

門家によってなされてきた。フィリピン国は環境問題に対する長い取組み経験を有していること

から、優秀な民間コンサルタントに恵まれている状況にある。本プロジェクトではその規模を考

慮して、日本人専門家の監督のもと地元コンサルタントを活用することによって日本側投入量を

抑えるように設計をしている。 

本プロジェクトは水質管理に必要とする資機材等（測定分析機材、情報関連機材等）は最低限の

供与とし、主として水質の行政管理に必要とする技術移転を目指した基本設計となっている。 

一方、このような内容の大規模プロジェクトを進めるには、共同してプロジェクトを推進するフ

ィリピン国側の受け入れ態勢、特に、EMB本部および地域事務所における職員の適正な配備が重

要となってくる。現在、EMBの職員数は十分ではない状況にあるが、水質浄化法が制定され同国

環境管理の転換時期となっている今日、本プロジェクトの準備段階において新規採用、他部署か

らの編入などにより職員増強が図られるものと期待される。 

以上より、本プロジェクトは準備・実施段階でフィリピン国側のカウンターパート職員の適切な

人員配置がなされれば、高い費用対効果を発揮されると判断される。 

 

7.4 インパクト 

下記のように本プロジェクトは種々の分野に波及効果を与えるものと判断される。 
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7.4.1 水質管理能力向上の全国への展開 

本プロジェクトの上位目標は、EMB の能力強化によって水質浄化法が目標とする総合的水

質管理をフィリピン国の全国に普及することである。EMB 地域事務所に対する支援・指導

は全国 16ヵ所の地域事務所から選定された 3ヶ所のパイロット地域事務所においてなされ

る。ここでの成果を全国に展開するために本プロジェクトは次の企画を含んでいる。 

 3 ヶ所のパイロット地域事務所の選定は、他の地域事務所が容易に教訓としやすい環境

条件や地理的条件等を備えていることを考慮する。 

 プロジェクトの実施過程で得られた成果を全国の地域事務所に普及する。 

 3 ヶ所のパイロット地域事務所での状況・成果を広く公開し、パイロット地域事務所以

外における支援・指導の実施を他ドナーに呼びかける。 

7.4.2 環境管理全体への波及効果 

EMB は水質のみならず、大気、固形廃棄物管理、危険化学品管理など広くフィリピン国の

環境管理に対する責任を負っている。水質管理分野における能力強化の成功によって導かれ

る教訓が他分野にも波及し同国環境分野全体の管理能力向上に継承される効果が期待でき

る。 

7.4.3 水質保全・改善への効果 

地域おける水質浄化法に基づく水質改善アクションプランの策定が本プロジェクトの重要

要素となっている。この計画は、生活排水、産業排水など広範な汚染源への対策を含むもの

であり、実際の対策実施を促進することを目標としている。したがって水質改善アクション

プランにより生活排水、産業排水など各分野の行うべき対策が実施され、水域における水質

が保全され改善される効果を到来させることとなる。さらに、この水質保全・改善は国民の

健康や社会・経済的成長の基礎造りに貢献する。 

 

7.5 自立発展性 

本プロジェクトはフィリンピン国が総合的水質管理を実現する政策に基づいて、EMBの水質浄化

法およびその施行細則を実施する能力強化を目標としている。この政策は同国の長期的環境政策

に基づいたものであり、プロジェクト終了後も継続する。 

本プロジェクトの強化の対象は主として EMB職員の個人、および、組織である。これよりプロジ

ェクトの目標達成には EMBが適切な人員配置を備えて受け入れ態勢を整えることが必要である。

プロジェクトの準備・実施段階において EMBがこうした大規模な協力プロジェクトを受け入れる

態勢を確立・維持すれば、このプロジェクトの効果は継続的に持続されるはずである。 

 



フィリピン国水質管理能力強化プロジェクト 
プロジェクト・ドキュメント 第 7章 事前評価

 

7-5 
－334－

7.6 結論 

本プロジェクトは相手国の環境政策に合致しており、また、数次にわたる参加型協議を踏まえた

結果、相手国側のニーズを十分反映した内容となっている。目標である EMBの能力強化を発現す

るための論理的も形成されており、ローカルリソースの活用によりプロジェクト全体を効率的に

実施する設計となっている。また、プロジェクト効果による波及効果も大きく、自立発展性にも

配慮されている。 

以上より、本プロジェクトは我国技術協力プロジェクトとして適格であるが、プロジェクトの準

備・実施過程においてフィリピン側の受け入れ態勢が十分に整備されれば、より高い効率性と自

立発展性とを発現するものと判断される。 
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1．緒言 

本書はフィリピン国水質管理能力強化プロジェクトについて、水質測定機材、および、情報

管理システム機材等の整備現況と課題、全体的整備の方向、ならびに、本プロジェクトにお

いて日本側が供与する機材の計画を述べるものである。 

本事前評価調査におけるフィリピン側との協議に基づき、本プロジェクトに関係する機材は

次の通りである。 

 水質測定機材 

EMB 地域事務所が環境水質モニタリング（河川水等）や排水モニタリング（産業排水等）を

実施するに必要とする現場採水器、および、測定器、サンプル採取用車両、ならびに、水質

ラボラトリーにおける測定・分析機材である。さらに、EMB本部の水質管理課が必要とする現

場採水器、現場測定器、ならびに、中央ラボラトリーが必要とする教育用 AV 機器も含まれ

る。 

 情報管理システム機材 

EMB が水質管理に必要とする水質データ、および、汚染源等各種データを管理・運用する

ためのデータベースシステム、ならびに、EMB 本部と地域事務所（3 ヶ所のパイロット地域事

務所）との情報通信に必要とする情報システム機材とこれに関係するソフトウエアーである。 

なお、上記機材の詳細計画、設計、構築、ならびに、関連する訓練はプロジェクト実施過程

においてなされるが、これらに必要とする費用は別途プロジェクトの投入計画に含むこととし、

本書では機材の購入費について述べる。 

本計画書は第1回事前評価調査における現状調査や価格調査の結果を基づき、本事前評

価調査（第 2回）における技プロの設計結果に基づいて修正・作成したものである。 

 

2．機材整備の現状および課題 

2.1 水質測定機材 

EMB 地域事務所のラボの分析能力は第 1 表に示すように、生活環境の保全に関る水

質項目の中でBOD、DO、pHについては、全ての地域事務所で分析できる機材を備え

ている。しかし、各地域事務所のラボ用分析機材の保有状況は地域差が大きく、重金

属（クロム、水銀等）や PCB まで分析できる地域事務所は非常に限られている。なお、

地域事務所のラボ職員は、事務所ごとに概ね２～６人程度であり、ほぼ化学分析の知

識を有している。地域事務所の分析機材の保有状況を第 2表に示す。 

(1) EMB 地域事務所 

一般に、公共用水域における水質モニタリングにおいては、生活環境の保全に関る水
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質項目（生活環境項目：BOD、DO、pH 等）が最も重要な監視項目として見なされてお

り、このため健康項目（重金属、シアン、危険有害物質等）に比べモニタリング頻度は高

い。また、水域の富栄養化現象をモニタリングするには、生活環境項目とともに富栄養

化の原因となる栄養塩類（T-N、NO3、NO2、NH4、T-P、PO4）についても測定する必要

がある。しかし、これらの水質項目の測定は、EMB 地域事務所のラボでは分析可能な

機材を有しながら、ほとんどの地域事務所では行われていない。これは各事務所の予

算不足とともに富栄養化問題（富栄養化現象やその対策およびモニタリング方法等）に

関する知識が不足しているためと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 NCR CAR CO

BOD5 v v v v v v v v v v v v v v v v

Boron v
Chloride v v v v v v v v v v
Chromium (VI) v v
COD v v v v v
Coliform, Fecal v v v v v v v
Coliform, Total v v v v v v v
Color v v v v v v v v v
Cyanide, Free v v
Dissolved Oxygen v v v v v v v v v v v v v v v v
Metals:
Arsenic
Cadmium v v v v v v v v v v v v v v
Copper v v v v v v v v
Lead v v v v v v v
Mercury v v v v
Nitrate v v
Oil and Grease v v v v v v v v v v v
OCPs v
OPPs v
pH v v v v v v v v v v v v v v v v
Phenol
Phosphate v v v v v v v
PCBs v* v
Settleable Matter v v v v v v
Surfactant (MBAS)
Temperature v v v v v v v v v v v v v v v v
TDS v v v v v v v v v v v v v v
TSS v v v v v v v v v v v v v v

Legend: * PCB Screening Kit Disposable
(CLOR-N-OIL 50)

Water/Wastewater

Other Parameters: 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 NCR CAR CO
Water-Wastewater
Region
Alkalinity v
Ammonia v v v v v v
Chlorophylla v v v v v
Conductivity v
Metals:
-Chromium v v v
-Iron v v v
-Manganese v v v v v
-Nickel v v v v
-Zinc v v v v v v
Nitrite v v
PAHs v
Salinity v v v
Sulfate v v
TS v v v v v v v v
Turbidity v v v
Volatile Solids v

BOD5 = Biochemical Oxygen Demand 5 days at 20 oC

COD = Chemical Oxygen Demand
OCPs = Organochlorine Pesticides
OPPs = Organophosphate Pesticides
PAHs = Polynuclear Aromatic Hydrocarbons
PCBs = Polychlorinated Biphenyls
TDS = Total Dissolved Solids
TS = Total Solids
TSS = Total Suspended Solids
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今後、地域事務所のラボの整備に当っては、まず、水質管理を行ううえで最も基本的な

監視項目である生活環境項目（BOD、DO、pH、大腸菌群数、SS、COD）について、統

一的な水質モニタリングが実施できるように、各地域事務所で不足している分析機材の

整備を図るとともに、分析経験のない項目に関する技術指導を行う必要がある。 

また、産業・商業排水をモニタリングするには、重金属が測定できる原子吸光分析装置

が必要である。しかし、一部の地域事務所では原子吸光分析装置が無かったり、付属

品が無いため中央ラボへ委託したり、あるいは、地域事務所の職員自らが中央ラボや

民間ラボへ出向き分析を行っている状況にある。今後、地域事務所の産業・商業排水

モニタリングを充実させるアップローチとして、管轄内に多くの企業を抱えているにもか

かわらず、分析機材の不足により十分な分析ができない事務所を中心に整備を図って

いく必要がある。 

生活環境項目に加えて健康項目（例えば、カドミウム、シアン、鉛、6 価クロム、ヒ素、水

銀、硝酸性窒素、PCB 等）まで含めた総合的な水質モニタリングを行う必要があるもの

の、フィリピン国における現在の予算状況からみて水質ラボに対する新たな人的資源

の投入は極めて難しい状況にある。現状のモニタリングがある程度充実している地域事

務所を拠点としてラボ機材の整備、および、分析技術の指導を図る必要がある。 

地域事務所における水質モニタリングの実施状況を調査した結果、現場用の水質測定

機材（採水器、携帯用水質測定器）やモニタリング専用の車両を所有してない地域事

務所が多く現場作業の障害になっている。また、現場用モニタリング機材の不足のため、

マニュアルやガイドラインに従って行うべきモニタリング作業が実施できず、データの信

頼性を落とす要因になっている。所有する車輌の絶対量が不足しているため、モニタリ

ングの対象とすべき河川や工場の数に対して極めて少ない数量しか実施できない状況

にある。サンプリング、および、サンプル搬送の効率化を図り、水質モニタリング体制を

充実化させるためには、多くの事務所において現場用測定機材と車輌の整備が必要

である。 

(2) EMB 本部 

EMB本部の水質ラボラトリーは標準的水質測定に必要とする測定機材と測定技術を備

えていると判断される。このラボラトリーは地域事務所職員の測定技術の学習ラボとな

っており定期的な研修を実施している。研修に用いる AV 機器が一部不足のため整備

を必要としている。 

EMB 本部の水質管理課は現在のところ、水質測定に関係する機材は一切、保有して

いない状況にある。しかし、本プロジェクトにおいて水質管理モデルを構築し、実際の

水質測定結果に基づいてこのモデルの校正を行うために、今後、現場測定用機材の

整備とこれについての訓練が必要である。 
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第 2表 EMB 地域事務所における分析ラボの整備状況（1/2） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 NCR CAR CO
Equipment/Instrument
1. Atomic Absorption v v v v v v v v v v v v v
Spectrophotometer
2. Autoclave v v v v v v v v v v v v
3. Autoclave/Sterilizer v
4. Balance,Analytical v v v v v v v v v v v v v v v
5. Balance,Top loading v v v v v v
6. Centrifuge v v
7. Chromatography v
Refrigerator
8. Colony Counter v
9. Conductivity Meter v v v v v v
10.Conductivity/TDS v v v v v v v v
Meter
11. Cyanide Analyzer v v v
12. Desiccating v v v v v v v
Cabinet
13. Distilling Apparatus v v v v v v v v v v v v v
14. DO Meter v v v v v v v v v v v v
15. Furnace v v v
16. Gas Chromatograph v v v* v
17. GC-Mass v
Spectrometer
18. Incubator, BOD v v v v v v v v v v v v v v v
19. Incubator, Coliform v v v v v v v v v v v v v
20. Ion Chromatograph v
21. Ion Selective v v
Electrode
22. Mercury Analyzer v v v v v v v
23. Microscope v v v v
24. Oven, Drying v v v v v v v v v v v v v v v
25. pH Meter v v v v v v v v v v v v v v

Legend:   *    Breakdown  

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 NCR CAR CO
Equipment/Instrument
26. Pump, Vacuum v v v v v v v v v v v v
27. Refrigerator, v v v v v v v v v v v
Laboratory
28. Rotary Evaporator v v
29. S-C-T Meter v v
30. Turbidimeter v v v
31. UV-VIS v v v v v v v v v v v
Spectrophotometer
32. Water Purification v
System
33. Water Quality v v v v v v v v v v v
Checker  

Source: Data supplied by EMB (2004) 

 

2.2 情報管理システム機材 

EMB本部における情報処理専門部署の人員は４名である。内２名が正規職員（期間契

約）、その他２名は外部コンサルタントとして契約されている。そのほかにネットワーク管

理者２名が任命されているが実際には赴任していない。外部コンサルタント１名以外は

いわゆる情報処理技術者として訓練されておらず、同所内で経験を積みながら実務を

行っている状況にあり現時点で処理能力は決して高いとは言えない。一方、人員が流

動的であることから、特定のシステムや技術に関する処理技術や情報の維持は困難で

ありパスワード紛失によるシステムダウンも発生している状況にある。 

EMB地域事務所において情報処理専門の部署は組織されていない。例えば第3地域

事務所においては来年度に設ける予定となっているが、予算不足から実現する可能性

は低いとの報告を受けた。地域事務所においては、職員は基本的な PC および代表的

なワードプロセッサーや表計算ソフトの操作は可能であるものの、ごく限られた人的資
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源により許認可、苦情処理、検査、モニタリング等を行っている状況にあるため、新たな

業務処理は困難であると言える。 

EMB 本部では、ほぼ全員に対して PC が供与されている。一方、地域事務所において

は水質管理部署に２台から 3 台、海外ドナーより供与されたものが使用されているが十

分ではない。また、長期間にわたって安定的に稼働することを目的としたハードウェア

は存在しない。 

EMB 本部ではブロードバンド接続によるインターネットへのアクセスが可能であるもの

の、地域事務所においては電話回線を利用したダイアルアップ接続によってインター

ネットへのアクセスを行っている。ネットを通じた地域事務所―本部での情報の受け渡

しは可能であるが、フィリピン国の電話回線の通信状態は良好とは言えず長時間のア

クセスは不安定である。加えて通信速度も最大で 28,800 bps であるが事実上この半分

程度の速度確保も困難な状況にある。 

EMB における情報管理関係の予算は少なく、EMB 全体の 3 ％程度に過ぎないことか

ら安定的な情報通信の確保は困難な状況にある。2004 年度では第 3 表のように

375,000 ペソであり、情報管理課職員の人件費、移動旅費、修理や維持管理など全て

このなかから捻出される。 

第 3 表 2004 年度 EMB MIS の予算 (ペソ) 

Total MIS Budget: 3% Internal Fund Allocation 1,059,000 pesos 

Expenditures:  Salaries for 4 personnel  564,000 pesos 

Structure Cabling of EMB Building 120,000 pesos 

Travel, Repair & Maintenance and etc. 375,000 pesos 

Source: MIS interview (2004) 
 

既存のネットワーク管理機材（ケーブル等を除く）に関しては、ほぼ全てが他国ドナーの

援助によって導入されたものであり、投入時のシステム環境に適合した機材構成となっ

ている。そのため拡張性に乏しく障害が頻発している。主な障害は、トラフィック（ネット

ワーク上を流れる信号）量の増大による通信障害、および、ウィルス感染によるシステム

ダウンである。これらは一部のEMB職員によるチャット等による不適正利用、および、ウ

ィルス対策管理の不徹底（個人）によるものである。 

また、現在までに JICA を含む多くのドナーにより、大気汚染モニタリングや廃棄物情報

管理システム等ネットワークを基盤とする情報処理システムが EMB へ導入されたが正

常に稼働していない。 

以上の状況をふまえると、i) 情報へのアクセスのし易さ、ii) 情報の蓄積、iii) 情報の選

択、iv) 情報の解析の仕組み、もしくは、システムの構築が EMB の情報処理能力向上

には不可欠である。これらの機能の具現化、および、安定的な提供を行うためには永
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続性、拡張性、保守性、柔軟性、セキュリティ等の確保が課題となる。 

 

3．機材整備の全体計画 

3.1 水質測定機材の最終整備目標 

水質の測定項目は実際のモニタリングにおける必要頻度と技術的難易から下記のよう

に 3種類に区分される。 

＜区分 1：水質基礎項目および一般的生活環境監視項目＞ 

水深、水量、水温、pH、濁度、透明度、DO、BOD、COD、TSS、TDS、NO３-N、NH４-N、

PO4-P、T-N、T-P、塩化物、電気伝導度、Oil/Grease、大腸菌 

＜第 2区分：主要健康影響監視項目＞ 

Cu、Cd、CN、Fe、Pb、Ni、Zn、Cr、Hg 

＜第 3区分：特殊監視項目＞ 

PCB、セレン、アルキル水銀、有機リン化合物、農薬系有機塩素化合物等 

上記の測定・分析項目と各地域事務所における現状の技術レベルを考慮し、EMB 地

域事務所に対する機材整備の最終目標を第 4表のように提案する。 

第 4 表 水質分析機材整備の全体計画 

項目 供与資機材 備考 

A.現場用機
材 

水質基礎項
目分析機材 

採水器、流速計（河川用、工場
排水用）、簡易水質チェッカー、
携帯用GPS 等 

全国 16 の地域事務所を
対象に現在導入されてい
ない機材のみを供与する 

B.ラボ用機
材 

一般生活環
境項目分析
機材 

紫外・可視吸光光度計、室内用
DO 計、ｐH 計、電気伝度計、イ
ンキュベータ、オートクレーブ、
高温槽、顕微鏡、上皿天秤等、 

全国 16 の地域事務所を
対象に現在導入されてい
ない機材のみを供与する 

主要健康項
目分析機材 

重金属用分析機器（原子吸光
分析器、水銀分析装置等） 

全国 16 の地域事務所を
対象に現在導入されてい
ない機材のみを供与する 

特殊項目分
析機材 

微量有害物質用分析機器（ガス
クロマトグラフ） 

現状のモニタリング体制
がある程度充実している
地方事務所を拠点に導
入する 

C.サンプル輸送用機材 ピックアップ 現場用車輌の不足によ
り、モニタリング作業の効
率が極めて悪い地域事務
所を対象に導入する。 
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3.2 情報管理システム機材の最終整備目標 

水質情報管理のためのシステムに求められる要件は使いやすさと独立性である。現在

の EMB の各人員の日常業務における負荷は大きく、情報処理にともなう新たな負荷は

最小限に抑える必要がある。また、現時点での情報処理に対する各構成員の技術的

な水準を考慮すると、高度な機能に支えられたセキュリティは処理・保守が煩雑なため

導入は事実上困難であると判断される。 

入力インターフェイスによる入力作業の軽減を図り、EMB 本部以外の常時接続を回避

することでネットワーク依存を軽減することによってセキュリティを構成するような手法が

好ましいと言える。これより第 1 図に示すようにシンプルなシステム構成を提案する。 

 

 

第 1 図 水質情報管理システム構想 

また、データベースとしては、規制用データベース（排水許可情報、遵守検査結果な

ど）、ならびに、計画管理用データベース（汚染源情報、環境水質値、水質モデル情報

等）の管理を行うシステムを設けることとし簡易な GIS 機能を備えるものとする。また、水

質管理関係データ等の本部と地域事務所間での情報通信を行うためインターネットベ

ースのネットワークを設けることとする。 

上記基本構想に基づいて、EMB 本部と全国 16 ヶ所の地域事務所にパソコン、GIS、レ

ーザープリンター、ネットワーク用機器類等を整備することを最終的目標とする。 

3.3 機材整備リスト 

前述の全体計画、ならびに、各地域事務所についての実態調査結果に基づいて、水

質測定機材および情報管理システム機材に関し、EMB 本部および EMB 地域事務所

において最終的に整備が必要とされる機材を第 5表に示す。 
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第 5表 整備機材リスト 

A-1-1 バンドーン型採水器 台 16 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

A-1-2 DO測定用採水器 台 16 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

A-2 電磁流速計 台 16 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

A-3 携帯用水質チェッカー 台 5 1 1 1 1 1

A-4 携帯用GPS 台 16 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

B-1 原子吸光光度計 台 3 1 1 1

B-2 水銀分析装置 台 8 1 1 1 1 1 1 1 1

B-3 吸光光度計 台 2 1 1

B-4 ガスクロマトグラフ 台 4 1 1 1 1

B-5 精密天秤 台 1 1

B-6 DOメーター(室内用） 台 4 1 1 1 1

B-7 pHメーター(室内用） 台 2 1 1

B-8 TDS・EC・塩分メーター 台 5 1 1 1 1 1

B-9 オートクレーブ 台 4 1 1 1 1

B-10 インキュベーター 台 1 1

B-11 乾燥機 台 1 1

B-12 冷蔵庫 台 0

B-13 真空ポンプ 台 5 1 1 1 1 1

B-14 コロニーカウンター 台 9 1 1 1 1 1 1 1 1 1

B-15 光源付顕微鏡 台 0

B-16 純水・超純水製造装置 台 5 1 1 1 1 1

C-1 ピックアップトラック 台 5 1 1 1 1 1

D-1 PC Workstation 台 16 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

D-2 液晶モニタ 台 16 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

D-3 UPS：無停電電源装置 台 16 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

D-4 オフィスソフトウェア 式 16 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

※EMB：フィリピン国天然資源省環境管理局
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これら機材の詳細仕様と単価を添付 1、および、添付 2 に示す。 

 

4．機材供与計画 

本プロジェクトの地域事務所に対する支援・指導は全国から 3 ヶ所のパイロット地域を選定し

て実施される。このパイロット地域の選定については未だ検討中であるが、現在のところ第 3

事務所、第 6事務所、および、第 12 事務所が有力である。ここでは暫定的に、これら 3 ヶ所

のパイロット地域に対して水質測定機材、ならびに、情報管理システム機材を供与する計画

とした。 
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EMB 本部の水質管理課は、本プロジェクトで構築する水質管理モデルの利用について責

任を有する。この業務においては、原型モデルを地域の状況に応じて校正する必要がある

が、そのためには現場採水器、GPS が必要となる。現在、水質管理課はこれらの機器を有し

ていないので日本側はこれらを供与することとする。 

EMB 本部の水質ラボラトリーは、第 1 回事前評価調査において測定・分析機材は十分に整

備されていることが確認されているので水質測定機材は供与しない。このラボラトリーは地域

事務所職員の測定技術の学習ラボとなっており定期的な研修を実施しているが、これに使

用する液晶プロジェクトター等の AV機器が不足であるためこれを供与することとする。 

以上より本プロジェクトで供与する機材の種別、数量、および、金額は第6表のとおりとなる。 

 

第 6 表 供与機材 

 

機材 

番号 
機材名 単位

供与

数量

供与数量 
E
M
B
中
央
ラ

ボ
 

E
M
B
中
央

W
Q
M
S
 

E
M
B
-
R
O
 3
 

E
M
B
-
R
O
 6
 

E
M
B
-
R
O
 1
2
 

A-1-1 バンドーン型採水器 台 5   2 1 1 1 

A-1-2 DO 測定用採水器 台 5   2 1 1 1 

A-2 電磁流速計 台 5   2 1 1 1 

A-3 
携帯用水質チェッカ

ー 
台 3   

2 
1     

A-4 携帯用 GPS 台 5   2 1 1 1 

B-1 原子吸光光度計 台 1         1 

B-2 水銀分析装置 台 2       1 1 

B-4 ガスクロマトグラフ 台 1     1     

B-8 TDS・EC・塩分メータ 台 1       1   

B-9 オートクレーブ 台 2       1 1 

B-11 乾燥機 台 1         1 

B-13 真空ポンプ 台 1     1     

B-14 コロニーカウンター 台 2     1   1 

B-16 
純水・超純水製造装

置 
台 1   

  
1     

D-1 
PC ワークステーショ

ン 
台 4   1 1 1 1 

D-2 液晶モニター 台 4   1 1 1 1 
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D-3 UPS 無停電電源装置 台 4   1 1 1 1 

D-4 
オフィスソフトウエア

ー 
式 4   1 1 1 1 

  AV 機器 式 1 1         

合計 
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